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1 
序 本書の課題と構成 
 
 
１ 生活困窮者に対する支援をめぐる今日の状況 
 
1990 年代中頃以降、不安定雇用者、生活保護受給者、ホームレス生活者、若者のニートや引
きこもり、母子世帯など、さまざまな課題を抱える生活困難困窮者1が次第に増加してきた。こ
うして、「中流社会」として特徴づけられてきたそれまでの日本社会では問われることのなかっ
た格差や貧困、さらに社会的孤立といった問題が新たに問われるようになった。これらに対し
て、政府は 2000 年頃からさまざまな政策を実施し改善への取り組みを進めてきたが、事態は
依然として改善したとはいえない。たとえば、厚生労働省が取りまとめている『国民生活基礎
調査』のデータをもとに分析した相対的貧困率は、1985 年の 12.0%から増加の一途をたどり
2012 年には 16.1%に達している2。また、貧困・低所得を生みだしている要因の一つである非
正規雇用も、その比率の上昇が止まらず、1985 年の 16.4%から 2012 年には 35.2%へ［厚生労
働省 2013a : 189］、そして 2014 年 7－9 月期には 37.1%［総務省 2014 : 2］ヘと上昇した。 
こうしたなかで、2012 年 12 月に登場した自由民主党と公明党の連立による安倍晋三政権は、
日本経済全体のパフォーマンスの改善をめざすことを政策目標に、経済成長戦略（アベノミク
ス）の推進をめざすこととなった。しかし、その２年間の政策実施の結果については、「大企業
の収益は大幅に伸びたが、雇用と格差是正については必ずしも成果が上がっていない」と評さ
れた［『朝日新聞』2014 年 11 月 26 日］3。 
そして、この状況に追い打ちをかけるように、2013 年８月には生活保護制度の扶助基準の引
き下げが実施された［『読売新聞』2013 年 10 月 27 日］。この扶助基準の引き下げは、生活保
護受給者の生活水準の引き下げをもたらすだけでなく、これに連動して住民税の非課税限度額
の引き下げ、就学援助の学用品費等の支給や国民年金保険料の免除の対象者の縮減などに影響
し、広く貧困世帯の家計を圧迫するものとなった。また、同年 12 月には、生活保護受給者の就
労支援強化策が示され、稼働能力をもつ受給者への意欲喚起事業の強化が進められた。生活保
護の扶助基準の引き下げを梃子として、生活保護受給者が否応なく自ら働かないとこれまでの
生活水準での暮らしが維持できない状況をつくり出すとともに、当事者が仕事に向き合うその
意欲の喚起に力点が置かれた就労支援策が構想されてきた。すなわち、これは、生活保護受給
者に経済的自立の必要性を自覚させ、生活保護からの脱却がなによりも優先させるもので、い
                                                  
1  ここでは、「生活困窮者」は、生活困窮者自立支援法が対象とする“狭義の生活困窮者”ではなく、経済的
困窮、地域社会からの孤立、生活上の諸課題を抱える市民など、いわば“広義の生活困窮者”を意味する。
なお、両者を区別する必要がある場合は、その都度、“広義の……”と“狭義の……”を使うこととする。 
2  阿部彩『貧困統計ホームページ』。 
3 『朝日新聞』（2014 年 11 月 26 日）によると、2012 年 10 月－2014 年 10 月の 2 年間に、雇用者は 100 万
人増えたといわれるがその内実は、正規雇用者 20 万人減少・非正規雇用者 120 万増加であった。また、預
貯金や株などの金融資産をもたない世帯の割合は、26%から 30%に増加し、貧困層の増加が推測された。 
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わば当事者に対する「追いたて型の自立支援」とでも呼ぶべきものであろう。 
しかし、他方で、政府は、生活保護受給者を除く生活困窮者への新たな支援策を開始した。
すなわち、生活困窮者自立支援法の施行（2015 年４月）である。これは、安倍政権の登場以前
から懸案とされていた政策の具体化として取り扱われ、すでに 2013－14 年度において全国約
200 自治体によってモデル事業が実施されてきた。安倍政権にとっては、振り出しに戻すこと
ができない状況にあったことから実施へと進めることになったが、この制度の支援内容は、当
事者の個別的なニーズや能力に応じた、そして継続的で段階的な寄り添い支援と、地域のなか
での居場所づくりなどに注目した当事者の社会的関係の回復を基盤とした支援を重視したもの
であった［厚生労働省 2013b］。また、後者の地域づくりは、地域での生活困窮者の未然の防
止と継続的支援の要にあたるものと位置づけられた。ここにみられるものは、当事者の「ニー
ズ・能力対応型の自立支援」と包摂型地域社会づくりであり、この二つを合わせて、社会的包
摂型支援と呼べるだろう。 
このように、広義の生活困窮者に対する支援は、二つの異なった方向が志向されてきた。で
は、このような二つの志向が存在する状況をどのように理解するべきなのだろうか。欧米諸国
においても、こうした社会問題に向けられた政策や制度の考え方には各国間で違いがあるだけ
でなく、それぞれの国においても複数の政策理念とそれにもとづく政策が対抗的に展開されて
きた。本論文では、欧米諸国におけるこうした政策理念とそれらの対抗関係の分析を踏まえつ
つ、日本におけるその展開の独自の性格を明らかにしていきたい。筆者は、日本における社会
政策において議論を深める必要のある論点の一つがここにあると考えている。 
ところで、政府によって実施されてきた広義の生活困窮者への支援策を枠組みとして、地方
自治体や民間諸団体による生活困窮者支援もまた、1990 年台後半以降大きな前進がみられた。
しかし、そこでは、政府の政策立案に影響を及ぼす独自の事業を展開してきたところもまた多
い。筆者はこれらについての研究も行ってきたが、本論文は全体的な議論の流れを重視するこ
とから、これらの研究成果については触れないこととした4。 
いずれにしろ、生活困窮者が直面する困難な問題の解決、生活の安定、社会参加と就労に向
けて、この 20 年近くの期間に政府、自治体、民間諸団体は多様な取り組みを展開して来た。そ
の現実を整理し、生活困窮者支援の今後のあるべき道筋を描くことが、本論文の基本的な課題
である。 
 
 
２ 本論文の研究目的 
 
日本における生活困窮者に対する支援の現状を問うにあたって、ひとまず 1990 年代中頃以
降の支援策の歴史的展開を振り返っておくのがよいだろう。その理由は、今日の生活困窮者の
増加を現代の問題として問いはじめたのがまさに 1990 年代中頃であったからであり、また、
                                                  
4 これについては、福原［2007］［2014］などの研究がある。 
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その支援の考え方についての議論が始まったのはその直後からの時期であったからである。 
ところで、欧州諸国では、同じような社会問題の深刻化とそれへの対応は、1980 年代から始
まっている。フランスでは 1980 年代に入って以降、これらの問題と解決を、新しい貧困問題、
社会的排除／包摂としてとらえる議論が登場し、とくに社会的排除／包摂の考え方は 1990 年
代には欧州連合とその加盟国へと広がっていった。日本においても、1990 年代末には、欧州諸
国の影響を受けて社会的排除／包摂という用語が導入され、今日では生活困窮者に対する支援
をめぐる議論において社会的包摂という用語が次第に使われるようになっていった。ところで、
日本政府もまた、これらの人々への新たな支援を 2000 年代初頭から開始し、その後もさまざ
まな施策を実施してきた。しかし、政府は、民主党政権期（2009 年 9 月－2012 年 12 月）を除
いて、社会的包摂という用語をほとんど使うことはなく、一般には自立支援という用語を一貫
して用いており、これが今日広く普及している。このようなことの影響として、日本における
生活困窮者に対する支援のあり方を考えるとき、それは自立支援という用語を軸とし、わき役
として社会的包摂という用語が使われるという構図として描き出すことができる。 
では、これら二つの用語は、実際にどのような理念や政策として使われてきたのだろうか。
生活困窮者がその困難を解決したあとに新たに獲得できるその状態は、「自立」であり「社会的
包摂」であると言ってよいだろう。すなわち、ここにおける個人は、経済的な意味において、
かつ自己決定能力をもっているという意味において「自立」した存在となり、さまざまな社会
的関係を主体的に取り結びことを通して社会の一員として承認され、社会のなかに包摂された
存在となる。すなわち、「自立」と「社会的包摂」は相互補完的な関係をもつものであるととも
に、この両方を実現しうる個人は、いわばシティズンシップの議論における「市民」として規
定してよいだろう。 
しかし、日本における生活困窮者の支援の政策と議論に立ち戻ると、そこには、「追いたて型
の自立支援」と社会的包摂型支援（「ニーズ・能力対応型の自立支援」とそれを補完するものと
して包摂型地域社会づくり策）の対抗があった。前者は、困難を抱えた当事者の自己責任や義
務を強調し、「当事者自身が意欲をもち努力することによって解決すべきである」と考えるもの
である。後者は、困難の解決における社会や政府の役割の重要性を強調し、「社会とのつながり
の再構築が当事者の自尊感情を育み問題を解決できる」する支援策である。戦後日本における
生活困窮者への支援の流れは、これら二つの政策志向の対立と共存をめぐって展開されてきた
し、その関係は時代とともに変化し、ときに複雑な様相を呈しつつ発展してきたといってよい
だろう。 
本論文は、2000 年頃からごく最近の生活困窮者自立支援法の制定（2013 年 12 月）およびそ
のモデル事業が実施されてきた 2014 年頃までのおよそ 15 年間の期間を中心として、生活困窮
者の実態と、社会的包摂と自立の二つの用語によって織りなされてきた一連の支援策の特徴を
明らかにすることを目的とし、考察するものである。これを論じるにあたって、事前に明らか
にしておくべきいくつかの論点がある。その第１は、社会的排除／包摂の概念をどのようなも
のとして理解するのかという点である。現代の日本においては社会的排除の用語がさまざまに
理解されていることから、欧州におけるもともとの議論に立ち返ってこの概念を可能な限り明
4 
確に定義しておくことが、その後の議論をわかりよいものにするだろう。第２に、「自立」と「自
立」支援という用語の使われ方も多様であり、とくに日本では、いささかこの用語が頻繁に使
われてきたことから、一層掘り下げた考察が求められるだろう。 
ところで、これら二つの概念にもとづく政策は、追及する最終目的をとりわけ就労において
いるという点で一致している。これらは、一般にアクティベーション（正確には広義のアクテ
ィベーション、すなわち社会参加・就労に向けての活性化）として論じることができる。もち
ろん、生活困窮者の支援においては、貧困者に対する最低所得保障、すなわち生活保護受給だ
けで十分だとする見解や施策がこれまで主流を占めてきた。しかし、今日では、その政策は、
福祉依存者を大量に生み出し、政府の財政負担を増すと同時に、受給者が持つ能力や生きる意
欲を奪い、社会的孤立をつくり出していることから、受給者の社会生活を営む権利を奪ってい
るとして、アクティベーション型の政策が志向されるようになってきたのである。 
また、このアクティベーション型の政策を志向するとしても、具体的にどのような政策を実
施するかは、先にみた社会的包摂という観点を重視するのか、「自立」支援を重視するのかによ
って異なってくる。とくに社会的包摂は、アクティベーションと並んで、最低所得や物質的・
社会的ニーズの充足、シティズンシップの確保などもあわせて重視するところに特徴がある。
なお、このようなニーズ充足においては、生活困窮の個々人のニーズに合ったオーダーメイド
型の支援が求められる。なぜなら、困難が複合的な要因によって構成されていることや、個々
の困難に対応した福祉施策においては資格認定が付きまとうなかでいわゆるボーダー層が施策
から排除されるといった問題が生じているからである。 
これらのことは、現代社会における生活困窮者が抱える困難とはどういったものであるのか、
またそれらを生み出している背景は何かを明らかにすることを問うものであった。したがって、
第三に、今日の生活困窮者の困難の実態を把握することもまた重要となる。 
これら三点の分析を踏まえて、2000 年頃からはじまる一連の生活困窮者に対する支援策の
分析が可能となり、日本におけるこの支援のあり方の特質を考察することができるだろう。 
 
 
３ 本論文の構成 
 
本論文の目的と、それを論じるにあたって求められる分析的観点について論じた。この点を
踏まえて、本論文では、以下のような構成によって議論を進めていこう。 
まず、社会的排除の概念とそれにもとづく包摂政策についての議論を整理していこう。第 1
章は、これに当てられている。とりわけ、社会的排除／包摂の概念の特徴をめぐる議論を踏ま
えて、社会的排除の実態把握の方法、排除された個人に向けられた多様な包摂政策、それらを
どのような政策パラダイムに沿って組み合わせ全体的政策を立案するのか、そして重視される
べき包摂政策は何かを明らかにする。そこでは、最低所得保障、社会的シティズンシップ、そ
してアクティベーションとして整理できる政策志向が明らかにされる。しかも、とくに議論の
あるアクティベーションを取り上げるとそこにはいくつかの類型があることがわかるだろう。 
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第 2 章では、著者が中心になって行った二つの調査―2009 年のワーキングプア調査と 2007
年の就職困難者調査―のデータを分析し、日本における社会的排除の実態にはどのような特徴
がみられるのかを明らかにする。あわせて、雇用レジームと生活保障レジームとの関連でこの
社会的排除の特徴を問い、日本における社会的排除の構造的特徴を明らかにすることをめざす。
この第 2 章では、一つの結論として、こうした二つのレジ－ムによって支えられた経済社会シ
ステム（いわば「企業主義―家族主義ネクサス」社会システム）の中では、「普通にがんばる」
ことによって社会の一員となる（社会包摂）ことが可能であるといった社会規範が広く行き渡
っていることが明らかとなる。 
これを受けて、第 3 章では、日本社会のこうした社会規範のもとで登場してくる「自立」お
よび「自立」支援のあり方について、社会的包摂論との関連において、その特質を明らかにす
ることをめざす。欧州における社会的包摂論にはいくつかのパラダイムがあるとはいえ、そこ
では、生活困窮者に対する福祉の提供を前提としたうえで、社会への参加や就労に向けどのよ
うな支援策を実施するのかという課題設定がなされている。「自立」概念との関連でいえば、一
連の社会的包摂政策を通して社会の十全たる構成員となり、その結果自立が達成されるという
理解が、そこにはある。しかし、「自立」支援は、これとは異なる。むしろ逆に、これは、個人
の経済的自立に向けた意欲や責任を問うところから出発し、この意欲の獲得、その次に就労能
力の獲得を経て就職を果たし、その結果社会の一員となる（社会的包摂）といった論理である。
この点を、2000 年代前半の支援政策の展開の分析を通して論じていく。このようにして、この
章では、日本における「自立」支援という考え方が具体的に明らかにされる。しかし、そうで
あるがゆえにまた、一つの課題が浮かび上がってくる。それは、「自立」支援という考え方がな
ぜこれほどまでに日本社会に強く根付いてきたのだろうかという問題である。 
第 4 章では、こうした「自立」支援を出発点にして 2000 年代はじめからはじまる生活困窮
者に対する政府の施策を、社会的アクティベーション、就労アクティベーション、「福祉から就
労へ」型ワークフェアそして「はじめに就労ありき」型ワークフェアという４つのアクティベ
ーション類型を使って検証する。そこで得られた結論の一つとして、この 15 年ほどの期間に
みられる生活困窮者に対する全体的な支援は、これらのアクティベーション類型が混在あるい
は対抗しながら展開してきたが、新たな動きとして社会的アクティベーションの影響力が高ま
っていることを論じた。 
終章では、2013 年 12 月に成立し、15 年 4 月に実施される生活困窮者自立支援法を取り上
げる。政府が自立支援への志向を依然として強く持つなかで、社会的アクティベーションとい
う新たな政策志向が強く打ち出されることになったその背景を論じた。欧州諸国では社会的包
摂パラダイムをめぐる議論は政府の政策決定というレベルで取り組まれてきたのに対して、日
本の政府においては短命に終わった民主党政権の時期を除いてそうした議論がなされずに来た
こと、むしろ先進的な自治体や民間支援組織によって社会的アクティベーションの実践が取り
組まれ、その蓄積が厚生労働省を動かしたことを論じた。それは、政策決定というレベルに置
き換えて考えれば、政府による補助金のついたモデル事業を通して先進的な自治体や民間団体
とのあいだで交わされてきた議論や協議、そして実践の成果に突き動かされるなかで体系化さ
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れた生活困窮者自立支援制度が生まれたことが明らかにされる。そして、最後に、この制度を
さらに完成された社会的アクティベーションとして前進させるためのいくつかの課題を提示し
た。 
 以上の分析を通して、日本における生活困窮者のアクティベーション政策が、自立と社会的
包摂をキータームとして、具体的にどのように発展してきたのかを明らかにする。合わせて、
今後の政策課題について論じていく。 
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第 1 章 社会的排除／包摂の概念とパラダイム 
 
 
はじめに 
 
欧州先進諸国では、1980 年代以降の経済と福祉国家の危機の中で、長期失業、不安定就労、
若年者雇用問題、家族の変化、ホームレス生活者や移民の増大、そしてこれらにともなう貧困
の広がりと深刻化がみられ、これらは高度経済成長期にはみられなかった新しい社会問題とし
て理解された。1980 年代から 90 年代にかけて、この新たに発生した貧困や社会問題を読み解
く概念として「社会的排除」、その対として政策概念である「社会的包摂」が登場し、社会政策
の新たなキータームとなった。そして、この用語はいまや、欧州連合、同加盟各国はもちろん、
国際労働機関（ILO）、国連開発計画（UNDP）、世界銀行、経済協力開発機構（OECD）などに
おいても使用され、先進諸国はもちろん発展途上国の社会問題や社会政策を語るうえでも重要
となっている。 
しかし、新たに登場してきたこの概念は、その新しさゆえに多様に理解されることになった。
また、社会科学の方法論や政策パラダイムなどにおけるそれぞれの観点によって、その解釈も
異なっている。とはいえ、社会的排除／包摂が注目を集めるに至ったのは、この概念が、現代
社会において生じているさまざまな社会問題の特徴を包括的にとらえたものであるからであり、
またこれは極めて政策指向的であるからだろう。言い換えれば、社会的排除／包摂という概念
が注目されるのは、現代の社会問題の現状とその解決をめざす政策をダイレクトにつなぎ、そ
れらが交錯する地点に立つ道標であるからである。 
本章では、この社会的排除／包摂をめぐる議論に焦点をあて、これが登場してきた背景、概
念、パラダイム、そして社会的包摂政策の展望について論じる。すなわち、社会的排除／包摂
をめぐる議論の全体像に迫ることを目的とする。 
 
 
１ 社会的排除／包摂論の登場 
 
「社会的排除」という用語は、1960 年代半ばのフランスで貧困者救助活動を行っていた社会
カトリック運動団体「ATD第 4 世界
カ ー ル モ ン ド
」などによって使われ、1974 年に刊行された R・ルノワー
ル著『排除された人びと：フランス人の 10 人に 1 人』で注目されるようになった。ルノワー
ルは、経済成長と福祉国家の恩恵が届かない人びと――施設入所児童、非行者、アルコール・薬
物依存者など「社会的不適応」――の問題を「排除」としてとらえるとともに、当時なによりも
注目されたのは、彼が、これは個人の問題ではなく社会の側が引き起こした問題だと論じた点
であり、あわせて、それが社会の底辺に暮らす人々だけでなく多くの人々にも広がりつつある
その過程に注目した点であった［Paugam 1996a : 9 ］。 
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フランスで次に「排除」が取り上げられるようになったのは、高度経済成長が終焉を迎え福
祉国家の危機が語られはじめる 80 年代になってからである。完全雇用が崩壊し失業（とくに
長期失業）と不安定雇用が拡大するにともない、福祉国家の主要な柱である失業保険、年金保
険、医療保険などの保険体制からもれ落ちる人々が増加した。こうして若者と長期失業者を中
心に貧困が深刻化し、同時に、住宅や教育機会の喪失、家族の崩壊、アルコール・薬物依存な
どが複合的に重なり合った問題が拡大した。高度経済成長期においては予想しえなかった「新
たな貧困」が、ここにはじまったのである［Paugam 1996a : 8-10］。 
フランスでは、貧困問題の領域において、1981 年に政府諮問機関によって作成された報告書
『不安定と貧困に抗して：60 の提案』（『オーエックス・レポート』）において「新しい貧困」
が論じられ、1987 年の報告書『極貧と経済的社会的不安定』（『ウレザンスキー・レポート』）
では、貧困は生活の多面的な領域からの排除の結果であることが強調された［都留 2000 : 31-
41］。他方、雇用問題の領域では、1981 年に政府に提示された包括的な若年者雇用政策に関す
る報告書『若者の職業的および社会的参入』（『シュバルツ・レポート』）は、増大する若年失業
者の問題を「排除」として捉え、職業訓練、非市場部門（公共部門と非営利団体）による「社
会的・職業的参入」政策を提起した［松原 2008］。このように、1980 年代のフランス政府関係
文書において「新たな貧困」「排除」といった用語が登場し、メディアや研究者もこれらの用語
に注目する中で、「社会的排除」は現代の社会問題を語るキーワードとなった。 
ただし、社会的排除の概念が本格的に使われるようになるのは、90 年代初頭になってからで
ある［Paugam 1996a : 14］。なお、この「社会的排除」を克服する政策は、フランスでは「参
入（insertion1）」として語られるが、これは欧州連合やイギリスなどの英語圏で使用される「包
摂（inclusion）」と、その意味するところは基本的に同じとみてよいだろう。また、フランスに
おける社会的排除への取り組みの画期となったものは、ミッテラン大統領・ロカール首相社会
党政権のもとで 1988 年 12 月に創設された参入最低限所得（RMI
エ レ ミ
）である。これは、資産調査
なしで申請時点の過去 3 カ月間の稼得所得が一定の水準以下であることを条件に支給される普
遍的最低所得保障と、社会あるいは就労への参入の準備のためのプログラムへの参加を権利と
して付与するものであった。すなわち、このRMI
エ レ ミ
政策は、「社会的つながりの調整様式の一つ」
［Paugam 1996a : 15］とみなされた。その後、シラク大統領・ジョスパン首相の保革共存政
権によって 1998 年 6 月の「社会的排除との闘いに関する基本法」（社会的排除対策法）、2004
年 12 月にシラク大統領・ラファラン首相の右派・国民運動連合政権のもとで制定された「社会
統合法」、2009 年 10 月同じく国民運動連合政権であったサルコジ大統領・フィヨン首相のも
とでの就労連帯所得（RSA
エ ル サ
）、2013 年 1 月オランド大統領・エロー首相の社会党政権の「反貧
困および社会的包摂のための計画」へと包摂政策は続いていく。 
また、欧州連合では、フランス社会党出身の J・ドロール欧州委員会委員長の影響下で、1988
年に「社会的排除」についての議論が開始された。翌 1989 年には、欧州社会憲章の序文で社
                                                  
1  フランス語のinsertionの動詞insérerは他動詞で目的語をもつ。すなわち、社会的排除におけるinsertion
が意味するものは、「国家あるいは社会を構成する主体が、困難を抱え排除された人びとや社会集団を、社
会の主流へと参入させること」にある。 
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会的排除と闘うことの重要性が指摘され、同年の欧州閣僚理事会で「社会的排除との闘い」に
ついての決議が採択され、「社会的排除に取り組む政策に関する欧州動向調査機関」が設立され
た。1992 年の欧州委員会公式文書『連帯の欧州をめざして―社会的排除に対する闘いを強め統
合を促す』は、「社会的排除」についてのかなり明確な概念を定義し、そして 1997 年 10 月に
調印されたアムステルダム条約では、社会的排除との闘いが EU の主要な目標のひとつに加え
られた。2000 年 12 月のニース欧州理事会では「社会的包摂に関するナショナル・アクション・
プラン」の実施を加盟国に要請することを決定した［中村 2002 ; バラ&ラペール 2005；福原 
2005］。さらに、2007 年には、「積極的な社会的包摂」という考え方が提示されることになった
［中村 2012］。 
イギリスでは、1990 年代「貧困は消滅した」とするサッチャー政権の下で行われたいくつか
の社会調査（ダーレンドルフ報告や社会正義委員会報告など）において貧困、不平等とともに
社会的排除への言及がなされた。しかし、社会的排除が労働党の主要なテーマのひとつとなっ
たのは、労働党が勝利する 1997 年 5 月の総選挙前後であった。そして政権に就いて 7 ヶ月目
の 1997 年 12 月、ブレア労働党新政権は、各省庁横断的な新組織、社会的排除対策室を設置
し、社会的排除との闘いを開始した［樫原 2005：28,  669-674］。ブレア政権は、失業や就職
困難に陥っている就労世代向けの包摂政策として、求職者給付、所得補助、雇用・生活支援給
付の新たな政策を実施し、一方においてパーソナル・アドバイザーによる相談支援を強化しつ
つ、他方では求職者給付における制裁を設ける措置を打ち出した。2010 年に始まる保守党と自
由民主党から構成されたキャメロン連立政権はブレア政権の労働市場への包摂政策を一層強く
追求するが、それは「大きな社会」論によって政府の財政支出削減と民間ボランタリー組織へ
の期待のなかでの新たな展開となっている［居神 2012］。 
また、国際機関においても、社会的排除への関心は高まっている。国際労働機関（ILO）は
1994 年から国連開発計画（UNDP）の資金援助の下で、多くの発展途上国における社会的排除
の実態調査を実施した。世界銀行は、ウォルフェンソン総裁の就任にともなって 1997 年から
社会的包摂政策の展開を開始した［Wolfensohn 1997］。そして、OECD は、1998 年 4 月 27－
28 日の第 37 回閣僚理事会において、社会的排除問題への取り組みを決定した2。 
このように、社会的排除／包摂論はいまや、欧州の先進諸国だけでなく発展途上国の社会政
策を語るうえでも重要となっている。また、こうした発展途上国をも視野に入れたグローバル
化と社会的排除に関する研究も進められつつある［たとえば、バラ&ラペール 2005 ;  Munck 
2004 ;  De Haan 2007 などがある］。これらの動向は、今日の社会政策を語るには、社会的排
除／包摂をめぐる議論を避けることはできなくなっていることを物語っている。 
 
 
 
 
                                                  
2  OECD  ‘37th OECD Council Meeting at Ministerial level’, 27-28 April 1998, 
http://www.g7.utoronto.ca/oecd/oecd98.htm 
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２ 社会的排除の概念と批判 
 
1990 年代以降、このようにして広がりをみせた社会的排除という概念は、どのような分析的
枠組みを提示しているのだろうか。そのもっともまとまった定義は、1992 年の欧州委員会のそ
れである［European Commission 1992 : 8］。まず、その紹介からはじめよう。 
 
   社会的排除は、過程とその結果としての状態との双方を指すダイナミックな概念である。
〔中略〕社会的排除はまた、多くの場合単純に所得を指すものとして理解されている貧困の
概念に比べて、個人や集団が社会的統合とアイデンティティをつくりだす実践や権利といっ
た要素から排除されていくメカニズム、あるいは個人や集団が社会的な交流への参加から排
除されていくメカニズム、これらが有する多元的な性質を明確に浮き彫りにしてくれる。そ
れは、労働生活への参加という次元を超える場合もある。すなわち、それは、居住、教育、
保健、さらにはサービスへのアクセスといった領域において感じとることができるし、現れ
るのである。 
 
この委員会文書を起点として、その後、多くの研究者による概念をめぐる議論が生まれてき
た。次に、彼らによって指摘された社会的排除の概念の特徴を整理していこう。とくに、Room 
［1999］、バラ＆ラペール［ 2005, Bhalla & Lapeyre 2004］、Barnes ［2005 ］の議論を参照
しながら、整理を試みておこう。彼らの指摘を整理すると、以下の７点になるだろう。 
第１は、社会的排除は多次元的であるという特徴をもつ。貧困という生存に必要な基礎的ニ
ーズの欠如、標準的な生活のための物質的資源の剥奪を含みつつ、社会的な参加やつながりの
欠如などを社会的排除とする（図表１－１の「要因とその特徴」参照）。バラ&ラペールは、こ
れらの排除を経済的次元、社会的次元、政治的次元として整理した。経済的次元は貧困、所得
の不平等、そしてこれらをもたらす就労の有無を問題にする。社会的次元の要因は、家族やコ
ミュニティとの結びつきの断絶（社会的孤立や自殺など）、不安定な雇用や失業などの就労のあ
り方、医療・教育・住宅などの社会的サービスへのアクセスからの排除を意味する。政治的次
元の要因は、投票権や自らの状況を政治に訴える手段が剥奪されている状況を意味する。また、
シティズンシップの獲得あるいは保障というレベルの問題も政治的次元に組み込まれるだろう。
これらの 3 つの次元のとらえ方はまた、T.H.マーシャルが定義したシティズンシップの諸権利
（主要なカテゴリーとしての市民的権利、政治的権利、社会経済的権利）の否定あるいはその
不完全さと深く関連している［バラ&ラペール 2005 : 27,48］。さらに、ポーガムが取り上げた
ように、これらが当事者に対してもたらす自己否定的なアイデンティティの形成といった文化
的次元もまた重視されるべきであろう［Paugam 1991］。 
第２は、貧困や剥奪が静態的な状態を意味するのに対して、社会的排除は、状態とともにそ
こに至る過程に着目する動態的概念である（図表１－１の「分析の観点」参照）。すなわち、排
除は、諸問題の連鎖によって深刻化するという累積性を持っており、最終的に立ち至った排除
の実態は経路依存的な性格をもっていることが重視される。 
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       図表 1－1 貧困、剥奪、社会的排除、それぞれの概念特性の比較 
 貧 困 剥 奪 社会的排除 
要因とその特徴
 
・生存のための基礎的なニーズ
の欠如 
 
・生存のための基礎的なニーズ
の欠如 
・物質的剥奪（食料、衣服、住宅
など）と社会的剥奪（家族、レク
リエーション、教育に関連するも
の） 
・生存のための基礎的なニーズ
の欠如 
・物質的剥奪と社会的剥奪 
 
・社会的な参加とつながりなど
・一次元の要因 ・多次元の要因 ・多次元の要因 
・分配の側面 ・分配の側面 
・分配の側面 
・関係の側面 分析の観点
・静態的 ・静態的 ・動態的 
対象
 ・個人、世帯 ・個人、世帯 
・個人、世帯 
・コミュニティ 
     出所：［Barnes 2005 : 16］を参考に、筆者が作成。 
 
第３に、社会的排除は、所与の社会における人々が「標準」とみなす生活に必要な要素であ
る財やサービスの量と質、社会的関係の度合いを基準にした相対的な概念である。多次元的性
格をもつことから、社会的排除の実態把握のむずかしさが指摘されているが、欧州連合やその
加盟各国では、多次元にわたる指標を新たに構築するなかで、実態の把握への挑戦がなされて
きた。 
これらに加えて、バラ&ラペールは、とくに、第４の要素として、失業と仕事の不安定さ、
すなわち労働市場への統合の質が社会的排除アプローチの核心にあると指摘している。また第
５に、基本的権利のアクセスの有無だけでなくその質をも問う必要を論じている。第６に、
Room は、社会的排除は、個人や世帯の状況だけでなく、近隣地域やコミュニティにも関わる
ことを論じた（図表１－１の「対象」参照）。そして、最後に取り上げられるべき特徴は、多く
の研究者が指摘しているように、社会的排除は、その対概念にあたる社会的包摂をもち、きわ
めて政策志向性の強い概念であるとされた点である。 
このような社会的排除の概念に、新規性と有用性を見いだすのは容易であろう。しかし、社
会問題や社会構造についての既存の議論に比べ、社会的排除は広がりをもった議論であること、
またその結果としてあいまいな部分があるとみなされ、これらの点について批判を受けてきた。
ここでは、これらの批判を取り上げ、検討する中で、社会的排除がもつ特徴をさらに明確にし
ていきたい。 
A.トゥレーヌ（A.Touraine）は 1991 年の論文のなかで、階級という社会的地位が重要な要
因であった「垂直社会」から、今日では、社会の主流に属しているのかそれとも周辺に追いや
られているのかが問題となる「水平社会」への移行期に人びとは生きていると論じた。すなわ
ち、重要なのはもはや「上か下か」ではなく、「内か外か」にあると［Touraine 1991］。この指
摘は、これまでの社会科学の中心に位置した階級論に対して社会的排除論の特徴を端的に物語
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るものであったが、まさにそうであるがゆえに多くの批判の的となった。 
この議論に対する第１の批判は、社会の「外」を想定することに対するものであった。しか
し、排除論はそもそも、「内」＝社会、「外」＝社会の外側を想定する議論ではない。「内」とは、
労働市場への参入、社会保険による保障、コミュニティや市民社会における社会的つながり、
そしてシティズンシップの権利・義務が存在している「社会の主流」の領域であって、「外」は
これらが剥奪されている「社会の周辺」領域をいう。 
J.ドンズロや P. ロザンヴァバロンの表現を借りれば、この社会の「内」は、「社会的なもの
（le social）」を意味すると考えてよいだろう［Donselot 1984 ; ロザンヴァロン 2006］。たと
えば、ロザンヴァロンは「経済的なもの＝生産や競争など」との対比で、「社会的なもの=再分
配・社会保険や連帯」を想定し、福祉国家は「社会的なもの」を「経済的なもの」に従属させ
て存立していたが、大量失業によって両者のあいだに亀裂が走り、「補償の社会」と「排除の社
会」を対にして成り立たせることとなったと論じた［ロザンヴァロン 2006 : 111, 122］。した
がってまた、社会的排除は「社会的なもの
・ ・ ・ ・ ・ ・
からの排除」、福祉国家のメンバーシップからの排除
を意味している。 
これを、F.-X.メリアン（F.-X. Merrien）の見解に即して述べれば、次のように言えるだろう。
社会的排除の概念はホームレス、貧困者、一人親家族、長期失業者のイメージをすぐに浮かび
上がらせるが、これらの表象の根底には，排除メカニズムとしての現代のポスト工業化社会が
あることを想定させる。したがってまた、社会的排除の登場は、福祉国家と社会に統合される
者と統合されない者、「内」にいる者と「外」にいる者、職や住居や家族をもつ者と職もなく時
には家族や住居さえない者とからなる二重社会モデルに向けてすべての国が収斂していくこと
を意味する［Merrien 1996 ; 421］。 
以上のように、社会の「内」と「外」はひとつのレトリックであって、実のところそれは「社
会の主流とその周辺」であり、「二重社会」であり、あるいは「補償の社会」と｢排除の社会」
に関わる言説なのである。 
この「内」と「外」の議論に関連して社会的排除の概念に寄せられた別な２つの批判は、社
会的排除は社会の「内」で生じている重要な問題に目を向けていないとするものであった。そ
の一つは階級論の視点からの批判であり、もう一つは社会的不平等論からのそれであった。 
前者の階級論からの批判は、次のように言う。階級概念においては「不平等」「搾取」に階級
の闘争性が構造化されており、これが社会運動の生成をうながす。これに対して、社会的排除
のとらえ方には「排除された人びと」を突き動かすモメントの論理が欠落しており、これは階
級闘争への関心を削ぐものであると。たしかに、社会的排除論は、社会の「上」「下」を問題と
する階級論とは異なる。しかし、現実には、先進諸国における労働運動はフォーディズムのひ
とつの推進役として構造化され、労働者階級が福祉国家レジームのなかで社会的に包摂されて
しまっている。これに対して、「排除された人びと」は、現代社会における福祉国家レジームか
らもれ落ち、就労機会と社会保険などの諸権利が剥奪された状況に追いやられている。すなわ
ち、「排除された人びと」は、今日では社会の主流を構成するに至った組織労働者とは異なった
あるいはそれを超える多くの問題をかかえており、既存の労働運動や特定の政治勢力に彼らを
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結びつけるのは困難となっているのである［Silver 2006 ; 4413］。言い換えれば、社会問題の
把握という観点では、資本‐賃労働という階級論ではとらえきれない問題の発見が社会的排除
論によってなされたとみるべきだろう。しかし、その一つの結論として、この排除を克服する
当事者主体の運動の生成のむずかしさも顕わになったというべきではないだろうか。 
この後者の論点に関連して、M.ヴァカルゥリス（M. Vakaloulis）は、貧困を争点とする階級
闘争の運動論と社会的排除をテーマにした社会運動の運動論を比較し、前者には不平等・搾取
に構造化された闘争性を見い出しえても、後者にはモラルの観点からの怒り・抗議しか見い出
しえず、集合的動員の困難さを指摘した ［Vakaloulis 1999 : 231］ 3。 
ロザンヴァロンは、この現実をもっと厳しく（あるいは悲観的に）見つめようとしている。
彼は、「排除された者」を、社会の機能不全によって登場してきた影の存在、非社会化の作用が
もたらした結果、すなわち本質上「非‐階級」であるとみなした。そして「社会的なもの」（そ
のなかには企業社会や労働者社会も含まれる）は、諸個人の活動の社会集積、個人の諸特徴の
平均的特質への融合によって構成されるのに対して、社会的排除はこれが崩壊する過程だとい
う。したがって排除は、社会集積でなく、その集積されたものとの差異の顕現であるとする。
これによって、「排除された者」は、代表者をもちうる階級を構成しないと論じた［ロザンヴァ
ロン 2005 : 212-213］。 
社会的不平等論からもまた、社会的排除論は社会の「内」で生じている問題に目を向けてい
ないとするもう一つの批判が寄せられた。この不平等論は、社会的排除の概念は特定の「排除
された人びと」の問題にしか目を向けていないと批判する。これは一面においては正しい指摘
である。先に社会的排除論の第３の特徴として、「社会的排除は相対的な概念」であると述べた
が、これは「排除」の境界を社会の主流からどの程度隔たった地点に想定するかは、論者によ
って異なることを意味した。たとえば、社会的排除を長期失業者やホームレス生活者などの限
定された問題について考えるとすれば、それは特定の社会集団に的を絞った特殊な支援策を構
想させることになる。この場合、社会的不平等や格差の問題は視野からもれ落ちてしまうこと
になるだろう。他方、排除問題を招いている根幹の要因がグローバル化にともなう経済構造の
再編であり、その結果として大量失業と雇用不安定が深刻化していること、それはまた貧困や
ホームレス問題に連なる排除の過程を想定する見解に立てば、予防のための先を見越した政策、
全般的で普遍的な政策が求められることになり、社会的不平等論との架橋が可能となる。この
ように、社会的排除論は二面性を持っているのであり、すべての社会的排除論が社会的不平等
を見落としているわけではない［Silver 2006 ; 4413］。しかし、この指摘は、明らかに社会的
排除論のあいまいさを突いたものであり、このことから、社会的排除論は、概念の精緻化を行
うことが求められることになる。その場合、社会的排除を２つの観点に分けて論じることによ
って、ひとまず整理を行うことができる。すなわち、一つは、排除されている個々人や社会集
                                                  
3  1990年代後半フランスでは華々しく失業者運動や住宅占拠闘争が登場し、そして今日では「持たざる者の
運動」である「NO-VOX(声なき者)ネットワーク」などが世界に広がりつつある。A.トゥレーヌやP.ブリュ
デューなどは、これらを含むさまざまな社会運動の存立のモメントについての提起を行ったが、ここでは
触れない。 
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団について立論する観点から「狭義の社会的排除」として立論するものであり、もう一つは社
会的排除を社会経済の構造的観点から論じるとともに、その観点から排除されている人びとに
加えてその可能性のある人々を含めた総体としての問題を論じる「広義の社会的排除」を立論
するのがよいだろう。 
他方、社会的不平等論は所得格差拡大の量的問題や社会集団の間の利害対立の問題を論じて
いるが、「排除されている人びと」のもつ多元的な問題までは議論が及ばない。実際のフランス
での議論では、このような社会的不平等論に対して、広義の社会的排除の概念は、不平等も視
野に入れつつ、「排除された人びと」自らの結束を強化することにつながったし、そうした人び
とと社会との関係を問いかけた。すなわち、S. ポーガム（S. Paugam）の言葉を借りれば、社
会的排除論は「社会的不平等にかかわるすべての事柄に言及し続けながら、不平等の概念を超
えた」のである［Paugam 1996a ; 15］。 
最後に第 4 の批判がある。それは、社会的排除の概念に対する根本的な批判であり、この概
念には排除の原因とその結果を明らかにする理論が欠如しているとするものである［Silver 
2006 ; 4413］。たしかに、この批判は甘受せざるをえない。社会的排除／包摂論は理論ではな
い。これは、冒頭にも述べたように、社会的排除／包摂論には共有された決定的な定義が存在
しないことからもわかる。S. ポーガムは、この点に関して、社会的排除はむしろ「概念－地平」
であるという。すなわち、社会的排除の議論をとおして社会全体の動態に関する基本的問題を
見いだすことができると同時に、「排除」それ自体がもつ限界を見いだしうることから、社会的
排除は多様な社会科学の分析手法でもって分析されるべき対象となると論じた［Paugam 
1996b ; 566］。かくして、社会的排除は、社会学、社会政策論をはじめ、経済学、政治学、社会
福祉学、心理学、統計学などからの多様な学問分野からのアプローチが求められている。 
 
 
３ 社会的排除の実態把握  
 
社会的排除の概念の整理を行ってきた。では、この概念を踏まえて、社会的排除の実態はど
のように把握することができるのだろうか。これは、統計的な計測にかかわる問題がある。と
くに EU のように多くの国がともに政策を共有している大きな組織にあっては、それぞれの国
の社会的排除の克服の程度や包摂社会への接近の程度を知ることは不可欠である。排除の第３
の特徴として指摘されたように社会的排除は相対的概念であることから、「所与の社会におけ
る人々が『標準』とみなす生活に必要な要素である財やサービスの量と質、社会的関係の度合
いを基準」にした社会経済指標の構築とその分析手法の検討が求められる。このため、EU は、
2001 年に開催されたレーケン（ベルギー）での欧州理事会において社会的排除指標の作成を決
めた。この指標は経済的貧困・雇用・健康・教育という 4 つの分野を対象に、12 の第一指標、
9 の第二指標から構成され、EU および加盟各国は、貧困と社会的排除の実態とその特徴の把
握に取り組んできた［阿部 2007］。 
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図表１‐２ 貧困リスクあるいは社会的排除をもたらす諸要因の関連 
 
      出所：Eurostat 2013 : 126.  
 
 
図表１‐３ 欧州 27 カ国、貧困と社会的排除に関する３つの指標に含まれる人口とその重複関係 
 
 
    
注1：単位は％ 
注2：貧困あるいは社会的排除の状況にあるヨーロッパ市民の数は、1億1130万人であった。 
出所：Eurostat 2013 : 136. 
 
 
また、2010 年６月の欧州理事会は、「知識とイノベーション」「持続可能な経済」「高水準の
雇用・社会的包括」を優先事項とする新戦略『ヨーロッパ 2020』を採択したが、これを受けて、
社会給付移転後も 
貧困率以下にある人々 
極度の物質的剥奪を 
受けている人々 
就労機会に恵まれない世帯
員とその世帯
一部の人々は、複数の 
リスクを抱えている 
政府による社会給 所得不平等 
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下にある人々
社会経済構造(教育､世
帯類型、所得、就業上
の地位) 
世帯構成(性別、年齢
別、出身国) 
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もとにある
就労機会に恵まれない
世帯員と世帯 長期失業 
ワーキングプア 
貧困あるいは 
社会的排除 
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貧困あるいは社会的排除をもたらす諸要因の連鎖を図表１－２のように再整理した。そこでは、
①貧困率、②極度の物質的剥奪、③就労機会に不足の 3 つの次元4に整理され、これらのうち少
なくとも一つにあてはまる者を、貧困および社会的排除に直面しているとした［Eurostat 
2013］。2011 年の欧州連合加盟 27 カ国においては、図表１－3 のように、5 億 250 万人の総
人口のうち 1 億 1130 万人が貧困や社会的排除に直面しているとされ、3 つの要因をいずれも
抱えている極めて厳しい貧困と社会的排除のもとにある人々は、800 万人にのぼるとされた
［European Commission 2011］。 
貧困と社会的排除についての新たな指標の創設は、第 5 節で後述する欧州委員会が 2006 年
頃から提起し始めた「積極的包摂政策」を構成する 3 つの要素（最低所得保障、社会サービス
へのアクセスの改善、就労アクティベーション）［中村 2012］に対応している点に注目してお
きたい。 
なお、EU においては、ひとまず公式のものとして設定されたこれらの指標とそれによる貧
困および社会的排除の計測とは別に、A.B. アトキンソンと E.マルリールが中心になって 2003
年から取り組まれているサンプル調査『所得と生活水準に関する調査（EU-SILC）』がある。
これは、先の調査に挙げられた指標（就労関係は含まないが）のほか、健康とそれを規定する
社会経済的要因、社会参加、社会的孤立などについての調査もなされている［Atkinson & 
Marlier 2010］。 
このようにして、EU とその加盟各国、およびそれに連なった研究者たちによって、貧困と
社会的排除に関する実態調査の蓄積が進められつつある。 
 
 
４ 排除された当事者の包摂に向けた支援 
 
次に、社会的排除概念の特徴を踏まえて、社会的包摂政策について検討していこう。ところ
で、この政策は、排除された個人に対する支援策のレベルである「狭義の社会的包摂策」と、
こうした個人に向けられた複数の支援策の組み合わせや排除をもたらす経済社会諸制度の改革
などからなる「広義の社会的包摂策」に分けて議論するのがよいだろう。先にも指摘したよう
に、社会的排除は７つの特徴をもつ概念であった。ここでは、これらの特徴を踏まえて、「狭義
の社会的排除」に対応する包摂政策として、どのような政策が求められているのかを、まず取
り上げていきたい。 
 社会的排除の特徴の一つは、貧困と個人が日常の生活を過ごす上で必要な財やサービスの剥
奪という経済的次元はもちろん、社会的な参加やつながりの喪失などの社会的次元も含んでい
るというもの であった（第 1 の特徴）。しかも、それらの要因は連鎖しながら累積されるもの
                                                  
4  この貧困率は、社会給付移転後の国民所得の中央値の60%を閾値とするものである。物質的剥奪は、公
共料金や食料品料品購入、余暇、テレビ購入などの経済的負担、耐久消費財、住居、居住環境に関連した
問題を含んでいる。就労強度は、60歳以下の成人がいる世帯においてその成人全員が過去1年間に就労可能
な潜在的な就労可能総時間のうち実就労時間の割合が20%以下であるような世帯に暮らす60歳以下の世帯
員数をいう[Eurostat 2013]。 
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であるとともに、一定の過程を経て深刻化していくとする（第２の特徴）。したがって、「排除
された人びと」への支援にあたっては、第 1 の視点として、当事者が抱えるこうした困難の要
因の組み合わせに注意を向けることが求められる。また、これらの諸要因の作用は、「排除され
た人びと」においては、社会的孤立、自尊感情や動機付けの低下など否定的アイデンティティ
を形成させることになるとともに、時にはこころの病を引き起こすこともある（ポーガムが指
摘した社会的排除の文化的次元）［Paugam 1991 ; 樋口 2004］。このため、自尊感情の回復に
向けた自己肯定的アイデンティティの再確立のための個別的な支援策が求められ、そこでは当
事者と支援者との信頼された関係づくりが前提となるだろう。この信頼された関係づくりにお
いて重要なのは、「配慮（ケア）の倫理」である。F.ブルジェール［2014: 14, 121-122］は、人々
の関係は依存と相互依存という二つの面を含んでいるとし、ケアする側（支援者）の「配慮す
る」行為が排除された人々の社会的つながりを回復し、不安定で無視されてきた人々の行動す
る力を回復させるとともに、その結果として彼らを依存から相互依存関係への移行を実現する
と論じた。この相互依存という社会認識を明確にすることが、排除された当事者と支援者との
信頼関係づくりの基礎となるだろう。また、排除された人々が行動する力を回復させるには、
支援者・ソーシャルワーカーなどによる専門的な相談援助技術とあわせて、時間をかけて閉ざ
されたこころを解き放ち当事者自身が自らを振り返りつつ新たな社会参加の道を模索する自己
決定に至るまでの期間を支援する伴走型支援が求められている［Pierson 2009］ ［奥田・稲月・
垣田・堤: 2014］。 
しかし、この当事者個人レベルの包摂への道筋については、より一層深い議論と援助手法の
創出が求められる。当事者が直面している困難は、場合によっては、子ども期における学習や
社会化の機会の喪失によって、A.センが主張するケイパビリティそのものの剥奪によることも
考えられるだろう［バラ＆ラペール 2005 : 32-35］。こうした場合には、当事者が成人であった
としても、ケイパビリティの回復と選択の自由の保障という視点を無視しての支援では有効と
ならないだろう。この点が十分に考慮されなければならない。したがってまた、こうした課題
に対応しうる支援の仕組みの創出が求められる。これが第 2 の視点である。 
この点について、示唆を提供してくれるのが、J.S.コールマンや R.パットナムの社会関係資
本、および P.フレイレが言うコミュニティ・エンパワメントである。前者の社会関係資本とは、
一定のコミュニティにおいて共有され機能しているインフォーマルなネットワーク、規範、信
頼が、住民間の自発的協力を促すとともに、そのコミュニティのパフォーマンスを改善するで
あろうし、また相互扶助活動を強化していく［バラ＆ラペール 2005 :42-58］。そして、そこに
新たに受け入れられた被支援者は地域社会のなかで一定の役割を得てその地域に包摂されてい
くことが期待される。 
後者のコミュニティ・エンパワメントとは、他者との協働によって生成されるコミュニティ
が自己を把握する際の不可分の契機であり、「自己と他者との両者の協働にもとづくコミュニ
ティ」のワンセットが、人間形成や自己形成を語るときの最小単位である［宮崎 2014 : 33］と
の理解にもとづき、当事者自らが能動性を発揮しえる他者―自己の協働という社会環境づくり
をめざすものである。すなわち、支援者と当事者が「支援－被支援」という関係性を超えて対
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等となり、両者の対話や協働を通して、当事者の意識変容を促し、その結果として自尊感情の
回復、そして当事者が自らのケイパビリティを発見し、エンパワメントしていく場として着想
されたものである。こうした支援は、実際には、社会的居場所事業として実践が深められつつ
ある。 
これらは、いずれも排除されたものを社会に包摂していくうえで求められる手法にかかわる
ものであった。しかし、これとあわせて、第 3 の視点として、当事者の社会的排除をもたらし
ている諸課題を整理し、それの克服の道筋を描くことも重要である。とりわけ、社会的排除が
さまざまな排除要因の連鎖と累積によって特徴づけられていることから、その支援は、当事者
が直面している排除要因の克服とニーズに沿った支援が求められるだろう。宮本［2009: 173］
は、G.シュミット［Shmid 2002］の架橋的労働市場モデルにしたがって、排除された人々が抱
える就労上の困難な課題とそれに対する対応策を 4 つに整理した。まず、①低学歴や無技能で
あることを理由に仕事に就けないケースであり、これについては生涯学習や社会人入学の高等
教育など学びなおしの機会創出が必要である。次に、②出産・育児や家族のケアによって働き
続けることが阻害されているケースであり、保育や介護のサービスの充実が求められる。そし
て、③失業とりわけ長期失業によって就労がますます難しくなるケースに対しては職業訓練、
ていねいな職業紹介やマッチングの支援が求められるだろう。最後に、④高齢者・障害者そし
て長期の排除の結果としてこころと体の弱まりを抱えた人々に対する「生きづらさ」を解消す
るサポートが求められる。しかも、支援を受ける当事者においては、いくつかの困難を複数抱
えているケースもあり、この場合の包摂に向けた支援は、伴走型支援を中心に据えながら、多
様な専門機関との連携や地域の社会関係資本、居場所などの活用が求められることになる。 
これらの当事者支援において第４に指摘しておくべきことは、A.ホネットの「相互承認」を
めぐる議論［ホネット 2003 ; Ikäheimo 2003］である。彼によれば、適切な社会的承認は、人
格のアイデンティティ形成の必要不可欠な条件であり、それはまた個々人が自己実現を追求す
るために欠くことのできない前提をなしているという。そして、この相互承認には、愛、法（権
利）、社会的価値評価という３つの次元があるという。愛による相互承認は、家族による愛情
や友人による友情など、閉ざされた関係における感情にもとづく承認関係である。法（健）に
よる承認は、法的平等の原理のもとの法的権利関係であり、誰もが一定の社会的地位と尊厳が
保証され、同じ権利主体として認められる関係である。これに対し、社会的価値評価は、個別
化された（そして自律的な）主体の間で対称的な価値評価が行われる社会関係（連帯あるいは
価値共同体）と、個々人は社会集団の成員として協働して業績を上げることができるという前
提に立って、個人の業績がすべての所属メンバーによって承認されたものを意味する。すなわ
ち、社会的価値評価による相互承認とは、任意の共同体のもとでそれぞれが働いた成果を社会
的あるいは経済的な業績として相互に認め合う関係を意味する。ホネットは、この 3 つの相互
承認を獲得することを通して、人々はアイデンティティを獲得できるとしたが、とりわけ労働
の意義が強調されていた［ホネット 2003］［水上 2005］。 
しかし、現代社会における社会的価値評価は、その労働が依拠する資本制あるいは企業の論
理のなかにあって、ややもすると個々人の生産性やコストパフォーマンスが業績評価の指標と
 19 
なりがちである。また、非正規雇用においてはそもそも差別的賃金という非承認のルールがま
かり通っている社会において、この社会的価値評価にもとづく相互承認の議論は十全に受け入
れられるのだろうか［赤石 2007］。さらに、さまざまな就労支援を受けたとしても排除された
人々が生み出せる労働の成果は、市場社会の水準からみれば生産性が低く、コスト高であるこ
とが多く、非承認となりがちである。このことから、今日新たに提起されているのが社会的連
帯経済である。そこでは、生産性とは異なった社会的価値、すなわち「互酬」を基礎とした相
互承認のあり方が追及されている5。 
ところで、このホネットの指摘とも関連するが、就労支援が、排除された当事者に対する支
援として最後に指摘しておくべき論点である。バラ＆ラペールは、「失業と仕事の不安定さ、
すなわち労働市場への統合の質が、排除アプローチの核心にある」と指摘した。バラとラペー
ルは、A.センの雇用に関する概念を援用しつつ、次のように言う。「雇用の欠如は、排除された
人々から所得と産出の機会を奪うだけにとどまらない、それはまた社会における人間としての
彼らの生産的な役割が承認されないということも意味している」［バラ&ラペール 2005; 24］。
そして、このことが、さまざまな種類の社会的排除――技能の喪失、コミュニティの生活に参加
する自由への制限、動機や自信や尊厳の喪失、もろもろの差別、犯罪など――へと帰結していく
と述べた。この部分の意味するものは、きわめて意味深長なものがある。 
就労そのものの意味については次のように整理できるだろう。第１に、それは当事者とその
家族が生きるために必要な所得を得る機会である。この所得は、財・サービスの獲得とさまざ
まな人とのつながりづくりの基盤形成のコストなどに消費される。同時に所得の大きさは、当
事者の就労能力（職種別賃金）や企業による当事者に対する期待値（職能給）を把握するもの
でもあり、言い換えれば所属する企業からの承認のシグナルとしての機能を果たしている。第
２に、当事者が行う労働という行為は、新たな財やサービスの産出を意味する。そうした労働
によって産出された社会的に有用な財やサービスは、それを求める人々のニーズを満たすもの
となる。こうした産出という行為自体が、労働者自身の社会的有用感そして自己肯定感につな
がることになる。第３に、職場における労働という行為は多くの場合、他者との協働によって
行われるが、そうした協働を通して職場仲間としての一体感が醸成される。それは、職場仲間
の相互承認の場となるものである。そして、第４に、こうした３つの観点から獲得される社会
的承認の総体が、ホネットのいう社会的価値評価にあたると考えてよいだろう。 
したがって、バラ&ラペールが述べる労働市場への統合の質については、さらに深い考察が
求められるように思う。まず、労働市場に統合されていない失業者においては、失業期間が長
期化することによってその再統合の可能性が低くなり、あわせて様々な社会的つながりからの
排除をもたらすことは言うまでもない。では、派遣労働や契約社員といった短期雇用はどうだ
ろうか。もちろんこれが意味するのは「雇用の不安定さ」であり、継続的な所得機会が得られ
ない可能性が高いことから低所得に甘んじることを余儀なくされる。なによりもまず、非正規
                                                  
5  社会的連帯経済は、フランスやイタリアなどの欧州諸国、ブラジル・メキシコなどの発展途上国などで活
動が盛んである。また、韓国でも政府主導で社会的企業の育成が進められている。なお、たとえばフラン
スの社会連帯経済の2010年の規模は、就業者226万人、全就業者の約10%を占めている［福原 2014a］。 
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雇用問題は、「雇用の不安定さ」とその帰結としての低所得が問題となる。他方、非正規雇用者
の労働の質をみた場合、そこにはもう一つの重要な問題を見い出すことができる。それは、「労
働の不安定さ」あるいは「労働の周縁性」と呼ぶべき問題である。「労働の不安定さ」とは、職
場のなかで誰にでもできる周辺的な労働への従事、企業内での低い評価、こうしたことに裏打
ちされた職場仲間からの対等とは言えない扱いなどによって特徴づけられる。言い換えれば、
これは、職場という空間を同じくしながらもその場を構成する組織からは明確に排除されてい
る状態をつくりだす。そしてこの２つの不安定さは、それぞれが原因となり結果となって一層
強く非正規雇用者の社会的排除を推し進めていくことになる。ポーガム［2005: 184-185］は、
この２つの不安定さが相互増幅関係にあることから、両者を合わせて「職業的不安定さ」と呼
んだが、まさにこのように特徴づけられる労働市場への統合の質が、社会的排除と結びついて
いることを明らかにしたのであった。 
このように、ホネット、バラ&ラペール、センそしてポーガムの議論を検討することによっ
て、就労が排除と包摂において重要な位置を占めていることが明らかとなった。 
しかし、継続雇用と労働の質が社会的包摂において重要であることが明確となればなるほど、
排除された人々がそうした機会を得るためのエンプロイヤビリティ（就労可能性）を身につけ
られるのかという問題に直面することになる。もちろん、これを高めていけるような公的な職
業訓練制度の整備が必要だろう。あわせて、そこで得られた能力や資格が、多くの企業によっ
て評価され社会的な通用性がもてるようにする環境整備もまた必要である。しかし、他方では、
レベルの高い職業訓練には追い付いていけない就職困難者も多い。包摂に向けた支援を通して、
法的な承認や、家族やコミュニティあるいは支援組織からの承認（拡大された愛による相互承
認）が得られたとしても、職業能力があまり高くなく、効率性と規律を基礎原理として構築さ
れた一般企業の職場組織にどうしても馴染むことができないといったケースもある。 
この場合、現実的には、雇用とは別は就労機会や社会参加の場をどのようにして構築してい
くのかといった課題が問われることになる。たとえば、フランス―欧州の多くの国もほぼ同様
と思われるが―における排除された人々の就労に向けた出口には、民間企業への就職は 3 分の
1 にすぎず、給付付きの職業訓練が 3 分の 1、自営業・小規模事業所の起業が 3 分の 1 となっ
ている6。さらに、協同組合をはじめとする社会的企業のなかには、こうした人々を受け入れる
ことをめざすところも多くあり、これらの社会的企業を中心とした社会的連帯経済の育成が求
められている。こうした多様な「出口」戦略が検討されるべきだろう。 
以上のように、排除された当事者に対する包摂に向けた支援として 5 点を指摘した。それら
を通して、当事者の社会的包摂に向けた支援策には、多様なものが含まれることがわかった。
それらは、最低所得保障などによる生活の支援、もろもろの社会サービスの提供による支援、
そして社会参加と就労の確保に向けた支援として整理できる。 
                                                  
6  2014年7月4日、就労連帯所得（RSA）受給者などへの社会・職業参入を行っているフランス・パリ市の
5・6・13・14区パリ参入支援センター（Espace Parisien d’Insertion 5・6・13・14 ème 
arrondissements）におけるソーシャルワーカーPatricia INFELICE（パトリシア・インフェリス）女史
へのヒアリングによる。 
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       出所：筆者が作成。 
 
最後に、排除された当事者の抱える問題の複雑さをあらためて整理しておきたい。図表１－
４は、このことを示している。失業や不安定な労働という問題からはじまって、当事者にはこ
れに連鎖する様々な問題が累積していくこと、しかもそれは、企業との関係（解雇や不安定雇
用など）のなかで発生するとともに、彼（彼女）が暮らす地域のなかでの孤立や相談機関の不
在がさらにいっそう強く排除を深刻なものにしていくことを示した。これに対し、社会的包摂
を考える場合、排除要因が累積した個人に対するソーシャルワーカーによる支援を軸としなが
らも、コミュニティや働く場の確保などの多様な支援の創出が求められることを暗に意味する
ものとして描いた。 
そして、こうした個々の支援手法を組み合わせた新しい包摂政策や、雇用制度や社会サービ
ス制度などの既存の社会政策の改革のあり方を決める国家の役割、この図でいえば最上段にあ
るナショナルなレベルが、それぞれの国の包摂政策全体を規定するものであることを示した。
では、この国家による包摂政策とはどのようなものなのか、この点を次にみていきたい。 
 
 
５ 社会的包摂のパラダイム 
 
 排除された当事者の社会的包摂に向けた政策は、先の節でみたように多様であるが、現実に
はこれらのなかで何を重視し、それらをどのように組み合わせるのかによって国家の社会的包
摂政策が構築される。しかし、その組み合わせ（すなわち政策体系）は、国家が考える包摂社
会の未来像、政策理念などによる異なったパラダイム（規範的な理論）に規定されて、多様な
ものとして立ち現われる。ここでの検討課題は、この社会的包摂のパラダイムを論じることに
ある。 
 K.A.アームストロングは、H.シルバ ［ーSilver 1994 ; Silver 1996］と R.レヴィタス［Levitas 
図表１－４ 社会的排除が生じる多元的要因と当事者における連鎖
排除の連鎖 
支援レベルの多元
排除されて 
いる当事者 
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2005］のパラダイムをめぐる議論を踏まえ、かつ 2000 年代の EU における議論と方向性を整
理して、欧州には、大きく分けて 3 つの広義のパラダイムがあるとした［Armstrong 2010: 25］
［中村 2012 : 17］。その第１は「再配分のパラダイム」である。これは、所得の貧しさ、所得
の不適切さ、所得の不平等といった問題への比較的限定された関心によって特徴づけられ、貧
困と剥奪のみに焦点を当てるものである。第２は「社会的シティズンシップ」のパラダイムで
ある。「再配分のパラダイム」とは対照的に、社会的排除を、シティズンシップを構成する基本
権の侵害として広く概念化する。それは所得の貧しさという問題を越えて、包摂を阻んでいる
一連の障壁と排除を永続化させる権力関係とに着目する。それはまた、社会的排除を「多次元
的な」現象として描き出す。そして、第３は「アクティベーションのパラダイム」である。こ
れは、社会的排除の原因にはあまり目を向けず、それに代えて包摂のメカニズムとしての就労
を強調しようとする。しかし、それはまた、（人口動態と経済の影響をますます受けるようにな
った）適切で持続可能な社会福祉のあり方と労働市場の役割との相互作用もまた強調するもの
である。 
しかも、この３つのパラダイムは、2008 年頃の欧州委員会が取りまとめた「最低所得保障、
社会サービスの改善、就労アクティベーション政策」からなる「積極的な社会的包摂」につな
がるものであった。中村［2012: 20-21］は、これら３要素の結合をめざす欧州委員会の取り組
みを「トライアングル・アプローチ」と呼び、「相互に補いあうことで社会的包摂や社会への参
加を効果的に促進しうる」として、その重要性を指摘している。こうした欧州委員会の動向の
詳細は、中村［2012］を参照していただきたい。ここでは、これら３つに集約されることにな
ったさまざまなパラダイムを、もう少し詳細に分析することに努めたい。なぜなら、これら３
要素の組み合わせ方にはいくつかのパターンがあるからであり、またこの 3 つの〔広義の〕パ
ラダイムには、場合によってはいくつかの〔狭義の〕政策パラダイムを見い出すことができる
からである。欧州連合を構成する主要国において、そしてまた欧州における社会的包摂を推進
する主要な論調においては、５つの〔狭義の〕パラダイムが存在しているのである。次に、こ
れらについてみていこう。 
福原［2007］は、H.シルバーと R.レヴィタスの議論から４つのパラダイムを抽出した。それ
は、①再配分パラダイム、②道徳的アンダークラス・パラダイム、③連帯パラダイム、そして
④社会統合主義パラダイムであった。しかし、これらに含まれていないものとして、スウェー
デンをはじめとする北欧諸国の⑤アクティベーション・パラダイムがある。このほか、日本で
は、ベーシックインカム論を社会的包摂の一つの選択肢として取り上げる議論がある［たとえ
ば、宮本 2009，2013、武川 2011］が、ここでは取り上げない。欧州における社会的包摂の議
論において、ベーシックインカムが固有のパラダイムとして取り上げられることは稀であり、
部分的ベーシックインカムが、任意の要件を満たした人々に対して支給される家族手当・勤労
所得税額控除などの給付金など補完的所得保障の仕組みとして、他の包摂政策に組み入れられ
ていているというのが現実であるからである7。 
                                                  
7  ただし、このことはベーシックインカム論の持つ意義を否定するものではない。あくまで、欧州における
社会的包摂のパラダイムをめぐる議論において主流となっていないということである。 
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図表１－５は、これら 5 つのパラダイムを整理したものである。それぞれの特徴をみていこ
う［Silver 1994 ; Silver 1996］［Levitas 2005］［福原 2007］。 
まず、シルバーとレヴィタスが取り上げた再分配主義パラダイムは、アームストロングのい
う「再配分のパラダイム」とほぼ重なる。この再分配主義は社会的排除の原因として貧困に関
心を寄せ、生活扶助水準の改善と公的・私的サービスの水準の引き上げによる現金や現物など
の資源を増やし、福祉政策による所得保障をめざすものである。これは、かつてのイギリス労
働党などの伝統的な社会民主主義の立場を反映したものである。すなわち、個人の権利を重視
する自由主義の伝統の中で育まれてきた自由主義シティズンシップを基礎とした考え方である
8。しかし、今日の福祉国家においては、社会保険制度などによる所得再配分政策が機能不全に
陥っていることから、このパラダイムだけで社会的排除への対応は十分であるとする論者はも
はやごく少数であろう。なお、再分配政策は、イギリスやスウェーデンのように資産調査にも
とづく選別主義をとっている国と、フランスなどのように一定の期間（フランスでは申請前の
3 カ月間）にわたって任意の所得水準以下であれば受給権が発生する普遍的制度として運用し
ている国がある。また、これを主導してきた政党は、伝統的な社会民主主義勢力、とりわけブ
レアが登場する以前のイギリス労働党などであった。 
ところで、今日、低所得の就業者に支給されるイギリスの就労タックス・クレジットやフラ
ンスの就労連帯所得（RSA）の一つである「就労 RSA」などの補完的所得保障は、就労や社会
参加と関連付けてその機能を果たすものであることから、ワークフェアやアクティベーション
の補完政策とみるのが妥当であって再分配機能とは言えないだろう9。 
                                                  
8  自由主義的シティズンシップは、人々の統治への参加には重点をおかず、国家の個人に対する介入を最小
限に抑えながら、個人が生まれながらにして享受している権利を最大限に守ろうとするものである［ヒー
ター 2002 : 6-11］。 
9  ベーシックインカムと、ワークフェアやアクティベーションとの組み合わせについては、宮本［2013］ 
図表１－５ 欧州にみられる５つの社会的包摂パラダイム 
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次に、道徳的アンダークラス・パラダイムである。これは、アングロサクソン諸国で支配的
な自由主義に深く根ざしている。この自由主義によれば、社会は市場内で競争する原子化した
諸個人の集まりとみなされ、社会のつながりは自由な諸個人の間での自発的な契約によっての
みつくり上げられているとみる。したがって、自由主義モデルのシティズンシップは、権利と
義務の契約にもとづく市場での交換を強調することになり、社会生活の領域が切り離されてし
まう。このため、自由主義における排除の議論は、きわめて物質的で個人主義的なものに限定
され、貧困とその状態に陥っている個人の状態に着目することになる。これにもとづいて、自
由主義は、市場経済において 2 つの社会的排除の論理を見い出すことになる。一つは、排除は、
自発的な個人の選択や行為主体同士の契約を前提とする社会において、差別、市場の失敗、諸
権利が実効性を持たないことなど経済システムがうまく機能しないことから発生するとされる。
ここから想定される「排除された人びと」の集団は、差別に苦しむ人々、障害や高齢などを理
由に労働能力を持たない人びとである。こうした人々の場合、市場において個人は十分な競争
力を発揮できないことは明らかであるため、集団を形成してより対等な競争に臨むことが良し
とされる。すなわち労働組合もそうであるが、さまざまな団体を構成して、市場社会に参加す
ることが促されることになるのである。 
もう一つの排除された集団は、十分な就労能力をもつ人びとのなかに存在する貧困者やその
集団である。能力主義の観点からすれば、自由主義の社会では個人はその業績に応じて報われ、
個人の置かれている状況に対して当事者以外の誰も責任を負っていないとみなされる。したが
ってこれらの人びとの貧困と排除の原因は、当事者個人の逸脱した価値観や行動にあるとされ
る。あるいは、公的扶助がもたらす負のインセンティブ（「貧困のわな」）のせいで社会的・
経済的生活に参加しようとしないとみなされる。自由主義の規範に照らして特殊な行動をとる
これらの人びとはアメリカやイギリスの研究では「アンダークラス」と呼ばれ、「貧困のわな」
に捕らわれた彼らに対する国家の施策は福祉を縮小することにある。他方、差別や労働能力を
持たないことを理由に支援を求めている人びとや、真に就労への意欲と能力を持つ人びとに対
しては選別主義にもとづいて区分がなされ、その選ばれた個人に対しては支援すべきだとし資
源が提供されることになる。 
自由主義は、以上の論理によって「アンダークラス」を発見するが、ではこの人々に対して
はどのように対応しようとしてきたのだろう。排除の原因は、排除されている者自身の逸脱し
た価値観や道徳的怠慢にあるとみなすことから、就労能力があるにも関わらず福祉に依存して
いる人々に対しては、ソーシャルワークの充実による就労意欲喚起を促すとともに、それを拒
否するケースに対しては懲罰で臨むことになる。これは、「福祉から就労へ」向けて罰則を使
ってそれを推し進めるワークフェアに連なるものである。また、この議論は、道徳的コミュニ
ティ論を展開するエチオーニらのコミュニタリアンの議論と結びついて、イギリス・ブレア労
働党政権の下で社会的な困難を抱えた地域の人びとの逸脱や犯罪に対して、警察力でなく、コ
ミュニティの力を高めることで解決をはかろうとする施策へとつながることにもなった［菊池 
                                                  
第3章に詳しく説明がなされている。 
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2007］。 
 なお、アンダークラスをめぐる議論を厳密にみると、保守主義的な立場と文字通りの自由主
義の立場がある。いずれも個人の逸脱行為に注目するとはいえ、その分析の観点は大きく異な
る。バラとラペールによると、保守主義のアプローチは、個人の逸脱行動をアンダークラスに
特有な貧困者の文化から説明しようとし、自由主義のアプローチはこれを構造的な観点から説
明しようとする［バラ&ラペール 2005 : 127-136］。前者の議論は、容易にワークフェアへとつ
ながっていく。しかし、後者の議論は少し異なった政策志向をもっている。この論者であるウ
ィルソン［1999］は、個人の逸脱行動を社会構造上の機会の制約に対する個々人の応答とみな
す。このようにして、この議論は、排除された人びとの集団を特定し、彼らが固有に抱える困
難な問題を明らかにしようと努める点で興味深いものがある。またそれは、フランスで否定的
アイデンティティをもつ「排除された人びと」の調査を行ったポーガムたちの研究とも通じる
ものがある［Paugam 1991］。同様に日本でも、こうした特定の排除された社会集団への注目
の視点は、岩田などの研究にもみられる［岩田 2004 ; 岩田／西沢 2005］。ホームレス生活者
など極限的排除の状況にいる人びとへの支援においては、個人レベルにおける実情把握や、ケ
ースワーカーによる「寄り添い支援」が求められるだろう。したがって、ウィルソン、ポーガ
ムそして岩田などの研究はきわめて実践的であり、これを抜きにして排除されている人々に対
する個別的な支援のあり方は語れない。 
3 つ目に、シルバーのみが取り上げた「連帯のパラダイム」を検討していこう。これはフラ
ンスの共和主義思想に根ざしたもので、社会的排除を連帯にもとづく人々の紐帯の断絶とみな
している。連帯の思想は、第三共和政中期の政治家 L. ブルジョワや社会学者 E. デュルケーム
によって唱えられ、彼らは分業化された個別の職能を担う個人同士の相互依存を連帯と名づけ、
それを社会全体を覆うひとつの保険にたとえた［田中 2006］。したがってまた、連帯の議論
は、連帯の維持にあたって個人が果たす責任と国家の果たす集団責任とが重視された。国家は
個人と社会との間の社会的つながり(紐帯)を維持し社会的統合を促進する上で重要な役割を担
い、その責任は貧困を緩和しリスクに対して個人を保護することにある。同時に個人の責任は、
もし社会的保護を享受したいなら、社会的規範を尊重すること、とくに労働市場への参加を尊
重しなければならない（共和主義シティズンシップ）。ここに、個人を社会へと結びつける集
合的な良心、共有された価値をみいだすことができ、国家と個人の社会契約が成り立つ。1988
年に創設されたフランスの参入最低限所得（RMI）は、この視点から構想され、権利としての
最低所得を提供したうえで、社会との紐帯を失い貧困状態にある人びとに対する国家との契約
を通して、彼らの社会参入や就労に向けた支援を展開した10。 
また、1998 年には「社会的排除との闘いに関する基本法（社会的排除対策法）」が制定され
た。これは、雇用・住宅・健康へのアクセスの部分から構成された「第１部 基本的権利へのア
                                                  
10 参入最低限所得保障は、国会でほぼ満場一致で可決されたが、しかし、これには契約をめぐる2つの理解
の妥協があったからである。当時の政権を担う社会党は、契約の当事者である個人の自発性と選択の機会
を拡大することで、社会統合の機能の回復をめざそうとした。他方、保守陣営は、社会支出削減と｢新しい
貧困｣への効率的対処を重視して、個人責任と既存秩序への参与義務を強調した［田中 2006 : 83］。 
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クセス」、市民としての権利の行使・基本的生存手段の保障・教育と文化からなる「第２部 社
会的排除の未然の防止」、社会的緊急支援と社会的参入支援を担う諸団体・ソーシャルワーク
を担う人材の養成・制度の相互調整からなる「第３部 社会的諸制度」から構成された。排除さ
れている人びとの抱える問題に応じた個別的で伴走型の支援や職業訓練などへのアクセスに法
的根拠を与えるとともに、排除されている人々が、すべての市民のために開かれた権利――住
宅政策や医療政策そして市民としての生活権など――に容易にアクセスできるようにすること
がめざされた。また、これは、市民の中の特定の集団にのみ適用される特殊な権利を設けるの
ではなく、困難に陥った時にだれもがシティズンシップの普遍的な諸権利を享受できるように
することを「参入」(＝包摂)と位置づけた。この視点は、RMI とは異なる新しい側面であった 
［Savignat 2001］11 。 
 2009 年には RMI に代わって就労連帯所得（RSA）が導入された。これは、一方でワーキン
グプアに対して補完的所得を提供するとともに、社会参加と就労に困難を抱えている困窮者に
は、RMI 同様の処遇を施しつつ、個別的伴走型支援の強化による意欲喚起の促進に取り組んだ
［福原 2012］。 
このように、フランスの連帯パラダイムによる包摂政策は、一方で社会参加と就労への意欲
喚起を軸とした支援を強化しつつ、他方では、普遍的なシティズンシップへのアクセスの強化
へと展開していった。また、その最低所得保障の仕組みや補完的所得の導入には、ベーシック
インカム的発想が取り込まれることとなった。そして、この流れは、アームストロングの 3 つ
の広義のパラダイムに照らせば明らかに「社会的シティズンシップのパラダイム」に含まれる
ことになるだろう。 
 4 つ目は、レヴィタスが取り上げた社会統合主義パラダイムである。このパラダイムは、1997
年に登場したイギリス・ブレア政権の社会的包摂政策を主導したパラダイムであり、A. ギデン
ズが、「社会投資国家」の議論によってこれを理論的に支えた。ギデンズは、市場社会におい
ては個人が経済的主体としてその責任を全うすることが市民的秩序の形成の基礎であるとする
シティズンシップ論を展開した。すなわち、市民が就労を通して「市民としての責務」を果た
すこと、それが難しい人に対しては、「自立のための支援」を実施し、彼らの社会的包摂を実
現するとした。とくに、「権利と責任を結びつける新しい社会契約が、改革された福祉制度に
組み込まれるべき」であり、福祉は「自立のための支援を提供すべきである」とした［ギデン
ズ 2003］。 
こうして、このパラダイムにおいては、「福祉から就労へ」の実現が包摂政策の中心に位置
した。具体的な政策では、ブレア労働党政権は保守党からアクティブシティズンシップ論12を
引き継ぎ、アメリカ・クリントン大統領などのニュー・デモクラッツの「自立のための支援」
すなわちワークフェアを包摂政策の中心に位置づけることになった。こうして、「排除された
人びと」を、罰則を含む就労支援策によって自立へと誘導することによって彼らを社会に統合
                                                  
11 フランスにおける社会的排除をめぐる理論と政策については田中［2006］、中村［2007］を参照。 
12  ヒーターによれば、アメリカの共和主義的市民権論者ジャノヴィッツの見解を基礎として、1989年イギ
リス保守党政権が｢アクティブシティズンシップ｣の概念を打ちたてた［ヒーター 2002 : 132-134］。 
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し、それによって市民的秩序の維持が実現できると考えたのである。ブレア政権は、ニュー・
ディール・プログラムと称して失業や就職困難に陥っている就労世代向けの包摂政策を提示し、
一方ではパーソナル・アドバイザーによる個別的な相談支援を強化しつつ、他方では制裁措置
を盛り込んだ職業訓練を受けることを条件とした求職者給付、所得補助、雇用・生活支援給付
の新たな政策を実施した。 
また、ブレア労働党政権は、サッチャー保守政権から引き継いだ均衡財政を基調とするネオ・
リベラルな財政運営を展開し、その前提のもとでこのような「福祉から就労へ」の政策を実施
したのであった。このことは、すなわち、もろもろの現金給付による福祉は一時的・緊急避難
的なものであり、労働力供給サイドにいる就労能力を持つ者の就労を支援することに力点を置
くものであった［今井 2005］。 
なお、イギリスでは、排除が最も深刻な都市内の地域が社会の他の領域から物理的に分離さ
れていることも問題とされ（道徳的アンダークラス・パラダイムの視点）、それらの地域にお
ける逸脱した価値観や福祉依存者が多く集中しているコミュニティの再構築とそこにおける就
労支援は、この社会統合主義パラダイムを補完するものとして重視された［菊池 2007］。 
このように、ブレア政権の下では、罰則規定を盛り込んだワークフェア政策がなによりも重
視され、これは社会統合主義パラダイムによって支えられたのであった。 
労働党政権に代わって 2010 年に始まるキャメロン連立政権はブレア政権が実施してきた労
働市場への包摂政策を一層強く追求することになるが、それは「大きな社会」論によって政府
の財政支出削減と民間ボランタリー組織への期待のなかで展開されることになった［居神 
2012］。これは、より一層の財政規律を強化するなかで社会統合主義を貫こうとするものであ
り、その結果就労支援を任された民間ボランタリー組織自体も疲弊しかねない危うい選択とな
っている。 
最後に、スウェーデンなどにみられるアクティベーション・パラダイムに論を進めよう。ス
ウェーデンは、「ワーク・プリンシパル」の理念のもとで実施されてきた「就労を前提とした
社会保険制度」と「積極的労働市場政策」の相互補完性によって特徴づけられてきた。2004 年
の社会保険制度委員会が行った包括的定義として、次のようにこの「プリンシパル」は述べら
れた。「就労が可能で自分で生計を立てたり、社会のために貢献できる者には、その可能性が
きちんと与えられる」とともに「すべての人は自分の就労能力を生かしたり、それを発展させ
ながら、必要であれば職や居住地を変えて就労の努力をする義務がある」とした。そのうえで、
政府の政策は、「現金の支払いよりも、就労支援や教育・訓練といった積極的な措置を優先す
る」ことだとされた［佐藤 2012］。すなわち、就労における権利と義務の双方を重視すること
を通して、市民の労働市場への包摂と就労を通じた生活保障を進めようとした。そして、この
政策原理に基づいた施策の一群や具体的なプログラムは「アクティベーション・ポリシー」と
呼ばれた。すなわち、「労働と福祉の連携」による就労支援が、アクティベーションとされた
のである［宮寺 2010］。 
積極的労働市場政策（労働市場プログラム）の中心である職業訓練は、企業が求める技能を
もった労働者が不足している場合にその解消を図るとともに、失業者の就業能力を高める目的
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をもっている。しかし、1990 年代以降は高失業率が続き、積極的労働市場政策の効果が低下す
るなかで、2001 年には失業者に対して積極的な求職活動・プログラムへの参加を義務づけ、さ
らにプログラム参加を拒否した場合の失業給付の打ち切りなど、失業者に対して強制的かつ制
裁的な措置が講じられることになった［宮寺 2010: 238］。 
他方、稼働能力をもたない貧困層を対象としていた社会扶助は 1990 年代後半からは、失業
給付を受けられない若者や移民の失業者を受け入れざるを得なくなった。スウェーデンの社会
扶助は、現金給付のほか、相談援助や社会参加のためのプログラムが用意されていた(アクティ
ベーション)が、新たに稼働能力を持つ人たちを受け入れざるをえなくなる中で、社会扶助の受
給条件として支援プログラム参加の義務づけ、参加の拒否・中断に対する給付打ち切りといっ
たワークフェア化が進められた ［宮寺 2012］。また、宮本［2013: 47］は、2006 年に政権交
代で登場した保守党新政権は、職業訓練プログラムの規模の縮小、就労支援サービスへの支出
の削減、失業者に直ちに就労することを促し、企業内訓練を重視する方向を打ち出したことを
もって、ワークフェアへの接近と論じた。 
このように、宮寺［2010］は、スウェーデンにおけるアクティベーションからワークフェア
への転換の画期を 2001 年前後の時期とし、宮本［2013 ; 46］は 2006 年の保守党への政権交
代にとする違いはあるが、アクティベーションからワークフェアへの移行には決して翁障壁は
なかったといえよう。 
なお、「ワーク・プリンシパル」という就労促進原理を基軸とするスウェーデンのアクティ
ベーションは、アクティブシティズンシップの考え方によって支えられている。これは、労働
市場への参加に有用性を見い出し、かつそれに対する政府と個人の強い意思によって特徴づけ
られたシティズンシップであるとされた［Dahlstedt 2013］13。実際に、この実現に向けて、
スウェーデンでは、いくつかの政策を見い出すことができた。一つは、最も多数な者たちを対
象にし、失業後の失業給付と職業訓練によって新しい仕事を見つけ出そうという政策、もう一
つは、失業保険給付を受けられないがために社会扶助受給者となる人たちを対象としたものが
あった。後者は、1990 年代末までにみられた相談援助や就労体験などの社会サービスを重視し
た取り組みがあったが、2000 年代に入いるとその対象者の増加とともに新たにワークフェア
が導入された。こうした流れは、ひとまず就労志向的であるという意味で全体を「広義のアク
ティベーション」と捉えられるが、実際には就労との距離の差によって異なる政策が打ち出さ
れ、そこには就労アクティベーションとワークフェアの２つを見い出すことができた。このこ
とは、アクティブシティズンシップのもとでは、就労アクティベーションとワークフェアは決
して対抗的とは言えないものであることを物語っていた。 
 
 
                                                  
13  スウェーデンにおいて、アクティブシティズンシップによって想定される「アクティブな市民」とは、次
のようなモデルである。アクティブな市民は、自分自身の経済的結果について責任を負うことが何よりも
求められる。すなわち、労働市場において不利益をもたらす構造的要因や差別障壁（それは隠されたもの
であったりそうでなかったりするが）は、せいぜい、活発で継続的な求職活動を通して克服可能なものと
して認知されている［Dahlstedt 2013］。 
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６ 社会的包摂に向けたアクティベーション―その多様性― 
 
 欧州各国の過去と現在には、社会的包摂に向けて 5 つのパラダイムがあることを明らかにし
た（理念としてみた場合にはこれらにベーシックインカム論を加える必要があるが）。そして、
それらが求める具体的な政策には、多様性があることがわかった。しかし、それは、いくつか
の政策志向の組み合わせであることもわかった。すなわち、社会的包摂には、ベーシックイン
カムを含む所得保障、社会的シティズンシップ、就労に向けたアクティベーションの３つがあ
るということであった。なお、社会的シティズンシップは、その多様な権利保障（社会サービ
スの活用）によって、社会参加と就労を実現することを目的としているがゆえに、広くはアク
ティベーションの一つとして理解することができ、これを社会的アクティベーションと呼ぶこ
とにする。また、道徳的アンダークラス・パラダイムに典型的にみられたように、包摂政策の
対象を選別主義に基づいて限定するのか、普遍主義に基づいて多くの市民を対象にするのかと
いった区分を行うこともできる。この点を踏まえて社会的包摂に向けた政策志向を区分して描
くと、図表１－６となるだろう［福原 2014b］。 
従来、貧困問題（＝経済的排除）の解決策として実施されることが多かった「ミーンズテス
トを前提とした最低所得保障」（Ⅳ）は、貧困者の福祉依存とスティグマを生み、有効性が問わ
れるようになった。また、社会的排除が今日的な課題になるにともなって、普遍主義的なベー
シックインカム（Ⅰ）とアクティベーション（ⅡおよびⅢ）が注目されるようになった。 
ベーシックインカムは、所得や就労状況に関係なくすべての国民に定額給付を与えることに
より、あらゆるライフスタイルに対応した生活保障を実現し、人びとに多様な生き方の選択肢
を提供する「自由選択社会」をめざすものである。しかし、これをフルパッケージで実施する
ことには、財源確保の点から、また働かずに暮らす「フリーライダー」をつくりだす点から批
判がある。現実には、一定の 
 
 
図表１－６ 社会的包摂に向けた政策志向 
 
出所：筆者作成。 
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図表１－７ アクティベーションの政策手法をめぐる諸類型 
 
出所：筆者作成。 
 
 
所得水準以下に陥っている貧困者に対する普遍的最低保障や、勤労所得に対する補完的所得給
付、さらには子どもや高齢者を対象にした普遍的給付といった部分的ベーシックインカムが多
く実施されている。 
また、アクティベーションには、一つは、失業予防を目的として衰退産業（企業）から成長
産業（企業）への労働力移転を、職業訓練と失業手当によって促す積極的労働市場政策（スウ
ェーデン）やフレキシキュリティ（オランダ・デンマーク）といったアクティベーション（Ⅱ）
がある。もう一つは、長期失業やさまざまな就労阻害要因を抱える就労困難者すなわち排除さ
れた人々を対象にしたアクティベーション（Ⅲ）がある。後者の場合は、なんらかの社会サー
ビスを伴うことが多いが、就労への誘導は、意欲喚起などを重視する方法と懲罰などを利用し
た方法がある。 
社会的包摂では、人々がつながりを獲得し、社会的な相互承認関係を取り結ぶことが必要で
ある。こうした社会関係に支えられて、一人ひとりが自尊感情を取り戻し、自律した生活を送
ることができる。とくに、市場経済を基盤とした社会では、社会参加とともに就労を通した相
互承認が重要であることは、すでに述べた通りである。就労はまた、安定した経済生活の基盤
であり、自己の能力を生かす場でもあった。このことから、社会参加と就労を志向するアクテ
ィベーションの意義は大きい。したがって、以下では、包摂に向けた政策としてのアクティベ
ーションを、いま一度、整理しておきたい。 
このアクティベーションの政策手法には、実は4つの類型がある（図表１－７）。まず、
狭義のアクティベーションは、心身の健康回復・住居や生活支援サービスの給付や相談事業
などによる生活課題の解決（これは言うまでもなく社会的シティズンシップの権利の保障で
ある）と、社会とのつながりづくり・自尊感情の回復などによって社会参加に必要な諸条件
を獲得したうえで（あるいはそれと並行しながら）、就労体験・職業訓練へと導いていく社
会的アクティベーションがある（フランスなど）。もう一つは、職業訓練と失業手当によっ
て本人のエンプロイヤビリティ（就労能力）を高める就労アクティベーション（スウェーデ
ンやデンマークなど）がある。 
これに対し、ワークフェアは、福祉依存に陥っている困窮者に対して、福祉的支援と職業
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的支援の連携策と制裁措置を使いながら就労促進を図ろうとする「福祉から就労へ」型ワー
クフェア（イギリスなど）がある。そしてもう一つは、本稿ではまだ詳しく論じていない
が、福祉的な支援策・就労促進策の縮小によってどのような仕事であれ働くことを余儀なく
させる「はじめに就労ありき」型ワークフェア（発展途上国や2000年代前半までの日本が
典型）に分けることができる。 
なお、就労アクティベーションは、図表1－6では、「失業予防的なアクティベーション」
として実施される場合が多いが、場合によっては困窮者支援の現場でも活用されることがあ
る。しかし、その場合、この政策はうまく機能しないことが多く、EUが志向するような社
会的アクティベーション（社会的シティズンシップ）へ向かうか、スウェーデンのようにワ
ークフェアへと傾斜していくことが多い。 
排除された困窮者が抱える課題は、低学歴や職業能力の低さ、こころの病、心身の障害、
多重債務、育児や介護などの課題、ひきこもりや自尊感情の喪失など多様である。このた
め、これらの人々のアクティベーションでは、一人ひとりの個別的ニーズに合わせ、プロセ
スを重視した継続性のある、そして福祉領域を超えた多様な支援が求められることになるだ
ろう。 
また、就労支援は、職業訓練に至る前の段階で、立ち往生してしまうケースも多くみられ
る。したがって、ここでも寄り添い型で継続性のある就労支援の場が求められることにな
る。こうした活動を担うことができる団体は、民間企業では多くない。このため、この就労
支援を担う事業体、すなわち社会的企業が求められることになるだろう。 
 
 
むすび 
 
 この章では、社会的排除というとらえ方の特徴とこれに対する批判、そして排除された個人
に対する包摂政策、国家が実施する包摂政策を規定するパラダイムについて議論した。そして
最後に、あらためて政策手法である最低所得、社会的シティズンシップ、アクティベーション
をめぐる議論の整理を行った。 
EU と欧州各国では、こうした多様なパラダイムの選択とその具体化をめぐって、模索が続
いており、不透明な部分も多い。しかし、いくらか明確となりつつある傾向を読み取ることも
可能だろう。 
本章では、実のところ多くを述べることができなかったが、エンプロイヤビリティが比較的
高い労働者については、EU の政策も手伝って多くの国でフレキシキュリティを採用されつつ
ある。しかし、フレキシキュリティ政策自体が、解雇規制の緩和、失業保険給付の充実、職業
訓練と職業紹介の充実の３点を、どのようなバランスで配置するかは必ずしも一致した意見が
あるわけではないだろう。したがって、フレキシキュリティを採用する方向性が明らかになっ
たことだけで、問題が解決したわけではない。 
他方、社会的排除の領域では、EU 各国をみると、依然として混沌とした様相がうかがえる。
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ワークフェアなのか、就労アクティベーションなのか、あるいは社会的アクティベーションな
のか。今後も、これら３つをめぐって、そしてまたそもそも社会的包摂とは何かをめぐって議
論が続くだろう。しかし、まぎれもない事実としていえることは、個々人の視点に立った時、
そこで求められている政策は、本章ですでに述べたように、かなりの程度明確になりつつある。
この個人にとっての社会的包摂とは何かという視点を立ち返りつつ、社会的排除／包摂論がさ
らに豊かなものとなることを期待したい。 
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第 2 章 日本における社会的排除の実態  
 
 
はじめに 
 
第 1 章では、社会的排除の概念とその計測手法、排除された個人に焦点を当てた包摂政策、
そして国家の社会的包摂政策を規定しているパラダイムおよび主要な政策手法であるアクティ
ベーション政策について、EU ならびに欧州各国の動向を踏まえて分析を行った。これらの理
解を前提に、本章以降では、日本の社会的排除と包摂のあり方について分析へと議論を進めた
い。まず、この第 2 章では、日本における社会的排除の実態を分析する。 
一言に排除されている人々といっても、そこには、長期失業者、非正規雇用と失業を繰り返
している若者たち、社会的孤立状態にある若者や高齢者、ひとり親世帯など、さまざまな人々
がいる。また、彼らが社会的排除に陥ったその要因においても、多様性があるだろう。こうし
た実態の調査分析が必要である。第 1 章で述べたように、EU と加盟各国では、貧困と社会的
排除の実態調査が数年ごとに実施されており、アメリカにおいても政府による貧困率やワーキ
ングプアについての全国調査が実施されている。これに対して、日本では、貧困と社会的排除
に関する政府による全国的な調査はいまのところ実施されることなく放置されている1。 
したがって、日本における社会的排除の実態を包括的に論じることは難しいが、本稿では、
筆者が行った２つの調査データから、社会的排除の実像の一端を明らかにしていきたい。一つ
は、2009 年に東京と大阪で実施したワーキングプア調査である。もう一つは、2008 年に実施
した大阪府内の就職困難者調査である。前者の場合、比較的派遣労働者が多いことから、職場
仲間や地域社会だけでなく家族との関係もまた希薄化さらには断絶している 30 歳代を中心と
した人たちの分析が中心である。後者は、家族との関係は強いが、逆にそうであるがゆえに、
社会への参加ができないでいる人々が多い。このような違いがみられるとはいえ、いずれも、
まぎれもなく貧困と社会的なつながりの希薄さ・断絶がみられる人たちであった。こうした異
なった二つの集団の分析を通して、日本における社会的排除の実態を明らかにしていこう。 
 
 
１ ワーキングプアと社会的排除―2009 年連合総研調査から― 
 
（１）これまでの先行調査と本調査の目的 
 ワーキングプア問題は、経済格差の深刻化や貧困者の増加が問われはじめた 2005 年前後か
                                                  
1 日本学術会議［2009］の「包摂的社会政策に関する多角的検討分科会」は、政府に対する提言として、「貧
困および社会的排除に関する公的統計の整備」を求めている。その内容は、貧困と社会的排除の指標を策
定している諸外国の例に鑑み、相対的貧困率を始めとする貧困と社会的排除の公的指標を策定し、定期的
に調査を実施、結果を公表するべきであるとしている。 
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ら、すでに指摘されていた（たとえば［後藤ほか 2005］がある）。この問題に関連して、ワー
キングプアのなかにあって最も困難な生活状況に置かれている「住居喪失不安定就労者」（いわ
ゆる「ネットカフェ難民」）をめぐるいくつかの実態調査が、2007 年頃に実施されている（大
きな調査として厚生労働省［2007］や釜ヶ崎支援機構［2007］がある）。これらによって、若
者を中心とした「ネットカフェ難民」の就労と生活の困難が浮き彫りにされた。また、OECD
［2009］によると、日本ではワーキングプアは貧困層の 80％以上を占め、OECD 諸国平均の
63％を大きく上回っていたという。あわせて、職に就いている者が最低一人以上いる家計に属
する個人の約 11％が貧困にあるとも報じた。これらを背景にして、労働界においても、政治の
舞台においても、このワーキングプア問題の解決が喫緊の課題として取り上げられるようにな
った。 
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こうした状況のなかで、連合と連合総合生活開発研究所（以下では連合総研）は、2009 年 1
月に連合総研内に「働く貧困層（ワーキングプア）に関する調査研究委員会」(主査：福原宏幸)
を立ち上げ、この問題に関して独自の実態調査を開始することになった。そして、2009 年 7 月
から 12 月にかけて東京と大阪を中心に全国的なアンケート調査と聞き取り調査を実施した。 
ところで、これまでのワーキングプアをめぐる研究では、一方で、ワーキングプアの実数や
割合を問う調査研究が実施され、マクロ的な観点からその要因を明らかにする研究が行われて
きた。近年のそれらの調査の結果をまとめたのが図表 2-1 である。これらの研究では、さまざ
まな政府統計から、日本の世帯所得の分布構造におけるワーキングプアの位置などについて、
精緻な分析が実施されてきた。また、この図表をみると、個々の研究者が明らかにした時系列
のワーキングプア率は、いずれも増加傾向にあり、問題が広がりをみせていることがわかる。 
他方、ワーキングプアの人々が、具体的にどのような困難に直面し社会から排除されている
のか、これを問う調査もまた進められてきた。これに関して、とりわけ、ワーキングプアの一
形態（最もきびしい形態のひとつ）であるネットカフェ難民について、厚生労働省［2007］や
釜ケ崎支援機構［2007］、岩田正美［2008］などの調査・分析がある。同様に、母子世帯の働
く母親に関する調査も多く報告されている［岩田美香 2007］［労働政策研究・研修機構 2008］
［道中 2009］。 
 この調査では、一言にワーキングプアといってもその就労や生活のあり方は多様であり、し
たがって彼らが抱える困難にも共通した問題と個別的な問題があることから、ワーキングプア
の存在形態とその困難の多様性を明らかにする調査をめざすこととした。このような観点を踏
まえて、アンケート調査と聞き取り調査の２つの調査を組み合わせ、次の３点を明らかにする
ことをこの調査の目的とした。 
第１の目的は、ワーキングプアの現時点における仕事と生活の実態把握を通して、いま彼ら
が抱えている困難を明らかにすることにある。日々の仕事の確保や継続といった課題、生活の
やりくりの方法、たとえば就職先についての情報の獲得、住居の確保、解雇などの困難な事態
に直面した時に利用できる諸制度とはなにか、相談相手はだれかなど、これらの具体的ないと
なみを考察する中で、彼らが生きていくうえで抱えている困難を明らかにすることを目的とし
た。これを踏まえて、彼らの仕事と生活を安定的な方向へと導いていく施策が検討されなけれ
ばならない。これは、緊急を要する課題である。 
また、長期的な観点からみれば、ワーキングプアは、安定した仕事と生活をえるための条件
を奪われてきたとみることができる。この観点からは、一方で彼らが安定した仕事に就けるよ
うに支える社会の仕組みが問われるとともに、他方で当事者が安定した仕事に就くための能力
（社会性とエンプロイヤビリティ）の豊かさが問われることになる。このことから第２、第３
の調査目的が浮上する。 
前者の課題に関連した第２の目的は、ワーキングプアの当事者が社会とどのような関係を取
り結び、それが彼らの仕事と生活を支えるものとして機能してきたのかどうかを明らかにしな
ければならない。一つは、家族や友人とのきずな、職場構成員や地域社会とのつながり（＝社
会集団としての社会関係資本）であり、もう一つは、雇用保障や生活保障のセーフティネット
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が彼らの手の届くところにあり機能しているのかが問われなければならないだろう。 
 後者の課題は、生育過程において彼ら自身の「社会化」――すなわち社会のなかで生きていく
ための基本的な能力や学歴を身につけることと友人などとの豊かな関係（＝個人の社会関係資
本）の構築――の機会が保障されてきたのかが問題となる。また、学校修了後の職業経歴におい
て豊かなエンプロイヤビリティが獲得できたのかが問われなければならない。すなわち、第３
の調査目的は、幼少期からの貧困や社会的関係の希薄さ、若年期の不安定な職業生活が、現在
のワーキングプアという実態と関係しているか否かを明らかにすることにある。 
 これらの目的を達成するために、調査は、アンケート調査とヒアリング調査の二種類でもっ
て行った。また、質問項目は、アンケート調査では、①現在の仕事あるいは失業者については
最近まで就いていた仕事の内容、②最後の学校を出てから現在（あるいは直近）の仕事までの
大まかな経験、③現在の生活状況、④結婚の状況、⑤現在の住環境、⑥家族や友人・知人との
つながり、⑦社会保険への加入や社会サービスの利用の状況、⑧子どもの頃の生活状況、⑨将
来の展望、政府等への要望などからなる。 
 ヒアリング調査では、①最後の学校を出てから今までの職歴とそれぞれの仕事を辞めた理由
を中心に、②15 歳の頃および最後の学校時代の学校生活や家族との関係、③最初に就職した仕
事のこと、④現在の暮らしぶり、⑤2008 年から 2009 年にかけての１年間で経験した大きな変
化、そして⑥現在の仕事や生活について困っていることや要望などを聞いた。 
 
（２）ワーキングプアの定義と対象者の抽出 
 ところで、ワーキングプア調査の実施にあたっては、さまざまな就業者のなかからワーキン
グプアを抽出する作業がいるが、それにはワーキングプアに任意の定義を与えなければならな
い。先の図表 2-1 において示した各研究者もまた、それぞれの定義を設定した――とくに所得を
世帯単位あるいは個人単位でとるのか、また貧困の閾値をどの水準に設定するかで異なる――
うえで、ワーキングプア率を推計してきた。このように、ワーキングプアの公式の定義はない
日本においては、この定義そのものの議論から取り組むことが求められている。その場合、す
でにできあがっているアメリカや欧州諸国の定義が参考になるだろう。 
アメリカでは、労働統計局によって「１年間に 27 週間以上労働力であった（働いているか求
職しているかいずれかの――筆者による補足）者で、家族の所得が連邦政府の貧困ラインを下回
った者」と定義されている［久本貴志、2006］。ここでは、求職活動を行っている失業者もワー
キングプアの定義に含まれることになる。また、連邦政府が設定する貧困ラインは、OECD な
どの相対的貧困率に比べて低いといわれる。 
他方、欧州連合では、一般に「就労している個人であるとともに、彼／彼女が属する世帯の
所得再配分後の可処分所得が国民全体の等価可処分所得の中央値の 60％以下である者」と定義
されている［Peña-Casas & Latta、 2004］。欧州の場合、アメリカと異なって、失業している
貧困層とワーキングプアは概念上、区別されている。これは、失業者に対しては失業保険さら
には失業扶助による所得保障が機能しているとの理解が背景にあるからである。また、貧困は、
アメリカと同様に、生活の基礎単位である世帯所得を基準にしている。 
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 このような定義の違いに照らして日本のワーキングプアの現状を考えた場合、ワーキングプ
アには単身者が多いとはいえ彼らだけに限定できない多様性があることや、多くの低賃金の主
婦パートが男性稼ぎ主型世帯に属していることから、世帯所得収入に注目し、その額が一定の
水準未満にある世帯に属する労働力人口とするのが妥当であろう。また、雇用保険から漏れ落
ちているために短期の就業と失業を繰り返している人たちが多いことから、失業者を含めてワ
ーキングプアと定義することが妥当である。さらに、ワーキングプアの貧困の閾値は、これま
でのワーキングプア率の推計調査の多くが依拠してきたのと同じように、生活保護受給額を基
準値とすることとした。ただし、実際の調査においては、大まかな基準値を設定することが妥
当と考え、単身世帯の場合には年収 200 万円未満をワーキングプアとし、これに年収 200 万円
以上 300 万円未満の人たちをその予備軍として位置付け、これも調査対象とした。複数の稼得
者がいる世帯においては、年収 300 万円未満の世帯に暮らしている者をワーキングプアとし、
世帯年収 300 万円以上 400 万円未満の水準で暮らしている者をその予備軍として、これも調査
対象とした。なお、60 歳以上の高齢労働者については年金問題など別途検討すべき課題を含む
ことから、今回は対象外とした。 
 これらの定義にあてはまるワーキングプアの調査対象者を無作為に探し出すことは、きわめ
て困難である。このため、アンケート調査における調査対象者は、連合・連合総研ならびに調
査研究委員会メンバーが協力依頼できる労働組合、就職支援や生活支援にたずさわる団体など
から紹介していただくことにした。回答者は、東京都と大阪府およびその周辺府県の居住者が
中心であるが、それらの地域だけにとどまらず全国から回答をいただいた。調査票の分析にあ
たっては、これらの回収票のなかから調査研究委員会におけるワーキングプアの定義にあては
まるものを選別し、対象とした。この回収のサンプル総数は 1、238 票であり、このうち、620
票が本調査研究委員会でのワーキングプアの定義に該当し、これを分析の対象とした。 
 聞き取り調査においては、２つの方法で対象者を選び出した。一つは、アンケート調査票を
使って聞き取り調査に応じていただける方を募集し、快諾をいただいた方のなかからワーキン
グプアの定義に当てはまる人を選び出し、後日（原則として）調査員２名が直接に会って対面
で聞き取り調査を行った。もう一つは、協力団体から直接に対象者を紹介していただいて、（原
則として）調査員２名による対面で聞き取り調査を実施した。実施場所は、東京と大阪を中心
にその周辺地域、および一部、名古屋でも行った。これによって、120 人分のケースレポート
をまとめることができた。 
 今回のアンケート調査および聞き取り調査における調査対象者は、労働組合、支援団体を通
じて紹介していただいたケースが圧倒的に多いことから、回答者の属性に偏りがあることは免
れない。とりわけ、聞き取り調査対象者には、アンケート調査回答者以上に偏りがあると思わ
れる。とはいえ、今回の調査で協力していただいたいずれのケースも、まちがいなくワーキン
グプアの具体的な存在の一つひとつであり、その考察から彼らの抱える問題を明らかにできた
ものと考えている。 
 なお、この調査研究の成果は、［連合総合生活開発研究所 2010］ ［連合総合生活開発研究所 
2011］として取りまとめた。 
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（３）聞き取りデータの分析と調査対象者像 
 次に、調査結果の分析へと移ろう。 
2009 年 7 月-12 月に実施された調査では、ワーキングプアに対するアンケート調査（有効回
答数 616 人、男性 279 人、女性 337 人）と、このうち 120 名についてはヒアリングを実施し、
質的な観点を重視した調査を行った。 
 この調査対象者 616 人の全体的なプロフィールをまず明らかにしておこう。男性の平均年齢
は 36.4 歳、女性は 38.6 歳であった。性別年齢構成は図表 2-2 であり、おおむね 20 歳代後半か
ら 40 歳代前半の働き盛りの年齢層が中心である。 
 彼らの一人当たり年間平均勤労収入、および世帯勤労所得は、男性平均 163.5万円、女性 167.5
万円、１世帯当たりの平均年間所得及び平均同居世帯員数を示したのが図表 2-3 である。2008
年から 09 年にかけては、リーマンショックの影響で、多くのワーキングプアが職を失ったが、
雇用保険加入要件を満たしていないことから失業状態にとどまることさえままならず低賃金の
仕事に甘んじながら働き続けていた。その結果、平均年間勤労収入（税込）が 166 万円、1 世
帯（2.35 人）の平均年間所得 204 万円という低さであった。 
図表 2-4 は、就業形態別の平均年間勤労所得を示しているが、正社員・正職員として働いて
いる場合でも年収 211.5 万円という低い所得であり、非正規社員では 151.5 万円にすぎなかっ
た。こうした所得の低さは、なによりもその雇用の不安定さに原因がある。 
 ここでは、こうしたワーキングプアの置かれている状況を質的な観点からアプローチするこ
とに主眼を置くことから、とくにこの 616 人のうちで聞き取り調査も併せて行った 120 人のケ
ース（男性 86 ケース、女性 34 ケース）のデータを分析することにする。 
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図表2-2 ワーキングプアの性別年齢構成
男性 女性
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図表 2-3 ワーキングプア一人当たり年間平均勤労収入、1 世帯当たり年間所得（税込） 
  
一人当たりの年間平均
勤労収入（税込） 
平均の 
同居人
数 
1 世帯当たり年間所得（税
込） 
 
男性 163.5 万円 1.96 人 186.5 万円  
女性 167.5 万円 2・68 人 219.0 万円  
全体 166.0 万円 2.35 人 204.0 万円  
 
 
図表 2-4 現在もしくは離職前の主な働き方別の平均年間勤労所得（税込） 
  有効回答者数 平均年間勤労所得 
正社員・正職員 136 211.5 万円 
非正社員 337 151.5 万円 
自営業者・家族従業者 14 93.0 万円 
その他 10 145.0 万円 
不明 119  
合計 616 166.0 万円 
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聞き取り調査対象者 120 人のプロフィールであるが、図表 2-5 は、性別・年齢階級別の構成
を示している。120 ケースのうち、男性は 86 ケースで全体の 71.7%を占め、女性は 34 ケース
で 28.3%であった。年齢階級別の構成では、男女とも 25 歳以上 40 歳未満の年齢層に約 7 割が
集中しているが、20 歳代では、男性 29.1%に対し女性は 38.3％と女性が多く、対照的に 40 歳
以上では男性が女性よりも 10%前後多いといった構成になっている。 
 以下では、これらのケースの特徴を４つの観点から明らかにしていきたい。それらは、①初
職とそれに就くまでの生活、②初職から現在職（あるいは現在の失業）に至る経緯、③世帯類
型、家族、友人・知人とのつながりの変容、④雇用保険、健康保険、年金の加入状況である。 
 
① 初職とそれに就くまでの生活 
 学歴構成を示した図表 2-6 をみると、男性には中学卒業・高校中退の者が 31.4%と多い。こ
れに対し、女性には高校以上の学校を卒業した者が多く、専門学校卒 9 人、短期大学卒業 6 人、
大学卒業が 6 人であった。 
正社員の安定した雇用身分は雇用の継続性によって支えられることから、初職においていか
に安定した職を確保するかが重要となる。この初職の雇用形態を示したのが、図表 2-7 である。
学校を出て、初職で正規職に就いた者は、男性で 54.7%、女性 55.9％でほぼ同じ水準であった
が、正規職の継続が 3 年未満で終わってしまった者は女性に多い。また、初職でいきなり非正
規の仕事に就かざるをえなかった者の割合は男女とも 44%であった。これと比較する適当なデ
ータはないが、たとえば 2009 年の全国の非正規社員比率が 33.4%であったことと比べてみて
も、この数値自体極めて高いといえるだろう。 
この初職において、非正規職を選択した（あるいはせざるをえなかった）背景にどのような
事情があったのだろうか。このことを、子どもの頃の世帯構成と当時の家庭の暮らし向き、学
歴の 3 つの要因との関係から調べてみた。それを示したのが図表 2-8 である。 
 これをみると、普通世帯、母子・父子世帯において、暮らし向きが普通以上であると高校以
上の学校の卒業の割合が 53.8%、57.1%であり、他世帯類型と暮らし向きの組み合わせに比べ
て高い。これに対し、普通世帯、母子・父子世帯で暮らし向きが苦しいと、高校以上の学校に
進学する者の割合が極端に少なくなっている。しかも、いずれの場合も最も多い割合を占めて
いるのが中学卒業・高校中退であった（40.0%と 53.8%）。この他、聞き取り調査の対象者には、
義理の父・母と同居して子どもの頃を過ごした者が 6 人と多い。それらの世帯の暮らし向きも
図 
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苦しいところが多く、こうした世帯の出身者の場合、高校以上の学校へ進学した者はおらず、
ほとんどが中学卒業・高校中退でとどまっている。なお、これについてのケースはわずか 6 件
であることから、この事実を一般的なものとして理解するにはさらに検討が必要であろう。 
 
 
 
 
このように、世帯の形態と家庭の暮らし向きが学歴に大きく関わっていることがうかがえる。
しかし、今回のワーキングプアの聞き取り調査においては、その学歴が安定した初職につなが
っているケースが多いとは決していえない。高校以上の学校を卒業した者 39 人中、正規職に
就いたのは 20 人（男性で 18 人中 8 人、女性で 21 人中 12 人）であった（図表２-９）。非正規
の仕事に就いた者の事例をみると、男性では、大学を卒業した時期がちょうど就職氷河期にぶ
つかった（１人）、精神疾患を抱えていた（１人）、希望職種へのこだわりや芸能活動に専念す
るなどの夢追い型（４人）、留年によって就職活動のタイミングをなくした（１人）といったケ
ースである。女性では、就職活動の失敗（４人）や、契約社員として福祉職に就職したケース
（３人）などがある。また、この図表２-９に示されているように、中学卒業・高校中退と高校
以上の学校中退の場合には、非正規への就職者がいっそう高くなる。 
 
② 初職以降の職業経歴 
 正規職であれ、非正規職であれ、就職して以降、聞き取りの対象となった人たちには、さま
ざまな職への転職を繰り返す、あるいは雇用形態を変える者が多いことが明らかとなった。 
図表 2-10 と図表 2-11 は、これらの経路を雇用形態に即して整理したものである。左端の初
職を起点として、現在の雇用形態に至る経路を簡単に図式化して示した。また、現時点でたど
り着いた最終の雇用形態と、調査時点でのその仕事への就労の有無、さらにこれまで経験して
きた主な雇用形態を示した。その結果、調査対象となったワーキングプアの人たちがたどった
職業的な経路には、いくつかの類型があることがわかった。 
 男性の場合（図表 2-10）、第 1 の類型は、正規社員を起点として、途中転職を繰り返しなが
ら（その回数は人によって異なる）、最終的に正規社員にまた戻っていく人たちである。しかも、
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そこには正規社員を移り変わっていくパターンと非正規社員を交えながら再び正規社員へと戻
っていくパターンがあった。しかし、いずれの場合も、正規社員で勤めたとはいえ零細な事業
所が多く、さまざまな保険への加入もあいまいなものが多く、必ずしも安定した正規社員だと
はいえない。また、人数は 9 人と少ない。 
 第 2 は、正規社員から非正規社員に移り、その後は一貫してさまざまな非正規職を移ってい
く経路である。86 人中 38 人（44.2%）と、最も多くの人がこれを経験している。 
 第 3 に、非正規社員からいったん正規社員となるがふたたび非正規社員に戻るパターンを、
11 名が経験している。 
そして最後に、一貫して非正規社員のままであるケースが 23 人と、これも比較的多い。この
場合、一つのグループは学卒後に就労活動をはじめて経験がまだ数年であるケース、あるいは
引きこもりなどによって正規職への就職をあきらめているケースがある。また、これとは全く
異なって、短期の登録型派遣労働を長く続けてきたケースも目立つ。しかし、押し並べて、登
録型および日雇い型の派遣、建設業の日雇い労働、そして短期のアルバイト仕事が、組み合わ
さって構成された労働世界がそこにはある。 
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 女性の場合も、ほぼ同様の経路の類型がある（図表 2-11）。しかし、聞き取り調査の対象とな
った女性の場合は、現在も就労中であるケースが多い。図表 2-12 に示したように、調査時点
で、仕事を継続していた者は、男性の場合 32.6%であったのに対し、女性では 85.3%となって
いる。男性の割合が低いのは、男性の従事する仕事の多くが製造業と建設業であり、近年の景
気変動の影響を直接に被った分野であること、女性の中には、生活保護の受給と合わせて就労
しているケースが多く、「生活保護から抜け出たい」という本人の意思とは裏腹に、生活保護を
受給しつつ就労しえる雇用環境が形成されつつあるように思える。また契約職員としての福祉
職、学校など自治体関係の臨時職員・非常勤職員の場合は、低賃金であるとはいえ、登録型派
遣やアルバイトに比べ相対的に雇用は安定していることも大きな要因である。 
 なお、この図表 2-12 からは、求職者に占める失業手当受給者の人数を把握することができる
が、それはわずか 6 人と少ない。ただし、これ以外に、2 人は、失業手当を受給していたがそ
の期間が満了した後も次の仕事に就けないでいる。 
 正規職に従事していたにもかかわらず、なぜそれを辞めてしまったのだろうか。この点を明
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らかにするために、その理由を拾い出し整理してみた。それが図表 2-13 である。これをみる
と、男女ともに、「労働条件や職場の問題」が最も多くなっている。また男性では、それに次い
で「勤務先会社の都合」が多くなっており、女性では「家庭生活の理由」が多くなっている。
この他、「離婚など家族とのトラブル」「家族の看護・介護」といった事情や本人の交通事故な
どによる長期の休職をきっかけとして勤めていた勤務策を辞め、以後正社員職に就けなくなる
といったケースも見逃せない。 
 
 
 
 図表 2-12 に示した現在の就労および求職等の現状を、個別に詳しく示したのが図表 2-14、
2-15、2-16 の３つである。図表 2-14 では、調査時において就労している者の聞き取り調査対
象者全員に占める割合と、その雇用形態の内訳を示した。図表 2-7 に示したように初職で正社
員に就き 3 年以上継続していた者は 37 人いたが、調査時では正社員であった者はわずか 2 人
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と大きく減少してしまっている。また、そのうちの一人（男性）は、社会的な活動領域に関わ
っているという意味で、例外的な存在かもしれない。もう一人（女性）は、ベビーシッターの
会社で正社員として 4 年勤務している。いずれも、正社員であるとはいえ、賃金水準は必ずし
も高いとはいえない（一人は月 17 万円、もう一人は月 14~15 万円）。また、この表からは、圧
倒的に多い非正規職の中で、とくに男性において多く見られた登録型・日雇い型派遣と建設日
雇いに従事する者が大きく減少したことは、これらに関連する業界での人員削減の凄まじさを
物語っているとみることもできよう。 
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 図表 2-15 では、調査時に失業している者が直近にどのような雇用形態のもとで仕事をして
いたかを示した。失業者が職をなくした直近の時点での雇用形態は、登録型・日雇い型派遣、
正社員、建設日雇いそしてアルバイト・パートの順で多い。しかし、図表 2-16 に示したように、
こうした失業者は、すでに表 2-12 で示したように、失業手当をもっている（あるいはいた）人
はごくわずかであり、求職活動以前に日々の生活（居住空間と食料の確保）のやりくりという
問題に直面し、当面は預貯金でもってなんとかやりくりできても、たちどころにどうにもなら
ない状況へと陥っていくことは、多くのケースレポートによって示された。また、支援施設や
団体とつながったことで、再起へのきっかけをつかんだケース（職業訓練中や臨時就労など）
も多いが、全国的には、こうした支援のネットワークにつながるケースは少数であると思われ
る。 
 この他、就労における問題として、彼らワーキングプアは、職場の中のどのような種類の仕
事を担い、その労働過程の特徴なども重要な調査課題であるが、この実態を把握するには別な
調査の枠組みが必要とされることから、今回は扱わなかった。しかし、企業における階層性に
もとづく労働組織の今日のありよう（労働過程における労働の二極化、フレキシブル化、そし
て多様な雇用形態の活用など）の中で、ワーキングプアと呼ばれた人々が、派遣先会社の正社
員や派遣会社社員とどのような関係を取り結び、処遇されてきたのかについて、それを推測し
える発言のいくつかがケースレポートに含まれている。しかし、全体的には、こうした派遣労
働やアルバイトの職場などでの労働者間のつきあいについては、多くを語ってくれなかったよ
うに思う。それはまた、彼ら非正規社員の、仕事を通した社会とのつながりの希薄さを物語っ
ているのかもしれない。 
 
③ 収入の有無と稼得賃金水準、住居 
 図表 2-17 は、聞き取り対象者たちが調査時直近 1 か月に収入等を得たかどうかを聞いた結
果である。また図表 2-18 は、稼得収入のある者が実際に稼いでいる金額（調査時点の直近１ヵ
月の収入額）を整理したものである。 
調査時１ヵ月前までの期間に失業した者はわずかだが収入があったために、また本人の就労
所得とあわせて生活保護費を受給しているケースがあることから、図表 2-13 に示された就労
状況別の人数と、図表 2-18 に示された人数は一致しないことに注意を促しておきたい。図表
2-17 において、就労体験による収入は、必ずしも賃金収入とはいえない性格を含んでいる。就
労体験は、自立支援センター等への入所者が対象であり、ここでは居住スペースと食事が提供
された上で、今後の就労に向けた準備として実施され、その対価という位置付けである。これ
によって得られた収入はまた、今後の就労活動のための資金としての意味も持っている。一般
の就労を行う男性で平均 14.4 万円、女性が 13.9 万円である。母子世帯の母親で就労している
場合には、稼得収入と別に生活保護費と児童扶養手当の支給がある。 
 図表 2-19 は、彼らの居住場所を示している。男性では、支援施設、次いで民間賃貸住宅が多
く、女性では民間賃貸住宅が多いほか、親の持ち家などを借りている場合もみられる。このほ
か、特徴的なこととして、男性にはわずかであるとはいえ、「社宅・社員寮・住み込み」といっ
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た不安定な住居や、「ネットカフェ・路上・友人宅」など住居そのものが失われている状況がみ
られた。 
 
 
 
 
 
 
 
④ 世帯類型、家族、友人・知人とのつながりの変容 
 次に、世帯構成と家族とのつながりなどを聞いた。世帯構成（図表 2-20）での大きな特徴は、
男性では圧倒的に単身世帯が多かったことにある（95%）。女性では、単身世帯と並んで母子世
帯が多い。 
また、親やきょうだいとのつながりを整理したのが、図表 2-21 である。とくに男性におい
て、家族とのつながりが「よくない」「連絡しない」と回答したケースが 40.７%に達した。こ
のつながりが途切れている状況は、一つは初職に就く前からそうであったケースもあるが、多
くは就職後ゆるやかにつながりが希薄化していくケースが多い。それらの要因には、親からみ
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ていつまでも「まともな仕事」に就けないでいる子どもの不甲斐なさといったものや、経済的
な依存関係に端を発したものなどである。また、この２つの要因は密接に絡みながら、親子の
関係を希薄化させていく。たとえば、この「自分が正社員の仕事に就けないことで小言をいう
父親の世話になりたくないという思いがあったために、実家には帰りづらかった。そこで、・・・・、
寮や住み込みの仕事を探すために大阪府にやってきた」という発言は、その典型といえるだろ
う。 
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 また、家庭が比較的裕福であったが中学生のころから親との関係が断絶したケースが１件あ
るが、彼は調査時点において、「考えてみると、中学校 3 年生のときの友人、祖父やレストラン
の店長などにたいへん世話になり、感謝している。また、15 歳の時に自分を勘当した母親にも、
いまは感謝できるようになった」という。 
 次に、友人・知人とのつながりはどうなっているのだろうか。図表 2-22 をみると、男性に
「相談できる友人・知人がいない」「いまは連絡を絶っている」ケースが多い。これは、男性に
単身世帯が多いこと、就労の場をひんぱんに移るケースが多いことなどとの関連が想定できる。 
また、職場での信頼できる関係や組合、支援団体とのつながりの有無を述べたケースを拾っ
たのが図表 2-23 である。ただし、聞き取り調査では、これらの質問を必須項目としたわけでは
ないため、語られなかった事例が多くあると思われる。また、聞き取り対象者には、組合や支
援組織とのつながりをもつ人の数は多いと思われるが、これは調査の協力団体からこれらの人
が紹介されたことによる。しかし、重要なのは、こうした組織とつながっている人数の多さで
はなく、彼らがこうしたつながりを持つことによって自らの抱える問題の解決の糸口を見いだ
しえたという点にある。 
 
 
 
54 
 
 
図表 2-24・図表 2-25 は、家族とのつながりの有無と友人・知人とのつながりの有無の組み
合わせが世帯構成と関連があるのかどうかを調べたものである。男性では、単身世帯以外の世
帯類型のもとで暮らしている人は全員、家族はもちろん友人・知人とのつながりもあることが
わかった。単身世帯のなかには、「家族：連絡のみ、あるいは頼れない」＋「友人・知人：いな
い」のケースが 8 件、「家族：関係がよくない、連絡しない」＋「友人・知人：いない」のケー
スが 16 件、合計 24 件と多いことに注目しておきたい。またこれらのグループは、支援団体な
どとつながっているケースも 1 件のみとなっている。女性の場合、これらに当てはまるケース
は 1 件のみとなっている。男女間では、こうした社会的なネットワーク構築の実態に大きな差
があることが明らかとなった。 
 
⑤ 社会保障制度とのつながり 
 私たちの暮らしは、さまざまなリスクにさらされていることから、これに直面した時のセー
フティネットとして保険制度がある。ここでは、雇用保険、健康保険、年金保険の三つを取り
上げ、それぞれへの加入状況を聞いた。それをまとめたのが、以下の図表 2-26、図表 2-27、図
表 2-28 である。 
 いずれの保険においても、男性の未加入率が際立って高いことが特徴的である。また、今回
の調査対象者の多くが、自立支援センター、民間の支援組織、そして労働組合などの支援をえ
られる状況に至ったことから、これまで国民健康保険や国民年金に加入してきたが滞納が続い
ている人に対しては、保険料納入免除の手続きを取ったケースが多くみられる。それでも、国
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民年金などでは、依然として滞納率が高くなっている。いずれにしろ、保険未加入者の多さ、
保険に加入していても保険料を払えないでいる人がきわめて多いことなどがわかった。これは、
ワーキングプアの問題に対して、今日の社会保障の基本である保険原理が機能しえないことを
物語っている。 
 
 
 
４）まとめ 
 この120件に及ぶ聞き取りとアンケートのケースについて分析を行ってきた。もちろん、こ
の120ケースを含む616件のアンケート調査の結果もまた、基本的な傾向は同じである。ただ
し、それぞれが抱える排除がどういった因果関係によって生じたのかという点においては、こ
れらの聞き取り調査のデータはより明確にその実態を語ってくれるものであった。これらの点
を踏まえて、ワーキングプアと彼らを取り巻く社会経済システムの問題点を整理しておきた
い。 
 第１の問題は、子どもの頃からの生育歴が、ワーキングプアの今日の状況に強く影響してい
るケースが多くみられたことである。子どもの頃の家庭の経済的環境は学費問題と絡んで低学
歴を余儀なくし、親の離婚・再婚といった家庭状況の変化が当事者の精神的な不安定さをもた
らし、学業の未修了（中退）や低学歴につながっている。この低学歴は、さらに若者が他者と
の社交性を身につけたり、豊かな人間関係（＝個人が獲得すべき社会関係資本）を構築する場
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（学校）を奪うこととなる（学校教育における排除）。こうして、彼らは、社会に出る準備が
できないまま学校生活を中断・終了（不十分な「社会化」）し、労働の世界へ参入することを
余儀なくされている。 
 このように、いくつかの要因が複合的に作用して、その後の不安定な初職に影響を及ぼして
いる。いわば、労働の世界に入る以前の段階で多くの不利をこうむり、この不利を是正する制
度がないことから、学校という世界から排除されていたとみることができる。その結果として
の不十分な「社会化」が、その後の不安定な雇用の繰り返し（＝社会への中途半端な接合）、
低所得と社会とのつながりの希薄さに影を落としている。これらは、「子どもの貧困」「学校
教育における排除」についてのさらなる検討の重要性を示唆している。 
 第２は、初職に就いて以降の仕事をめぐる問題である。初職が正社員であれ非正社員であ
れ、その後転職を繰り返すという雇用の不安定さがみてとれる。しかも、非正社員はもちろ
ん、ほとんどが「非定着型正社員」である正社員も、この不安定さによって技能を身につけた
り就労経験を蓄積することができずに終わり、この結果として周縁的な仕事、すなわち単純労
働や企業内での低い評価、低賃金をもたらすことになる。また、このことは、彼らを雇用の不
安定さの状況に固定していく悪循環をつくりだしている。このようにして、彼らはワーキング
プアという状況からの脱出の糸口を見い出せず、職業生活やその後の人生の将来像も思い描く
ことができない状況に追いやられ、将来に強い不安を抱いている。すなわち、「安定した職業
生活からの排除」「貧困の持続」という問題がそこにはある。 
 第３に、社会的なつながりが希薄であり、場合によってはそれが切断されるという特徴も見
逃せない。雇用の不安定さと周縁的な仕事が経済的な貧困をもたらすだけでなく、家族、友
人・知人、企業組織、地域社会とのつながりの弱体化をもたらす。このようなつながりの弱さ
は、今度は逆に、雇用の不安定さや周縁的な仕事そして貧困を常態化させることに作用する。
場合によっては、当事者たちの社会からの孤立、そして精神的な不健康をもたらし、なかには
深刻な抑うつ状態やさまざまな精神疾患を患う者もみられた（「社会関係からの排除」「自分
自身からの排除」）。 
 第４は、「セーフティネットからの排除」「政治からの排除」という問題である。雇用保険
の加入状況が示しているように、既存の社会保険制度がワーキングプアの人々の困難を前にし
て機能不全に陥っている。いわば、雇用継続の正社員を前提としたセーフティネットが、彼ら
を社会から排除しているとみることができる（「セーフティネットからの排除」）。 
また、このようななかで、たとえば派遣労働者が派遣会社によって一方的に雇い止めされると
いった困難な状況に陥っても、これらに対する自らの思いを発言する機会や場そのものが奪わ
れている。ワーキングプア当事者が「声」をあげる社会的装置が欠如している（「政治からの
排除」）。もちろん、今回の聞き取り調査に協力してくれた個人加盟型労働組合やＮＰＯなど
が、それを代弁する機能を持ったことは重要であるが、全体としてみた場合、これらの事例は
決して多くない。 
 以上、４つの問題を指摘した。それらは、教育、労働市場、社会的つながり、セーフティネ
ットや政治的発言をめぐる排除であった。 
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このように、ワーキングプアの人々は、なによりもまず労働と所得の二つの領域で社会的
排除と不利をこうむってきた。労働の不安定さ（雇用の不安定さと周縁的な仕事）と貧困であ
った。しかも、それらの問題は、それにとどまらず社会的なつながりの希薄さや断絶、社会保
険へのアクセスからの漏れ落ち、そして自信の喪失による社会的孤立、居場所の喪失やこころ
の病気などへと連鎖している。すなわち、失業と労働の不安定さは、貧困をもたらすととも
に、社会組織からの離脱（参加の欠如）をもたらす。さらに、それらは、いくつかの経路を経
て、さまざまな種類の社会的排除へと帰結していく［バラ＆ラペール 2005］。こうして、当
事者がさまざまな領域で排除に直面する。また、これに関連したさまざまな組織やコミュニテ
ィによる支援や政府による対応策が不十分であることから、ここにおいてもワーキングプアは
排除をうけることになったと考えられる。 
 
 
２ 就職困難者と社会的排除―2007 年大阪地域就労支援事業相談者調査から― 
 
（１）大阪における地域就労支援事業 
次に、もうひとつの調査、大阪における地域就労支援事業の利用者へのアンケート調査デー
タを分析していこう。大阪府及び府内全市町村は、2002年から独自に地域就労支援事業を実
施し、地域社会の中で就職上の様々な困難を抱えるいわゆる「就職困難者」に対して就職相
談・就職支援を行っている。あとでも示すように、さまざまな排除要因によって、ハローワー
クでの求職ではなかなか仕事が見つからない、あるいはハローワークに行くことに敷居の高さ
を感じてしまう人々への、就労支援である。したがって、その支援の手法は、①「コーディネ
ーター」は、ていねいな「相談」により当事者のニーズをていねいに拾い出すとともにあくま
で決定は当事者自身であるとすることこと、②相談者の抱えている様々な就職阻害要因の解決
のために役所や地域の社会資源を活用して寄り添い型の就労支援を行うとされている。8 
事業開始の2002年度から2013年度までのこの事業の実績を整理したのが、図表2-29であ
る。2013年には、年間相談者6、452人、延べ相談回数28、343件、就職率29.5％と、こうし
た分野では比較的高い数値をあげている。また、リーマンショックの起きた2008年度、2009
年度は、就職率が一時低下したが、全体的には増加しており、支援員であるコーディネーター
のスキルがアップし、また地域のさまざまな社会資源の活用が進んできたことがうかがえる。 
ところで、この地域就労支援事業を利用している就職困難者の中には、一般に若者、中高齢
者、母子世帯の母親、障害者などが多く、また、就職阻害要因として、学歴、職業資格、健康
や障害、そしてまた生活上の様々な問題があるといわれている。しかし、これらの実態につい
ての本格的な調査がこれまで行われていないことから、まずもって、「就職困難者」が実際に抱
えている「不利な条件」・「困難」の諸要因を明らかにすることを、この調査の第 1 の目的とす
る。これらの要因は、就労に直接かかわるもの（教育水準や技能、就業経験など）だけでなく、
健康や障害の有無、当面の生活費の確保や安心して暮らせる居住環境の確保、育児や介護問題
など生活を取り巻く諸問題、そして身近な支え合いの有無といった社会的なつながり、さらに
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過去の生活歴と現在の状況との関連などを把握することをめざした。 
なお、この調査の実施にあたって、地域就労支援調査研究会（研究会代表：福原宏幸）を組
織し、調査票の作成、調査依頼そして調査票の分析を行ってきた。また、大阪府、大阪府内各
市町村および地域就労支援センター、ジョブプラザ大阪（35歳以上を対象とした大阪府の地
域就労支援センター）などの協力を得て、2007年12月から翌2008年6月の期間にアンケート
調査を実施した。  
 
      図表2-29 大阪府内市町村による地域就労支援事業の成果 
 
 
 
（２）アンケート調査データの分析 
① 調査対象者の特徴 
今回の調査では、各市の地域就労支援センターならびに大阪府が同じ目的で設置しているジ
ョブプラザ大阪の就職相談者に調査票を配布してもらい、郵送にて無記名で返送してもらう方
法をとった。回収サンプル数 254 票、うち有効サンプル数は 240 票であった。地域ごとの有効
サンプルの回収数は、図表 2-30 のとおりである。 
 
調査対象者の性別構成は、男性 152 人（63.3%）、女性 88 人（36.7%）、年齢構成は、24 歳
以下 45 人（18.8%）、25~34 歳 55 人（22.9%）、35～49 歳 78 人（32.5％）、50～64 歳 47 人
（19.6％）、65 歳以上 15 人（6.2％）であった。ここでは、年金未加入あるいは年金収入では
生活が困難な高齢者の就職相談者の割合が高いことに、まず注目しておきたい。また、ジョブ
プラザ大阪の利用者は 52 人で、有効サンプル総数の 21.7％であった。学歴別構成は、中学卒
41 人（17.1％）、高校中退 12 人（5.0％）、各種専門学校（中学卒業後）卒・高校卒 103 人（42.9％）、
各種専門学校卒（高校卒後）19 人（7.9％）、短大・高専卒 15 人（6.2％）、大学（4 年以上）卒
出所：大阪府・市町村就労支援事業推進協議会［2003-2014］から作成。 
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44 人（18.3％）、その他 6 人（2.5％）であった。中卒者は、50 歳以上の中高齢者で比率が高く
なっている（50～64 歳で 25.5％、65 歳以上で 33.3％）とはいえ、24 歳以下でも 24.4％と高
くこれに高校中退者を加えると 31.1％となる。この 24 歳以下若者に低学歴者が多いことにも
注目しておきたい。 
 
 
 
 
 
図表 2-31 は、相談者の性別・年齢階層別にその世帯類型を示しているが、多様な世帯のあり
様が見て取れる。特徴的なものとして、第 1 に、単身世帯の者が、男性 35～49 歳と 50～64 歳
に、および女性の 50～64歳に多いことがあげられる（全体に占める単身世帯者 45人、18.8％）。
第 2 に、母子世帯の母親（16 人、6.7％）や、ひとり親（ほとんどが母親）と 18 歳以上のその
子どもからなる世帯の子ども（35 人、14.6％）に相談者に多く、ここでは、母子世帯の母親の
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就職問題だけでなく、母子家庭で育ったとみられる人たちの就職の難しさが浮き彫りになった。
第 3 に、両親の一方が 60 歳以上である高齢両親と成人の子どもからなる世帯（兄弟 1 人のあ
る 1 世帯を含む）も 31 世帯（12.9％）と多く、相談者は 3 件を除いて 25～49 歳の子供であ
る。次に見るように、精神障害・疾患を抱えていることから親に生活を依存してきたが将来の
ことを考えて就職をめざそうとする人たちが、そこには多くいることがわかった。 
図表 2-32 は、相談者に占める障害をもつ人たちの概要を示している。軽度のうつ病も精神疾
患に含めた場合、全体として心身に何らかの障害・疾患をもつ人の割合は 29.2％と極めて高か
った。とくに、身体障害をもつ人は 50～64 歳に多く、精神障害・疾患をもつ人は 25～34 歳を
中心に多くその前後の年齢層にも若干見受けられた。 
大阪府［2006］では、相談者 4、112 名を施策ごとに振り分けて分類した数値が示されてい
るが、それによると、若年者（25 歳以下）11.4%、中高齢者（45 歳以上）39.4%、母子家庭の
母親等 14.2%、障害者 12.3%、その他（26 歳から 44 歳までの者及び父子家庭、外国人等）
22.7%であった。今回の調査では、この報告書において「その他」に分類された人たちの中で、
25～35 歳の若者や 35～49 歳の成人層においても相当に相談者が多いこと、精神障害・疾患な
どの課題を抱える人々が多いことなども明らかとなった。 
 
 
 
② 就労支援センターなどへのアクセス・ルートと相談内容 
では、これらの人々がこの相談窓口をどのようにして知ったのか、そのアクセス・ルートを
次に見ていこう。「行政の広報誌・チラシ」によって知った人や「行政の窓口で紹介」された人
は、市町村の就労支援センター利用者の場合 40.4％、ジョブプラザ大阪利用者では 47.0％と、
いずれも行政による努力が一定の成果をあげていることがわかる。これ以外にも、「家族・親戚
の紹介」や「知人・友人の紹介」による場合も多い（前者では 34.8％、後者では 24.5％）。し
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かし、それ以外のアクセス・ルートは大きく異なっていた。とくに、市町村地域就労支援セン
ター利用者の場合には、「地域の隣保館」「支援活動をしているNPO」「民生委員」の紹介が24.4％
となっている（ジョブプラザ利用者では 1 名で 2.0%）のに対して、ジョブプラザ大阪利用者の
場合には「その他」42.9％と極めて高くなっており、この「その他」の選択者が具体的に挙げ
たものの多くがハローワークであった。なお、地域就労支援センター利用者でも「その他」を
挙げた者が 13 人、7.2％とある程度あったが、このうちの 6 人は精神疾患をもち掛かり付けの
医者による紹介であった。このようなことから、市町村地域就労支援センター利用者の場合に
は、自治体行政と家族・知人の２つルート以外では地域社会の中にある身近な支援機関や支援
者を経て利用に至ったものが多い。他方、ジョブプラザ大阪利用者の場合には、自治体行政と
家族・知人の２つルート以外ではハローワークの紹介が多いといった違いがみられた。 
地域就労支援センター利用者の場合、ハローワークの利用よりも身近な相談機関を通して地域
就労支援センターに至るルートが多いのに対し、ジョブプラザ大阪利用者の場合にはハローワ
ークの利用から大阪府下に 1 か所しかないこのプラザに相談に来ることが多いことがわかった。 
次に、相談者がもちかけた相談内容を示した図表 2-33 を見てみよう。地域就労支援センター
利用者とジョブプラザ大阪利用者のいずれの場合も、ほぼ 35%の者が就職相談以外の相談を行
っている。その内訳をみると、健康と障害をめぐる相談（健康がすぐれない、けがや事故の後
遺症、身体・精神・知的の障害）がいずれも 26~27%と高くなっている点で共通している。こ
れに対して、経済的問題の相談（借金問題、当面の生活費、子どもの養育費、医療費、家賃・
住宅の確保）の割合は、前者の場合 11.7%、後者の場合 4.2%と大きく異なっている。この点は、
相談者において、前者の地域就労支援センターに相対的に貧困層が多いことを示唆している。
今回の調査では、所得についての有効回答は多く得られなかったことから、所得水準は正確に
はわからない。しかし、一つの指標として、生活保護受給者数を見ると、相談者全体の中にそ
れらの人々は 38 人（22.2%）いるが、うち 37 人は地域就労支援センター利用者であった。し
たがって、これら 2 つの就職相談機関の利用者のあいだには、所得水準の差があるものと推定
される。 
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③ 過去の就労経験と希望の仕事 
 次に、相談者の人たちのこれまでの就労経験をみてみよう。男性平均で 77.6%、女性平均で
73.9％が「安定した仕事」に就いた経験（全体で 183 人）をもっている。24 歳以下の階層で就
労経験をもつ者が少ない（男性が 59.5%、女性で 25.0%）こともおおむね共通している。しか
し、質問では「安定した仕事」の有無を問うたが、これについて回答者が想定した内容は相当
に幅があるように思える。実際、「安定した仕事」に就き雇用形態を回答した 154 人のうち、
「常勤の正社雇用」と回答した者は 99 人（64.3%）であった。この「安定した仕事」には、非
正規雇用の経験も多く含まれていたのである。 
 この就職相談者が希望する働き方をみると、有効回答数 235 人のうち圧倒的多数の 199 人
（84.9%）が、「同じ事業所で長く働きたい」としている。しかし、実際のところ、これまでの
就職を果たした者たちの雇用形態を見ると、その希望の実現は厳しいことがわかる。たとえば、
2006 年度の大阪市地域就労支援センターの 2006 年度の成果では、年間相談者 636 人のうち就
職が決まった者は 240 人（37.7％）と大阪府全体の水準 24.4%に比べて高い割合にあったが、
この就職が決まった者のうちで正社員となった者は33人（就職決定者に占める割合は13.8％、
就職相談者全員に対しては 5.2%）にすぎなかった。このように、相談者の正規雇用希望が実現
しえるのは、ごく限られた人々にすぎないというのが、現実であった。 
 就職ましてや希望どおりの職に就くことの厳しさが明らかとなったが、この背後には、すで
にみたように、低学歴、健康問題や心身の障害、当面の生活費の工面や借金・家賃などの問題、
さらには家族間のトラブルや育児といった家族の問題など、就職以前に解決すべき様々な困難
が、立ちはだかっていた。もちろん、地域就労支援事業の創設そのものが、従来のハローワー
クを軸とした就職紹介事業では就職につながらない人々への就職支援、そしてまたこれらの問
題を前提とした就労支援であったとはいえ、これらの課題の重さが調査においても如実に示さ
れることとなった。 
 以下では、さらに、相談者の暮らし向きや社会とのつながりなどの状況について、みていき
たい。 
 
④ 経済的な暮らし向き 
 世帯所得を聞いた質問に対しては、8 割以上が無回答であったことから、相談者の所得水準
についてはまったくわからない状況にある。しかし、主観的な暮らし向きについては、図表 2-
34 のとおり把握することができた。これをみると、「苦しい」（「大変苦しい」と「やや苦しい」
の合計の割合 2）は 55.5%となっており、たとえば社会保障・人口問題研究所が 2005 年に行っ
た首都圏の低所得者居住地区の調査と比べる（「大変苦しい」「やや苦しい」の合計 35.9%）と、
主観的貧困感の強い人が多いことがわかる2。 
                                                  
2  ただし、主観的貧困感の強さに関する調査結果に対する評価については、慎重でなければならない。たと
えば、『平成 19 年国民生活基礎調査』では、暮らし向きを「大変苦しい」「やや苦しい」と回答した人の割
合はそれぞれ 24.0%、33.2%、合計 37.2%と、地域就労相談者よりも高くなっている。これら主観的貧困感
の調査では、なにをもって貧困とみなしているかといった別な指標と関連づけて分析することが必要であ
る。 
63 
 
 
 
これを年齢階層別にみると（図表 2-35）、50~64 歳では「大変苦しい」36.4%、「やや苦しい」
40.9%、合計 77.3%と相当に生活困窮者の割合が多いことがわかる。この年齢層には単身者が
多く、年金に加入していてもまだその受給には届かない。これらのことから、ホームレス生活
者になりうる危険性と隣り合わせにいる者も想像される。また、世帯類型でみると、二つの回
答の合計の割合が高いのは、単身者世帯 62.8%、母子世帯 88.9%、夫婦のみ世帯 58.3%であっ
た。 
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実質的な貧困状況を推測しえる質問をいくつか行ったが、図表 2-36 では、「過去 1 年間に金
銭的理由で家族が必要とする食料を買えなかったことがあるか」を聞いた結果を示した。「よく
あった」「時々あった」「まれにあった」の 3 つの選択肢のいずれかを選んだ者の合計は有効回
答者 237 人中の実に 71 人、30%にのぼり、生活が極めて困窮していると思われる「よくあっ
た」だけをみても 16 人、6.8%の高さに登っている。また、ライフ・ラインにあたる公共サー
ビス（水道、電気・ガス、電話）を停止された経験のある者は 21 人、有効回答数 226 人のう
ち 9.3％であった。このうち、電話（携帯電話を含む）を止められるケースは世帯所得に関係な
く止められるケースが比較的増えてきているが、今回の調査対象者において電気・ガスを止め
られた人が 10 人と、同じく有効回答数の 4.4％と高いことがわかった。 
こうした貧困層が多く含まれることにともなって、公的年金への加入率も著しく低い。図表
2-37 をみると、「無回答・不正回答」も含めた回答者 232 人のうち加入者は 123 人、53.0%に
過ぎなかった。年齢階層別にみていくと、25 歳未満では「加入している」のはわずか 29.3%に
すぎず、「加入しなくても構わない」が 31.7%と多い。25-34 歳では、加入者は 50.9%と増える
が、未加入であるが「できれば加入したい」も 36.4%と多い。安定した仕事に就けないことが、
その加入を阻んでいるようである。35-49 歳は、比較的高く、69.2%であるが、高齢期が間近に
迫ってきている 50-64 歳では、逆に加入率が 40.9%と低く、彼ら多くの退職後の生活不安が予
測される。65 歳以上では、78.6%が加入しているが、それにもかかわらず求職活動を行ってい
るのは、この年金額だけでは安定した生活に必要な所得が得られないからだろう。これらの年
金加入状況をみると、若者や成人においてはその多くの者の将来の生活の不安定が心配される
し、現に高齢者である方たちにおいては、年金受給の有無にかかわらず困難な生活に陥ってい
ることが推測される。 
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⑤ 社会生活の在り様と公共サービスの利用 
 今回の調査では、個人の経済的な暮らしぶりと合わせて、家族・親せきや友人・近所の人と
のつながりについても調査をした。図表 2-38 は、生活の中で起きるいくつかの出来事や局面
で、これらの人々の中に「頼りにできる人がいるか否か」を聞いた。図表 2-39 では、逆に、回
答者自身が「頼りにされることがあるか否か」を聞いた。 
 まず、図表 2-38 では、自分が病気の時に世話を頼ることができる人がいない回答者が 44 人、
18.3%と高く、この多くは単身者と重なっている。他の 5 つの設問に対しても、22%～34％の
回答者が、頼れる相手をもたないことが分かった。 
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他方、図表 2-39 をみると、家族・親せきや友人・近所の人に「頼りにされることがない」回
答者は、上記の場合よりもほぼ 1.5 倍以上増えることが分かった。「頼れる人」を持たない回答
者は、基本的に「自分を頼ってくる人」も持たないことが明らかとなっただけでなく、「頼れる
人」を持つ回答者の一部でも、「自分を頼ってくる人」を持たない場合が多いことが分かった。
ごくありふれた「人生の悩みごとの相談」や「さみしい時の話し相手」という項目でも、20％
以上の人々がだれにも相談を持ちかけられずに、社会の中で孤立している状況が、この質問か
ら明らかとなった。 
 
⑥ 15歳時の生活環境との関連 
以上のことから、就職相談者の多くは、たんに就職が困難だというだけでなく、その困難
さをもたらしているさまざまな要因――低学歴、心身の障害、家族の問題、職業経験の未熟さ
――などを抱え、また、安定した仕事に就くことができないことによって、低所得や場合によ
っては未収入、その結果としての貧困と、社会に対する後ろめたさ・自信のなさ、社会とのつ
ながりの希薄さなどの問題を生みだしているように思える。もちろん、社会とのつながり希薄
さと仕事の不安定さは、相互に作用しあう要因であるといえるかもしれないが、ひとまずこの
ように整理してよいだろう。 
最後に、調査では、「15歳の時の家族の暮らし向き」についても聞いた。これへの回答
と、現在の暮らし向きへの回答をクロスしてみたのが、図表2-40である。表中で濃淡のある
塗りつぶし領域があるが、濃い部分の4つの数値の合計62人、27.0%は、15歳時においても現
在においても暮らし向きは苦しいままで大きく変わっていないことがわかる。他方、15歳時
に「苦しかった」が現在「普通」になった者（2つある薄い塗りつぶし領域の右上部分）は22
人、9.6%であるのに対して、15歳時に「普通」であったが現在「苦しい」と答えた者（2つあ
る塗りつぶし部分の左下部分）は37人、16.1%となっている。 
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これが示していることは、まず、過去の「苦しい」生育歴が、今の暮らしにも大きく影を
落としており、約３分の１弱の者は、そういった状況にあるということである（「わからな
い」をのぞいて考えればその数値はさらに若干高くなる）。また、これに加えて就職相談者の
中には、かつて「普通」であったが現在「苦しい」状況になった人々の割合も相対的に高いこ
とを示している。 
  
（３）調査結果のまとめ 
以上が、今回の調査の結果である。一言に就職困難者といっても、性別、年齢、学歴、世
帯構成などにおいて多様であるだけでなく、彼らが抱えている就職阻害の要因もまた多様――
当面の生活費や住宅、心身の障害・疾患の有無や健康問題、家族問題など――であることがわ
かった。しかし他方で、彼らの多くは、貧困と社会的なつながりの希薄さという点で共通した
傾向をもつことも分かった。さらには、過去の生育歴が、現在の仕事や生活のあり様を大きく
規定していることもまたわかった。 
こうした現状を考慮することで、地域就労支援事業の課題についてもいくつか見えてき
た。それらを整理しると以下のように言えるだろう。 
第１に、地域就労支援事業で取り組まれているコーディネーター（相談員）による生活問
題なども含めた就職相談の意義が、あらためて強調されなければならないということである。
しかし、これらの相談は、相当の知識と経験がなければうまくこなせないという現状がある。
したがって、コーディネーターによる相談の一層の量と質の充実を図ることが必要だろう。 
第２に、一般に就職困難の克服には、①学校教育や社会教育の充実、②職業訓練の実施と
拡充、③育児や介護など家族問題に対する社会的支援、④一定期間の所得保障が必要とされる
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と言われる。また、仮に仕事についていても、時代とともに変化する労働需要の変化に対応す
るために仕事を持っている人たちも随時新たな研修や職業訓練を受けて、技能や知識の維持・
向上が求められている。 
このように考えると、現在の就労支援事業では、様々な生活問題の解決＝福祉の課題につ
いては既存の福祉法人やNPOの協力も活用しつつ、比較的スムーズに解決できるようになり
つつある。しかし、最も重要な就職＝雇用の課題は地域社会の中でのさしあたりの求人募集の
発見に努めることだけに終わって、安定した仕事に就くための訓練や研修、そしてまたその期
間の生活保障という課題が、見えていないように思える。もちろん、現在の福祉・労働政策を
前提とした支援しかできないとしても、今後より質の高い就労支援が実施されなければ、失業
者をひとまずワーキングプアへ押しやるだけに終わることになる。 
現在の制度的枠組みを前提とした就職支援の充実とともに、これらの制度のより充実した
ものへと変える改革の提案の必要性もまた、この調査からみえてきた。 
 
 
３ 日本の雇用・生活保障レジームと社会的排除 
 
ワーキングプアならびに就職困難者のその労働と生活の実態を明らかにしてきた。そこで
は、就労と生活をめぐるさまざまな領域において、彼らが連鎖的に排除に直面することになる
が明らかとなった。しかし、こうした当事者を取り巻く社会経済制度についてもまた、議論を
深めていくことが求められる。 
雇用に関連した法的制度、企業や労働組合などのパフォーマンスや慣行によってつくりだ
された雇用の諸制度のあり方、これら総体の体制をここでは雇用レジームと呼ぶが、それがど
のようにして、これらのワーキングプア・就職困難者と関連しているのか論じたい。また、政
府の社会保障だけでなくそれと不可分につくりあげられた家族や企業によるセーフティネット
を含んだ生活保障のあり方、すなわち福祉レジームのなかで、ワーキングプアがどのような位
置を与えられているのかを明らかにしていきたい。 
 日本の労働市場の二重構造モデルは、1951年に氏原［1951］によって提示された。労働市
場の二重構造をめぐる議論は下火になったとはいえ、今日においても、その有効性は決して消
えていない。ここではまず、このモデルを簡略化したうえで、ワーキングプアをそこにあては
めて検討してみよう。それを示したのが、図表2-41 である。 
ワーキングプアは外部労働市場に位置するとともに、「就職困難者層」も示しておいた。
この「就職困難者層」には、ワーキングプア予備軍である２つのグループ、すなわち学卒後す
ぐに就職できなかった新規学卒未就職者と、これまで就業経験のない（あるいは乏しい）母子
世帯の母親やニート・「ひきこもり」なども含まれる。 
 労働市場の二重構造をめぐる近年の議論として、石川・出島［1994］があるが、そこで
は、企業の内部労働市場と、外部労働市場の特徴について、次のように論じられた。つまり、
内部労働市場とは、そこでの仕事に固有の学習機会や訓練の機会が多く存在し、かつ雇用調整 
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  出所：筆者作成。 
 
や賃金体系について確立した規則や慣行が存在するものである。それに対し、外部労働市場
は、仕事に学習機会が乏しく（いわば「行き止まりの仕事」といわれる）、労働者の賃金と雇
用は市場の需給の変動に直接にさらされることになる。すなわち、企業内特殊技能と、それを
獲得するための継続雇用、そしてその労働に対する対価としての賃金保障からなる内部労働市
場と、市場の需給によってすべて決まる外部労働市場が対置された。 
 しかし、労働市場の構造は、実際にはもう少し複雑であろう。ここでは、上記の内部化⇔外
部化という観点と別に第１次労働⇔第２次労働という観点を提起したMok［1975］、および
それを日本の1990年代以降の労働市場分析に応用した水野［2009］の議論を応用して、労働
市場の二重構造を描くことにする。第１次労働⇔第２次労働は、職務に対する自立性や意思決
定の権限の大きさによって決まり、第１次労働はそれが大きく、第２次労働は小さいことを意
味する。また、権限の大きさは、専門的技能の水準の高さによって裏付けられていることか
ら、第１次労働は基幹的労働、第２次労働は周縁的労働を意味する。 
 このように２つの観点から特徴づけられた労働市場を示すと、図表2-42となる。第１象限
は、企業特殊技能・長期継続雇用と仕事に対する強い権限によって特徴づけられた内部労働市
場のコア部分（メンバーシップ型継続雇用）、すなわち大企業や中堅企業の基幹的な正社員
（総合職）からなる。この部分は、日本型雇用システムの根幹をなし、一種の地位設定契約あ
るいはメンバーシップ契約と考えることができる［濱口 2009］。 
 第２象限は、雇用保障があるが仕事に対する権限は決して大きくないグループが位置し、具
体的には一般職がここに入るであろう。しかし、近年、この領域の人員は外部化によって縮小
し、第３象限の対象者の拡大につながっている。 
図表 2－41 
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 出所：筆者作成。 
 
 第３象限は、非定着型正社員ともろもろの非正社員によって構成される。しかし、パートタ
イマーの一部は今日基幹労働化されつつあり、それらの層はこの図でいえばちょうど中心部分
へシフトしているとみてよいだろう。しかし、第３象限の全体的傾向は、雇用の安定と労働の
質の観点からみれば「安定した職業生活から排除」されているといってよい。とはいえ、この
第３象限に入る労働者のすべてが、ワーキングプアであるわけではない。なぜなら、世帯所得
の観点からみれば決して貧困とはいえない層が含まれているからである。 
 第４象限には、さまざまな専門職が入る。一つの企業にとどまらずとも、資格や経験を活か
して再就職が可能な集団である。1995年に日経連が提起した「新時代の『日本的経営』」に
おいて示された「高度専門能力活用型グループ」もここに入るだろう。そこにはまた、「ジョ
ブ型継続雇用」とも呼びうる労働者集団（後述）も含まれる。 
 このように、日本の労働市場が二重構造となっているとしても、それを補完する領域（第２
象限）、またはそれとは比較的独立した位置にある労働市場（第４象限）が存在することを、
この図は示している。 
 こうした中で、内部化と第１次労働によってその地位が保障されたメンバーシップ型継続雇
図表 2-42 
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用から最も遠いところに、雇用の不安定さと周縁的労働によって特徴づけられた非正社員や非
定着型正社員が位置し、彼らは継続雇用という雇用慣行と仕事における権限という２つの領域
で排除されているのである。 
 次に生活保障レジームにおけるワーキングプア・就職困難者の位置について検討していこう。 
 一般に、日本型生活保障とは、政府の社会保障への支出が少なく、それに代えて雇用の実質
的な保障をすすめるものであり、これによって格差が相対的に抑制されてきた［宮本 2009］。
とはいえ、雇用保障のシステムは、1990 年代中頃から大きく揺らぎ、図表 2-40・図表 2-41 で
示したように、労働市場の二重構造が鮮明となり、不安定な雇用と貧困に陥った層を多くつく
りだしてきた。したがって、雇用保障を享受できるかどうかは、企業メンバーシップが確保さ
れた企業に正社員として就職できるかどうか（内部労働市場への参入）で決まることとなった。
他方、生活保障は、「男性稼ぎ主」の雇用保障とその賃金を前提に、家族の手にゆだねられて
きた。いわゆる「男性稼ぎ主」型生活保障である［大沢真理 2007］。このことから、社会保障
制度は、企業による男性正社員の雇用と生活賃金保障を前提として、継続雇用の男性正社員と
その家族が持つリスク（一時的な失業、老後の生活不安など）への対処に限定され、また、家
族による生活保障を前提に社会保障支出は抑制されてきた。とはいえ、家計支出の増加と女性
の社会進出意欲の高さによって家計補完的で低賃金の多くの主婦パートタイマーが創出されて
きたのであった。 
 
 
     出所・筆者作成。 
図表 2-43 
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 こうした企業の正社員メンバーシップと社会保障セーフティネットの相関関係、およびそれ
ぞれの社会集団が位置する配置を示したのが図表 2-43 である。 
少なくとも、1980 年代末までは、日本経済の相対的な安定のもとで、こうした正社員メンバ
ーシップ、そこでの男性稼ぎ主型家族による生活保障、そして社会保障セーフティネットが相
互補完的にうまく機能し、多くの市民は「個々人が普通にがんばる」ことによって、その生活
保障の恩恵にあずかれるものとの期待感を強く抱いていただろう。しかし、1990 年代以降この
体制が次第に維持できなくなる中で、もはやここで示されたような「普通にがんばる」ことを
支える仕組みは、次第に肥大していく第３象限に位置する人々には、手の届かないものとなっ
ていった。こうして、今日、非正規雇用の増加にともなって正社員メンバーシップを享受でき
る人々が限定され、また単身世帯や母子世帯等の増加にともなって「男性稼ぎ主」型生活保障
が機能しなくなってきた。そして、こうした仕組みを前提とした社会保障セーフティネットの
もとでは、もはや制度そのものから抜け落ちてしまう社会集団があらわとなってきたのである。 
 図 2-43 では、第１象限の大企業や中堅企業の定着型正社員は、図表 2-42 でみたメンバーシ
ップ型継続雇用が保障されるとともに、この正社員とその配偶者からなる「男性稼ぎ主型世帯」
の生活保障として設計された社会保障セーフティネットの恩恵もまた十分に享受できる位置に
いる。すなわち、正社員は「男性稼ぎ主」型生活保障システムの対象メンバーである。 
 第２象限に位置する配偶者（専業主婦・主婦パートタイマー）は、夫との婚姻関係を前提に
して正社員メンバーシップの準メンバーとしての地位を獲得し、社会保障セーフティネットの
恩恵を享受できる。しかし、この関係が切れ配偶者でなくなると、彼女たちはいともたやすく
第３象限へと滑り落ちていく位置にあることを示している。すなわち、離婚や死別によって、
生活保障システムの主流から漏れ落ちてしまうリスクを背負っているとみることもできる。 
 これに対し、第３象限にいる人々は、企業社会のメンバーではないし、かつそれを前提にし
た社会保障セーフティネットから漏れ落ちている。すなわち、社会の主流をなす生活保障シス
テムからも漏れ落ち、ここに滞留していることを示している。このように、「生活保障システム
からの排除」という問題をここにみることができるのである。 
 男性正社員の継続雇用とそのメンバーシップの保障という論理が、雇用レジームと福祉レジ
ームを支えてきたことがわかる。言い換えれば、企業主義と家族主義が相互補完的な関係を構
築し、それが日本の雇用保障と生活保障を規定してきたといえる。したがって、これら 2 つの
レジームによってつくり上げられた日本のこの社会システムを、「企業主義－家族主義ネクサ
ス」体制と表現しておきたい。 
しかし、1990 年代後半以降の非正規雇用の拡大は、従来の「企業主義－家族主義ネクサス」
体制に包摂されることない多くの労働者を排出するメカニズムとなってあらわれたと言えるだ
ろう。とはいえ、その後の日本社会では、依然として「普通にがんばれば正社員になれるとい
った」社会的規範が生き続けていく。この規範は、多くの困難を抱えた人々に対しても求めら
れるものであり、このことは、次の章で述べる「自立」の観念として多くの市民の間で共有さ
れ、困難を抱えた人々を一層の困難へと追いやる（排除）の論理として作用する可能性があっ
た。 
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むすび 
 
この章では、ワーキングプア調査ならびに就職困難者調査によって、彼らが直面している社
会的排除、そしてまたそれに至る諸要因に迫った。また、雇用保険やそのほかの社会保障諸制
度からも彼らが漏れ落ちている実態を明らかにした。そして、それらを社会的排除という観点
から整理を試みた。 
そこで明らかになったことは、生育歴における貧困や学校における排除にはじまり、雇用、
貧困、社会的つながり、社会保障制度、政治的発言の機会など、さまざまな局面で、「主流をな
す社会」への参加から排除され、かつそれらが連鎖し蓄積されてきたことが明らかとなった。 
それらは、承認論の立場から社会的排除を論じたアクセル・ホネットの言葉を借りていえば、
家族や友人・仲間からの｢愛｣による承認、「市民としての権利」の承認、そして「社会的業績」
にもとづく承認のいずれにおいても、ワーキングプアと就職困難者の多くは相互承認関係が得
られない状況にまで追い詰められている［ホネット 2003］［水上 2005］［赤石 2007］。 
こうした状況のなかから、彼らの社会的包摂への道筋は、当事者に対する雇用と生活の支援
だけにとどまらない多くの課題があることが想定される。それは、雇用レジームと生活保障レ
ジームの改革というより大きな課題にも向きあうことを求めているといってよいだろう。 
 
 
 
【参考文献】 
赤石憲昭（2007）「ホネットの批判的社会理論の批判性―現代における労働と承認の問題圏
―」『情況』2007年11・12月号。   
阿部彩（2010）「日本の貧困の動向と社会経済階層による健康格差の状況」、内閣府男女共
同参画会議監視・影響評価専門委員会『生活困難を抱える男女に関する検討会報告書―就
業構造基本調査・国民生活基礎調査― 特別集計 最終報告書』。 
石川経夫・出島敬久（1994）「労働市場の二重構造」石川経夫（編）『日本の所得と富の分
配』東京大学出版会。 
岩井浩・村上雅俊（2007）「日本のWorking Poorの計測―就業構造基本調査リサンプリン
グ・データの利用―」『調査と資料』（関西大学経済・政治研究所）103号。 
岩田正美（1995）「社会福祉における政策と問題量の計測」『東京都立大学人文学報』261
号。 
―――（2008）『社会的排除―参加の欠如・不確かな帰属―』有斐閣。 
岩田美香（2007）「周辺化される貧困―母子世帯における貧困問題をめぐって―」『総合社
会福祉研究』31号。 
氏原正治郎（1951）「京浜工業地帯における労働市場の模型」『京浜工業地帯調査報告書 
産業労働編各論』神奈川県。 
埋橋孝文・連合総合生活開発研究所編（2010）『参加と連帯のセーフティネット―人間らし
74 
い品格ある社会への提言―』ミネルヴァ書房。 
OECD編（2009）『OECD対日経済審査報告書 : 日本の経済政策に対する評価と勧告. 2009年
版』 明石書店。 
―――、連合総合生活開発研究所訳（2010）『社会的企業の主流化―「新しい公共」の担い
手として―』明石書店。 
大阪府・市町村就労支援事業推進協議会(2003)～(2013)『市町村就労困難者就労支援事業報
告』 
大沢真知子（2010）『日本型ワーキングプアの本質―多様性を包み込み活かす社会へ―』岩
波書店。 
大沢真理（2007）『現代日本の生活保障システム―座標とゆくえ―』岩波書店。 
釜ケ崎支援機構（2007）『若年不安定就労・不安定住居者聞取り調査』。 
厚生労働省（2006）『2006年度全国母子世帯等調査』。 
―――（2007）『住居喪失不安定就労者等の実態に関する調査』。 
―――（2008）『平成 19 年国民生活基礎調査』。 
―――（2010）『平成 21 年国民生活基礎調査の概況』。 
玄田有史（2011）「二重構造論―『再考』―」『日本労働研究雑誌』609号。 
五石敬路（2010）「ワーキング・プアの生活保障と雇用創出」日本経済研究センター『若手
研究者による政策提言「ワーキングプア層の生活保障と労働市場への参加促進」最終報
告』。 
伍賀一道（2005）「雇用と働き方からみたワーキング・プア」『ポリティーク』10号。 
―――（2007）「今日のワーキング・プアと不安定就業問題―間接雇用を中心に―」『経済研
究』（静岡大学）11巻４号。 
後藤道夫（2005）「現代のワーキング・プア―労働市場の構造転換と最低限生活保障―」
『ポリティーク』10号。 
―――（2007）「貧困の急拡大と勤労世帯への生活保障の底抜け構造」『総合社会福祉研
究』31号。 
後藤道夫ほか（2005）「特集 現代日本のワーキングプア」『ポリティーク』10号。 
駒村康平（2003）「低所得世帯の推計と生活保護制度」城戸喜子教授退任記念論文集編集委
員会編『社会保障研究の過去と現在から未来へ』。 
―――（2007）「ワーキングプア・ボーダーライン層と生活保護制度改革の動向」『日本労
働研究雑誌』563号。 
四方理人（2011）「非正規雇用は『行き止まり』か？―労働市場規制と正規雇用への移行
―」『日本労働協会雑誌』608号。 
指定都市市長会（2010）『社会保障制度全般のあり方を含めた生活保護制度の抜本的改革の
提案』。 
橘木俊詔・浦川邦夫（2006）『日本の貧困研究』東京大学出版会。 
―――（2007）「日本の貧困と労働に関する実証分析」『日本労働研究雑誌』563号。 
75 
田端博邦編著（2006）『地域雇用政策と福祉―公共政策と市場の交錯―』東京大学社会科学
研究所。 
西岡正次（2010）「地域をベースにした雇用・就労施策の可能性」『地域づくり』2010年10
月号。 
日本学術会議 社会学委員会経済学委員会合同 包摂的社会政策に関する多角的検討分科会 
(2009) 『提言 経済危機に立ち向かう包摂的社会政策のために』。 
濱口桂一郎（2009）『新しい労働社会―雇用システムの再構築へ―』岩波書店。 
原ひろみ・小杉礼子・中道麻子（2011）『ジョブ・カード制度の現状と普及のための課題―
雇用型訓練実施企業に対する調査より―』労働政策研究・研修機構。 
バラ，アジット・Ｓ.，フレデリック・ラペール共著／福原宏幸・中村健吾監訳『グローバル
化と社会的排除―貧困と社会問題への新しいアプローチ―』昭和堂。 
樋口美雄・石井加代子・佐藤一麿（2011）「貧困と就業―ワーキングプア解消に向けた有効
策の検討―」『RIET Discussion Paper Series』11－J－056。 
久本貴志（2006）「アメリカの貧困」、渋谷博史・C.ウェザーズ編『アメリカの貧困と福
祉』日本経済評論社。 
久本憲夫（2003）『正社員ルネサンス―多様な雇用から多様な正社員へ―』中央公論新社。 
福原宏幸（2007a）編著『社会的排除／包摂と社会政策』法律文化社。 
―――（2007b）「就職困難者問題と地域就労支援事業―地域から提案されたもう一つのワー
クフェア―」埋橋孝文編著『ワークフェア―排除から包摂へ？―』法律文化社。 
同（2008）「稼働能力を持つ貧困者と就労支援政策―対峙する二つの政策潮流―」『経済学
雑誌』109巻２号。 
星野信也（1995）「福祉国家中流階層化に取り残された社会福祉」『東京都立大学人文学
報』261号。 
ホネット、A.（2003）山本啓・直江清隆訳『承認をめぐる闘争―社会的コンフリクトの道徳
的文法―』法政大学出版会。 
本田一成（2010）「パートタイマーの基幹労働力化」『日本労働協会雑誌』597号。 
水上英徳（2005）「労働と承認―ホネット承認論の視点から―」『社会学研究』78 号。 
水野有香（2009）『日本における派遣労働の位相―労働市場分断論の視点から―』（大阪市
立大学大学院経済学研究科後期博士課程博士論文）。 
道中 隆（2009）『生活保護と日本型ワーキングプア』ミネルヴァ書房。 
宮本太郎（2009）『生活保障―排除しない社会へ―』岩波書店。 
村上英吾（2011）「失業を経験したワーキングプアの実態―2008年経済危機以降の動向
―」、連合総合生活開発研究所『ワーキングプアに関する連合・連合総研共同調査研究報
告書Ⅱ―分析編―』。 
守島基博（2011）「『多様な正社員』と非正規雇用」『RIET Discussion Paper Series』11
－Ｊ－057。 
連合総合生活開発研究所（2006）『公正で健全な経済社会への道―2006～2007年度経済情勢
76 
報告―』第一書林。 
――― 編（2010）『ワーキングプアに関する連合・連合総研共同調査研究報告書Ⅰ―ケース
レポート編 ～困難な時代を生きる120人の仕事生活の経歴～ 』。 
――― 編（2011）『ワーキングプアに関する連合・連合総研共同調査研究報告書Ⅱ―分析編 
～困難な時代を生きる人々の仕事と生活の実態～ 』。 
労働政策・研修機構（2008）『母子家庭の母への就業支援に関する研究』（労働政策研究報
告書№101）。 
吉中季子（2011）「母子世帯の母親の就労と生活の実態」、連合総合生活開発研究所『ワーキン
グプアに関する連合・連合総研共同調査研究報告書Ⅱ―分析編―』。 
Mok, A.L.（1975）“Is er een Dubbele Arbeidsmarkt in Nederland?、 Pre-adviezen aan de 
Vereniging voor de Staathüisbondkunde”、 Martinus Nijhoff、 Den Haag. 
Pena-Casas,R. and M.Latta (2004) Working poor in European Union, European Foundation 
for the Improvement of Living and Working Conditions. 
 
 77 
第３章 日本における「自立」支援と社会的包摂 
 
 
はじめに  
 
 1990 年代末以降、ホームレス生活者、ニートと呼ばれる若者たち、高齢者、障害者、ひとり
親家族など、いわゆる広義の生活困窮者に対する支援策をみると、「自立」が目標とされ、いず
れも「自立」支援がキーワードとなってきた。もちろん、今日においても、2013 年 12 月に制
定された生活困窮者自立支援法にも、「自立」の言葉が使われている。このように、日本では、
長年にわたって、生活困窮者に対する施策は、「自立」に向けた支援として議論され、政策を検
討することが当然のこととされてきた。しかも、この「自立」をめぐる議論は、社会福祉の領
域だけにとどまらず、広く政治・経済の領域においても重要なキーワードとなっており、今日
の市民社会や経済を支える主体として「自立した個人」「自己選択できる個人」への期待が強調
されてきた1。しかし他方で、「自立」は新自由主義的政策の思想であり、この思想は「貧困や
社会的孤立をはじめとする社会問題の原因は怠惰な個人にある」、「それは自己責任において解
決すべき問題だ」とするものであり、これが格差社会を助長してきたとして、手厳しい批判を
行う議論もある［たとえば、吉崎 2005］。 
このような状況をみるにつけ、「自立」という用語の使われ方は、必ずしも一様でないことが
わかる。では、「自立」は何を意味しているのだろうか、まずこの点を、1950 年代以降の日本の
社会福祉の領域を中心に明らかにしていきたい。また、そうした「自立」観から導き出される
支援策もまたいくつか異なった位相をもって展開されてきた。本章の課題の一つは、これらの
点を解き明かすことにある。 
同時に、生活困窮者の問題は、今日では「社会的排除」として捉えられ、それを克服する政策
として「社会的包摂」を論じる議論が登場してきている。この「社会的排除／包摂」というと
らえ方は、90 年代以降の欧州の社会政策において普及してきたが、日本でも 2000 年前後から
政府文書で援用されはじめた。しかし、生活困窮者の問題を克服するにあたって、それを「自
立」支援として論じることと、「社会的包摂」として論じることとは、関連しつつも決して同じ
ではない。では、日本における生活困窮者支援という文脈のなかで、「自立」と「社会的包摂」
はどのように関連させて理解されているのだろうか。この点の解明を、本章のもう一つの課題
とする。なお、一言に「社会的包摂」といっても、第 1章で論じたように、これは多様性を含
                                                        
1  これに関連して，1999 年開催された社会政策学会春季大会（共通論題「自己選択と共同性－20 世紀の労
働と福祉－」）の総括論文において，岩田正美は的確に次にように論じている。「個々人の『自己選択』や
『自立』が，ますます市場の優位性を誇り，技術革新を続ける現代という時代の新たなキーワードとなっ
ている」「国家や企業からそのような『自立した個人』『自己選択できる個人』が期待されるだけでなく，
女性，高齢者，障害者などを含んだ，従来の『マイノリティ』にとっても，『自由権』の遅ればせながらの
獲得という意味で望ましい目標としてしばしば取り上げられる」［岩田 2001: 67－68］。ちなみに，2001
年度の『厚生労働白書』の特集は，「生涯にわたり個人の自立を支援する厚生労働行政」であった［厚生労
働省 2001］。 
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んだ用語であることから、日本社会での受け入れかたにバイアスがかかることがなかったのか、
この点を見落とすことなく議論を進める必要があるだろう。 
 
 
１ 社会福祉領域における「自立」論の展開―1990 年代以前―  
 
（１）生活保護制度と「自立」 
1950 年社会保障制度審議会は「社会保障制度に関する勧告」（50 年勧告）を発表し、憲法
第 25 条にもとづいて社会保障制度の体系を構築した。この勧告の第２編では、「国家扶助は、
生活困窮に陥ったすべての者に対して、国がその責任において最低限度の生活を保障しもって
自立向上の途をひらくことを目的とする」とした。これと関連して第４編では、「社会福祉と
は、国家扶助の適用をうけている者、身体障害者、児童、その他援護育成を要する者が、自立
してその能力を発揮できるよう、必要な生活指導、更生補導、その他の援護育成を行うことを
いう」と述べている。このようにして、戦後日本の社会保障制度は、社会保障の責任は国家に
あるとする基本理念を示すとともに、国家扶助による最低限度の生活保障と自立向上への支援
を規定した。 
同じ 1950 年、「50 年勧告」の理念に沿って生活保護法が制定された。生活保護法第１条は、
生活保護制度の目的として、「生活に困窮しているすべての国民に対し、……、その最低限の生
活を保障するとともに、その自立を助長する」と規定した。また、２つの目的を達成するため
に８種類の扶助（生活扶助、教育扶助、医療扶助、住宅扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、
葬祭扶助）が実施された。 
しかし、「50 年勧告」にしろ、生活保護法にしろ、「自立の助長」についての明確な内容は示
されなかった。その結果、新しい保護制度ができた当初から、これをめぐって２つの解釈が行
政内部で対立した。一つは厚生省社会局長であった木村忠二郎の「惰民養成排除」論であり、
もう一つは彼の部下で保護課長であった小山進次郎の「内在的可能性」重視論であった［河合 
1997 : 131］。 
木村は、「自立助長」を「惰民防止」であると解釈し、この場合の「自立」は経済的に依存し
ていない状態を意味するとし、その「助長」とはできるだけ保護廃止に近づけることであると
論じた［清水 1997 : 78］。これに対し、小山は、「人をして人足るに値する存在たらしめるため
には単にその最低生活を維持させる」とともに、それぞれの人が内包している「内在的可能性
を発見し、それを助長育成し、而うしてその人をしてその能力にふさわしい状態において社会
生活に適応させること」［小山 1976 : 92］と述べた。すなわち、小山における「自立助長」と
は、個人がもつ内在的能力の可能性を育成することであった。 
このように、戦後日本の公的扶助制度のはじまりにおいて、「自立」をめぐる解釈は、対立す
る２つの議論に割れ、出発したのであった。しかし、その後の生活保護行政の分野においては、
圧倒的な力をもって「自立＝保護廃止」論が主流を占めていった。それとともに、「自立」をめ
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ぐる議論も全体としては低調なまま推移することになった2。したがって、その後の生活保護行
政のもとでは、「自立助長」は被保護者の保護からの脱却と理解され、すみやかに保護を廃止し
てとにかく経済的自立、就労による自立を図るという趣旨で理解されてきた［石橋 2001 : 200］。
しかも、経済的自立や就労による自立に向けた具体的施策がまったく講じられず、惰民防止と
いう観念と結びついて、「自立助長」は単に保護廃止や「保護を受けないようにすること」とし
て使われることになっていった［田中 2003 : 113］。 
 とくに、80 年代の第３次「適正化」の時代以降、このような生活保護の運用が厳しさを増し
た。そこには、70 年代後半に登場した新保守主義、新自由主義の影響を受けた第二次臨時行政
調査会（1981～1983 年、いわゆる「中曽根臨調」）の「日本型福祉社会」論が深く関わってい
る。1981 年に発表された臨時行政調査会第１次答申は、「自由で活力ある福祉社会」を実現す
るために国民生活と行政との関わり方を見直し、真に救済を必要とする者への福祉水準を堅持
しつつも、「国民の自立・自助の活動、自己責任の気風を最大限に尊重し、関係行政の縮減・効
率化を図る」ことを打ち出した。さらに、83 年の最終答申では、生活保護制度の運用に関して
不正受給の防止、自立助長対策の推進などによる「適正化」政策を打ち出した［河合 1997 : 126］。 
 このように、戦後日本の生活保護行政において「自立」は、保護制度への依存からの脱却＝
保護廃止、依存の阻止、そして就労による自立として解釈され、それは新自由主義の論調であ
る自助努力と一致し、いっそう強力に押し進められていった。 
 
（２）障害者の自立生活運動 
他方、日本の障害者福祉の領域においては、アメリカで生成・発展した重度障害者主体の自
立生活運動の影響を受け、1970 年代から「自立生活（Independent Living）」思想が広がった。
従来の伝統的な自立の考え方は経済的自立や身辺自立が支配的であったため、身辺自立が困難
な重度障害者、職業的自立が容易ではない障害者は自立困難な存在としてみなされ、隔離的、
被保護者的な生活を余儀なくされていた。これに対して、「自立生活運動」は、自己決定権の行
使を「自立」と捉える考え方を提起した。すなわち、自らの人生や生活のあり方を自らの責任
において決定し、また自らが望む生活目標や生活様式を選択して生きる行為を「自立」として
理解した。それまで支配的であった障害者の自立観では、自立できる障害者とそうでない障害
者の区別を創り出すのに対して、自立生活運動の提起した自立観は、すべての障害者に受け入
れられるとともに最も体系的な自立観を構築したと評価されるものであった［定藤 1993 : 8］。 
ここでいう「自立」は、厳密には自律として理解されるべきものであろう。盛山和夫によれ
ば、自律とは、「他の何ものからも独立しているということではなくて、自己の判断を再帰的に
内省しうる能力が存在し、かつその能力を生かして自己の行為を決める能力、あるいはそのよ
うにして行為すること」と定義される［盛山 2004 : 188］。すなわち、ここでの「自立」は自律
であり、自己決定とそれにもとづく行為として定義できるものであろう。障害者自立生活運動
                                                        
2  しかし，1950 年代には，公的扶助サービスをめぐる中村－岸論争があり，1970 年代後半には，今村雅夫が人格
的自立，日常生活上の自立，労働における自立，経済的自立の４による「全体的な自立」を論じた［湯浅 1997 : 
295］。 
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によって、当事者の人びとが生活の主体者として生きる権利を獲得した意義はきわめて大きい
ものがある。 
   
 
２ 社会福祉改革論議における「自立」論     
 
（１）社会保障審議会「1995 年勧告」 
戦後から 1980 年代にかけては、以上のように、社会福祉の２つの分野において、「自立」を
めぐるいくつかの議論が登場してきた。しかし、いずれの領域においても、「自立」には異なっ
た意味が付与され、そしてまったく異なった政策的展開を導くかたちで使われてきたのであっ
た。これらの議論は、1990 年代中頃以降の社会福祉改革の論議に対して大きな影響を及ぼすこ
とになる。次に、このあたりの状況を整理しておきたい。 
 先に示した1950年の「50年勧告」は、その後の経済・社会の構造変化（とくに、少子・高
齢化の進展や家族機能の変化等）を踏まえて、根本的に見直されることになった。1995年
に、社会保障審議会は「社会保障体制の再構築（勧告）―安心して暮らせる21世紀の社会をめ
ざして―」（95年勧告）を発表し、社会保障制度改革において第１に重要なことは、すべての
国民が「自立と社会連帯の考えを強くもつことである」とし、「自立と連帯」が理念として掲
げられた。 
この新しい社会保障の理念としての「自立」について、京極高宣は次のように述べてい
る。自立支援は、もともとアメリカなどの障害者自立生活運動から発信されたものであるが、
「いまや単なる障害者の福祉の理念だけでなくて、高齢者も、そして児童も、低所得者の福祉
など、すべての社会福祉の基本理念として重要視されなくてはいけない時代になっている」
［京極 2002 : 88］。その上で、「自立」は「自己決定と自律の可能性の拡大」であるとし、
自立支援は「もっている可能性をいかに引き出すか」にあると述べた。さらに、「自立は目標
であり、……自助と互助と公助の組み合わせによって自立支援が可能になる」と述べた［京極 
2002 : 132, 134］。 
このように、障害者自立生活運動から生まれた新たな「自立」観は、政府の社会保障改革
の基本理念としての位置を獲得し［笹沼 2000 : 7］、これはその後生活保護における「自立」
論の見直しにも影響を及ぼすことになる。この「自己決定と自律」という「自立」観は、経済
的自立や身辺的自立を果たすことができず、経済的・身辺的援助を受ける者であっても社会の
中で精神的・人格的に自立しうる存在として生きる権利を有するということであった。しか
し、この「自立」を実体のあるものにするには、京極が述べたように「自助と互助と公助の組
み合わせ」による自立支援が求められることになるとともに、同時に「自分の生き方を自由に
デザインできるようになるための選択肢が豊富に整備」［笹沼 2000 : 7］されなければならな
い。その意味では、いっそう緻密な実施計画と充実した支援体制が求められることになる。 
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（２）社会福祉法（2000年6月）における「自立」 
「95 年勧告」をもとに 2000 年 6 月に社会福祉事業法が改正され、社会福祉法と名称が変更
された。これは、豊かな社会における社会福祉制度として、救済的な措置制度
ヽ ヽ ヽ ヽ
から利用者の選
択を尊重する利用制度
ヽ ヽ ヽ ヽ
へと転換を図ろうとする社会福祉の基礎構造改革であった。そして、福
祉サービスの基本的理念として「利用者が心身共に健やかに育成され、又はその有する能力に
応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するもの」（第３条）が提示された。1998
年６月に示された中央社会福祉審議会「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」は、こ
の点についてさらに詳しく次のように論じている。改革の理念として、自己責任原則を基本と
し、「自らの努力だけでは自立した生活を維持できなくなる場合」、「従来のような限られた者の
保護・救済にとどまらず、国民全体を対象として、・・・・・・、社会連帯の考え方に立った支
援」を行うとしている。すなわち、社会福祉対象を国民全体へと普遍化、一般化を明示し、同
時にその機能を保護・救済にとどめず、自己決定を軸とした「自立」に向けた支援、そして支
援」を行うとしたのである［三浦・中江 2004 : 11］。 
なお、当時の厚生省社会・援護局長であった炭谷茂は、この「自立」について、次のように
補足している。それは、「他人に対する依存が少ないほど望ましいという考え方に立つものでは
なく、たとえ障害を持っていてもその人らしく生きていくという意味での自立を意味する」。
「ハンディキャップを負っている人が自分の能力を最大限に発揮しつつ、自分の生活を送る上
で必要な援助を受けることも自立の考え方に反するものではない。そういう意味で、自立につ
いては、他人とのつながりのない個人を強調するのではなく、個人を結びつける社会連帯と併
せて考えるべきである」［炭谷 2003 : 42］。すなわち、自分の能力を最大限に発揮した生き方
が「自立」であるが、それには社会連帯による他者・社会とのつながりが必要であることが強
調された。 
この「自立」論の特徴は、第一に「他人に対する依存が少ないほど望ましい」というそれま
での生活保護行政のあり方や日本型福祉社会論が強調した自立自助を否定したことにある。第
二に、能力の発揮の重視という点で、小山進次郎の自立論と親和的である。そして第三に、同
じこの能力発揮の重視という視点は、障害者自立生活運動、「95 年勧告」で強調された「自立」
論を踏襲したものであった。しかし、第四に、まだ十分に熟された議論になっていないが、社
会連帯という表現を通して「自立」は社会関係との関連において捉えることが重要であること
された。 
なお、社会福祉法では、これと関連して三つの点が示された。ひとつは、利用者の自己選択
によって福祉サービスのメニューを自由に選択できるもの（自己決定）へと変えることである。
これには、質の高い福祉サービスの充実と幅広い選択メニューを用意することが必要であり、
そのための福祉サービスの提供は市場原理を原則としつつ、公的機関、福祉法人、民間企業、
NPO の多様な機関によるものとされた。もう一つは、地域での生活を総合的に支援するための
地域福祉の充実である。これは、地域ごとに異なる福祉ニーズに対応するために地域の主体を
重視した新たな福祉システムの構築をめざすものであるとされた。さらに、この地域福祉のシ
ステムは同時に社会的なつながりの構築の受け皿として考えられた。こうして、社会福祉は、
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利用者の自己選択、地域での生活支援へと大きく変化していくことになる。しかし、三つ目の
地域福祉における社会的なつながりの構築は、あとでみるように、必ずしも順調に進んだわけ
ではない。 
 
（３）生活保護制度改正論議（2004 年 12 月）における「自立」 
90 年代後半以降の経済構造の変化、失業や社会的孤立の増加などとともに、生活保護受給者
が増加していった。このことから、生活保護費の抑制が政策課題の一つとして浮上してきた。
また、1998 年６月の「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」などで示された「自立」
観との関連において生活保護制度の見直しが必要となってきた。こうしたなか、2004 年 12 月、
厚生労働省が設置していた「生活保護のあり方に関する専門委員会」が報告書を発表した［厚
生労働省 2004b］。これは、生活保護法の改正をめざして、厚生労働省が設置した有識者・専
門家から構成された委員会の報告書である。 
 この報告書では、生活保護制度見直しの背景として、生活保護受給者の抱える問題と生活保
護制度の問題の二つを指摘した。前者の問題としては、具体的に３つが指摘された。第一は被
保護世帯の急増であり、第二に社会的入院、DV、虐待、多重債務、元ホームレスなどの多様な
問題、社会的きずなの希薄化、就労への障害の存在などの重なりという被保護世帯の困難な現
状が指摘された。そして第三に、第二の結果であるが保護受給期間の長期化にともない「自立
が困難になっている世帯が少なくない」ことが指摘された。すなわち、量と質の二つの側面に
おいて生活保護受給者の抱える困難の深刻さが増しているのである。後者の問題としては、法
にもとづいて本来保護が受けられる人が排除されているという「現在の制度運用のあり方」、
経済的な給付のみの限界、保護長期化の防止策（自立・就労支援）の不十分さ、担当職員個人
の努力・経験等に依存している実施体制の四つが指摘された。 
これらのことは、生活保護受給者の質的な問題が、社会的に生じた問題であるだけでなく、
生活保護制度によってつくられた問題でもあることを示している。生活保護制度とその運用は、
生活保護受給者に対しスティグマによる精神的な不安定や暮らしの荒廃をもたらし、社会との
つながりを希薄化させてきた。それは保護受給期間の長期化をもたらし、この長期化はさらに
保護受給者の精神的不安定や社会的孤立を深刻なものにする。この悪循環によって、彼らは「福
祉依存の罠」に絡め取られていくパラドックスをつくり出しているのである。 
これらの問題点の指摘を踏まえて、この『専門委員会報告書』では、見直しの視点と方向性
が提示された。まず、「利用しやすく自立しやすい制度へ」という見直しの視点が掲げられ、①
被保護世帯の安定した生活の再建、②地域社会への参加、③労働市場への「再挑戦」の三つの
課題を実現するための「バネ」としての働きをもたせるために、自立・就労施策の活用が示さ
れた。 
 また、先に示した社会福祉法の基本理念を踏まえて、三つからなる「自立」支援の定義が提
起された。その第一は就労による経済的自立のための支援（就労自立支援）、第二は身体や精神
の健康を回復・維持し、自分で自分の健康・生活管理を行うなど日常生活において自立した生
活を送るための支援（日常生活自立支援）、そして第三は社会的つながりを回復・維持するなど
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社会生活における自立支援（社会生活自立支援）である。 
 これらによって、「自立」支援が具体的に語られ、しかも人間生活を包括的に再構築すること
をもって「自立」と定義したことの意義は大きいだろう。しかし、いくつか問題もある。その
第一は、それぞれの「自立」の領域において個人がなすべき「自己決定と自律」については触
れられずに終わっている。第二に、『専門委員会報告書』では地方自治体による自立支援プログ
ラムの策定を義務づける案を打ち出したことは興味深いが、その内容が就労支援に偏り、他の
二つの「自立」支援の具体策が深められなかった点である。 
 この生活保護改革は、生活保護受給者の抱える問題だけでなく生活保護制度とその運用の問
題まで指摘した点、従来の制度を「自立支援」を軸とするものへ変革するものである点、この
２点において評価できるものである。しかし、まだまだその改革は不十分であった。その一つ
は、漏給等によって潜在的な保護対象者が多く存在することには触れられなかったことである。
もう一つは、長期失業者の増加や不安定雇用の増加、そして所得不平等の拡大によって貧困層、
いわば生活保護受給者の予備軍が増加していることへの言及がなかったことである。とくに
OECD が明らかにした貧困率の国際比較によって日本の貧困率が相当高いことが明らかにさ
れた3 が、こうした事態に応える方策どころかその事実にさえ目を向けずにいた。さらに、社
会福祉基礎構造改革に則した見直し論であれば、それは「保護」（＝対象に対する措置）を超
えて利用制度をめざす必要があり、「生活保護」という呼称の変更を課題として捉えることも
必要であっただろう。 
 
（４）若者自立支援策の展開 
 生活保護制度や障害者自立生活運動における「自立」とその支援、ならびに社会保障理念と
しての「自立」の考え方について検討してきた。しかし、「自立」の用語は、こうした社会福祉
領域だけに限定されず、内閣府が中心となって進められた若者支援の議論においても、2000 年
代に入って見受けられるようになった。それは、次の三つの報告書である。 
第 1 は、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣及び経済財政政策担当大臣の関係４閣
僚を中心とした 2003 年４月発足の「若者自立・挑戦戦略会議」（2004 年６月より官房長官が
加わり関係５閣僚）が策定した『若者自立・挑戦プラン』（2003 年 6 月）である。またその強
化を図るため、2004 年 12 月に『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』がとりまとめ
られた。第 2 は、同じ時期に、内閣府が教育学者 市川伸一を中心とした有識者からなる「人間
力戦略研究会」を組織し、2003 年４月に発表された『人間力戦略研究会報告』である。第 3 は、
これらを受けて、内閣府は、「若者の包括的な自立支援方策に関する検討会」を組織し、2005
年 6 月にまとめられた『検討会報告書』である。 
第 1 の『若者自立・挑戦プラン』（2003 年６月）と『若者の自立・挑戦のためのアクション
                                                        
3  OECD が 2005 年２月に発表したワーキングペーパーによると，日本のジニ係数（所得格差指数）は
OECD27 か国のうち第 10 位，貧困率は第５位と高位グループに属した。また，これらの指数は 90 年代後
半上昇し続けてきたことを明らかにしている［Förster & Mira d’Ercole 2005 : 10, 21］［連合総合生活開発
研究所 2005］。 
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プラン』（2004 年 12 月）では、若者の「自立」は職業的な自立として捉えられ、はじめて若者
向けの就労支援策が提起された。しかし、その対象は、就労意欲を持つ若者に限られ、そこに
は、就労意欲を持たないのは自己責任とする論調で議論が展開された。 
これに対し、第 2 の『人間力戦略研究会報告』（2003 年４月）では、教育学者 市川伸一が提
唱する「人間力」を採用して、多面的な視点から若者の人材育成のあり方を探っている。その
中で、「人間力」は「社会を構成し運営するとともに、自立した一人の人間として力強く生きて
いくための総合的な力」と定義された。そして、この「人間力」には、知的能力的要素、社会・
対人関係力的要素、自己制御的要素の３つの構成要素があるとし、それを発揮する場として職
業生活、市民生活、文化生活の３つに着目した［人間力戦略研究会 2003 ： 10］。この「人間
力」の考え方は、多面的であることから具体的な政策化には及ばなかった。なお、この議論は、
後の 4（2）で触れる「新しい市民社会」論における「自立した個人」の概念と親和性をもつ。 
これらの二つの報告書を踏まえて 2005 年 6 月に発表された第 3 の報告書、内閣府『若者の
包括的な自立支援方策に関する検討会報告書』は、タイトルにもあるように、就労だけにとど
まらない包括的な自立支援策の提起をめざしたものとなった。同『報告書』では、「自立」を「社
会的」なものとした上で、若者の社会的「自立」の課題を①就業による職業的自立、②親から
の精神的・経済的自立、③日々の生活における自立、④社会への関心・公共への参画の四点に
とりまとめた［内閣府 2005 : 5］。この若者の「自立」論は、三つの特徴を持つ。一つは、理念
的な「人間力」という表現はここでは取り上げられなかった。それに代わって、基本的には生
活保護改革論議で提起された「自立」の三つの側面とほぼ重なる内容が論じられ、これらに若
者の特殊性として親からの精神的・経済的自立が加えられた。さらに、2003 年 6 月の「若者自
立・挑戦プラン」では若者へのさまざまな就労支援のみが取り上げらえたのに対して、この報
告書ではこれに加えて、学校、地域社会の側から若者とくにニートへの支援を提起している。
この第 3 の報告書は、このような意味においてまさに包括的な支援をめざす方向に転換したと
いってよいだろう。 
 
 
３ 就労を軸とする自立支援策の展開  
 
（１）『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』2002 年１月 
 前の二つの節では、歴史的には、1950 年代にはじまる生活保護の「自立助長」論、1970 年
代の障害者の「自立生活運動」論、2000 年 6 月に社会福祉事業法における「自立」論を検討
し、また、2000 年代入って登場した生活保護改革を潜る専門委員会報告と若者自立支援策にお
ける「自立」論を論じてきた。これらを通して、「自立」という用語が異なった内容を意味する
ものとして使われてきた実態が明らかとなった。 
そこでは、「自立」を、経済的・職業的自立の範囲において理解するのか、そうではなく日常
生活・社会生活における自己決定能力の獲得も含めて理解するのかという問題、さらに、社会
や公共への参画まで視野に入れるべきだという意見がみられた。また、「自立」支援においては、
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1950 年代の生活保護をめぐる「惰民養成排除」論と「内在的可能性」重視論の対立を皮切りに、
「自己決定」論、意欲の有無を理由とした支援実施の選別、包括的支援などが登場していた。 
2000 年代に入ると、こうした流れと重なりながらも、就労を重視した「自立」支援策の展開
が具体化されていく。次に、こうした現実の支援策として構想された政策プログラムおよび実
際の支援法の中で、「自立」がどのように定義され使われているのかを検討していこう。これに
あたって、４つの文書を取り上げたい。その一つは、厚生労働省の省内プロジェクトチームに
よって作成された『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』（2002 年１
月）である。つづいて、2002 年３月に制定された「母子家庭等自立支援対策大綱」、2002 年７
月に制定された「ホームレス自立支援特別措置法」、そして、2004 年９月 24 日に開催された第
16 回の生活保護制度のあり方に関する専門委員会に提出された『説明資料 自立支援のあり方
について』と、その具体化として 2005 年から実施がはじまった「自立支援プログラム」であ
る。 
まず『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』（2002 年１月）は厚生
労働省の職員たちの議論にもとづいて作成されたという点で、厚生労働省の実務にたずさわる
人たちの“本音”が表明されているかもしれない。この報告書の目的は、第１に今後のいっそう
の高齢化による社会保障負担増が見込まれるなかで、負担能力の低い者（生活保護受給者、高
齢単身者、障害者、母子家庭、ホームレス生活者）への「政策配慮の在り方」、すなわち彼らの
負担能力向上の方策を探ることである。第２の目的は「社会的に援護を要する多様な人々が、
一人ひとりの能力を十分に発揮し、自立して尊厳を持って生きることができるよう、広範な生
活支援の在り方」を探ることにある。すなわち、社会的援護を要する人びとへの生活支援によ
って、今後予想される社会保障財政の深刻化をいくらかでも軽減すること、同時に彼らの自立
した生活を構築することであった。 
 その上で、４つの生活支援が指摘された。第１に、現状の生活保護制度、生活福祉資金貸付
制度、母子家庭対策、障害者対策、高齢者対策、ホームレス対策、雇用対策によって、所得保
障や福祉サービスが十分に対応できていると肯定的に評価した。第２に、これらの対応策を前
提に、これからは働く意欲と能力のある人には、「就労支援と福祉貸付といった自立支援策」を
推進するとした。就労支援としては、2002 年度から始まった母子家庭就労支援センター事業、
障害者就業・生活センターの設置やホームレス自立支援センターの増設を謳った。また、雇用
保険の枠外にある失業者へは生活福祉資金貸付制度による生活費の貸付を行うとした。この就
業を軸とする自立支援の動向は、イギリス、アメリカ、ドイツなどの就業優先策及び「福祉か
ら就労へ」の動きを示しつつ、「諸外国でも大きな流れになっている」と主張された。第３に、
「公的制度のほか、地域における社会的つながりを回復し、すべての人を社会の構成員として
包み支え合う（ソーシャル・インクルージョン）のための地域の多様な主体による取り組みを
重視していく」必要性、すなわち地域における社会的つながりの回復＝ソーシャル・インクル
ージョンが示された。なお、ここで論じられたソーシャル・インクルージョンは、地域福祉計
画において示されたものを踏襲したものである。そして最後に、生活支援の担い手のあり方に
ついて、その担い手となる人材の育成、要援護者が総合的な相談を受けることができるシステ
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ム（ワンストップサービス）、社会福祉法人の自主性・自発性の確保・強化策の検討の必要性が
述べられた。 
この報告書は、一方で社会的な生活困窮者が、就労を軸に自立し、それを支える仕組みとし
ての社会的つながりと生活支援の担い手のあり方について論じられたという意味で、きわめて
ふみこんだ政策提起をしている。しかし、最も重視された点は、就労支援であり、それが今後
予想される社会保障財政の逼迫を回避する手段となることが強調されている4。また、その就労
支援のあり方については、欧米のワークフェアから多くを学びうることを示唆しているが、こ
のワークフェアについてはあらためて論じることにしよう。なお、ここで示された提言の多く
は、次に示されるさまざまな自立支援プログラムへと具体化されていったと推測される。  
 
（２）さまざまな自立支援プログラムの策定と実施 
 2002 年３月厚生労働省は、「母子家庭等自立支援対策大綱」を発表し、母子家庭の母に対し
て、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策、経済的支援策といった総合的な自立
支援策を実施することとした。これを踏まえて、2002 年 11 月に母子及び寡婦福祉法などの関
連法律が改正され、あわせて 2003 年４月に施行された改正児童扶養手当法によって、支給開
始から一定期間を経過した場合等における母子家庭の母に対する児童扶養手当の一部減額措置
が導入され、「その就業を確保することが従前に増して強く求められている」とした。こうした
状況に対処するため、「母子家庭の母の就業支援について特別措置法」が 2003 年７月に成立
した［厚生労働省 2004c］。 
 この施策がめざすものは、一方で保育所への優先的入所を認めるなどの子育て支援・生活支
援もあるが、それも含めて母親の就業、求職活動、職業訓練を可能にするものとして位置づけ
られ、就業支援による自立が最優先課題とされた。また、児童扶養手当の一部減額措置はこう
した母親を就業へと向かわせるインセンティブとして位置づけられた。すなわち、これはある
種のワークフェア的な施策とみなされてよいだろう。 
 ホームレス生活者の支援においても、「自立支援」はキーワードとなった。1999 年５月厚生
省、労働省を中心とした６省庁と６つの関係自治体による「ホームレス問題に対する当面の対
応策」にはじまって、2002 年７月には「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が制
定された。翌 03 年には厚生労働省はさらに施策の具体化を自治体に促すために「ホームレス
の自立の支援等に関する基本方針」を策定した。これらの文書によって示されたホームレス生
活者の自立支援策は次のように４点に整理できるだろう。第１に、自立に向けた「総合的かつ
きめ細かな対策が必要」との視点から、ホームレスを３類型に分類した。すなわち、就労する
意欲はあるが失業状態にある者、医療、福祉等の援助が必要な者、社会生活を拒否する者であ
る。第２に、「ホームレスが自らの意思で安定した生活を営めるように支援することが基本」で
あるとし、具体的には「就業機会の確保が最重要」、「その他居住の場所の確保等が重要」とし
て、就労による経済的自立がなによりも重視された。第３に、もちろん「老齢や健康上の理由
                                                        
4 生活保護制度における就労による経済的自立をめぐる論議については、［大川 2004］を参照せよ。 
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などにより自立能力に乏しい人びとに対しては適切な保護」を実施して「福祉等の援助による
自立を支援」し、「社会生活を拒否する者」に対しては「社会的自立を支援しつつ施設管理者に
よる退去指導」を行うとした。高齢や障害を抱えるホームレス生活者に対する生活保護は順次
拡大されてきたが、社会生活を拒否するとみなされた人びとへのアプローチは必ずしも十分で
ないだろう。第４に、就労意欲のある者に対しては、自立支援センターを中心とした自立支援
が実施されるが、実際には入所枠が設定されていることから、自立の可能性の高い者から順に
入所できるといった選別――それが当然であるかやむを得ないかは別として――が行われている。
また、各自治体によって自立支援実施計画の策定とその実施が取り組まれているが、必ずしも
十分な成果を上げていないとも指摘された5。 
 この他、生活保護においても、厚生労働省は、2002 年 3 月 29 日に就労可能な被保護者に対
して「増収指導、就労指導等適切な指導を行い、もって適正な保護の決定実施を図る」とする
通知（社会・援護局長の通知、社援発第 0329024 号）を発表し、就労能力のある生活保護者の
経済的「自立」が促進されることになった。 
厚生労働省は、母子家庭の母親、ホームレス生活者、そして就労能力のある生活保護世帯に
対する自立支援を先行例とし、2005 年からはこれをいっそう強力に押し進めるために生活保
護受給者を中心とする生活困窮者に対する「自立支援プログラム」の策定・実施を開始した。
この「自立支援プログラム」の概要は、厚生労働省社会保障審議会 福祉部会 生活保護制度の
あり方に関する専門委員会 第 16 回委員会（2004 年 9 月 26 日）に提示された『説明資料 自
立支援のあり方』に示された。生活保護受給者をはじめ、ひとり親世帯の親、就労経験の少な
い若年者、社会的入院患者等（精神障害者等）、多重債務者、ホームレス生活者、高齢者への自
立支援プログラムの案が示された。その基本は、就労能力のある者に対する就労支援の実施で
あり、それをスムーズに進めるための具体案が示された。もちろん、ひきこもりの若者など「就
労意欲が欠如」している者、独居の高齢者などで就労能力を持たない者などに対しては、社会
生活能力や社会とのつながりが自立につながる者として描かれている［厚生労働省、2004a］。 
 これら一連の自立支援プログラムの実施にあたっては、地方自治体に多様な支援策（個別支
援プログラム）の整備を義務づけ、準備が整ったプログラムから順次、被保護者を選定し参加
を促すよう求めている。また、保健福祉事務所等の生活保護の実施機関が、被保護世帯全体の
状況を把握した上で、自立支援の具体的内容や実施手順等を内容とする世帯類型ごとの「個別
支援プログラム」を定め、これに基づいて個々の被保護者に必要な支援を組織的に実施すると
した。しかし、実際の支援内容は、１.ハローワークに配置される就労支援コーディネータの利
用を中心とした「生活保護受給者等就労支援事業」（今年度の新規事業）の活用、２.担当ケー
スワーカー等による継続的かつきめ細やかな進路・就労相談、３．授産施設、小規模作業所、
社会適応訓練事業等の活用、４．地域貢献活動への参加促進などであり、就労による経済的自
立をめざす施策に大きく偏っている。なお、この新たなプログラムの実施にあたっては、自治
体、福祉事務所、社会福祉法人そして NPO といった現場レベルにおいて新しい発想でもって
                                                        
5  ホームレス生活者に対する自立支援計画の成果と問題点についての検討は、［笹沼 2004］を参照のこと。 
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新たな課題への対応を迫られるため、多くの課題が提起されている［日本福祉士会、2005］。就
労による経済的自立に焦点が絞られつつあるとはいえ、とりもなおさず自立支援プログラムが
実施の運びとなったことは福祉行政における大きな転機といってよいだろう。 
 なお、こうした動きとは別に、財政制度審議会は、「平成 17 年度予算編成の基本的考え方に
ついて」（2004 年５月発表）において、自立支援と生活保護にふれて次のように意見を表明し
ている。社会福祉の役割について「『保護・救済型』から『自立支援型』への転換を進め、人々
の自立と誇りの精神に立脚した制度とする必要」として、現在進められている自立支援を高く
評価した。しかし他方で、生活保護について補足性のさらなる厳格適用、生活扶助基準引き下
げ、母子加算の廃止、国庫負担率の見直しを求め、その論調は 2005 年６月発表の平成 18 年度
版「基本的考え方」においていっそう強く打ち出されてきている。また、これと歩調を合わせ
て、厚生労働省社会援護局は、2005 年４月から厚生労働大臣と財務大臣を主要メンバーとする
「生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会」を立ち上げ、これらの問題について具
体的協議を開始した。この動きは、1980 年代にみられた自立自助論への回帰を想起させるもの
であるし、自立支援の推進を結局は地方自治体の責任と、当事者に自己責任をとらせるものへ
と変質させてしまう可能性を含んでいる。 
 
 
４ 「自立」の定義の多様性とその背景 
 
（１）社会福祉領域における多様な「自立」論 
 日本の社会福祉の領域において「自立」と「自立支援」の２つの用語がどのように使われて
きたかを検証した。これらの言説は多様なものであったが、ここではそれらを整理しておこう。 
 第１は、1950 年頃の木村忠二郎の「惰民養成排除」論と小山進次郎の「内在的可能性」重視
論があげられる。第２は、戦後生活保護行政における「保護廃止・保護の拒否・自助」論・日
本型福祉社会論の自立自助論と 70 年代以降の障害者自立生活運動にみられる「自己決定と自
律」論があった。第３に、1990 年代中頃以降から現代にいたる時期においては、社会福祉改革
の中で理念として展開された「自己決定と自律」論、その具体化と考えられる生活保護改正論
議や『若者の包括的な自立支援方策』の中で提示された「包括的な自立」論、「自立支援プロ
グラム」で示された「就労支援への収斂」論、そして財政制度審議会にみられる「自立自助へ
の回帰」論があった。 
 これらの多様なとらえ方は、もちろんさらに類型化することが可能だろう。１つの類型は、
木村「惰民養成排除」論、生活保護行政における「保護廃止・保護の拒否・自助」論・日本型
福祉社会論の自立自助論、財政制度審議会にみられる「自立自助への回帰」論の系列である。
第２は、小山「内在的可能性」重視論、障害者自立生活運動の「自己決定と自律」論、社会福
祉改革理念としての「自己決定と自律」論、「包括的な自立」論である。第３は、明確な主張
とはなっていないが自立支援行政の実態として「就労支援への収斂」論がある。このように、
一方には「自立」を自己責任と自助努力に求める自由主義的な論調が脈々と継続し、他方では
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「自立」を個人の能力の発揮と自己決定・自律に求める論調とが継続している。たしかに、90
年代中頃以降の社会福祉改革のなかで、後者の論調が正当なものとして位置づけられた。しか
し、現実の福祉行政の現場では、２つの論調の狭間にあって、「就労支援への収斂」といった
傾向を読みとることができるのである。このように、福祉領域の「自立」をめぐっては複数の
言説が存在しているだけでなく、それらが錯綜するなかでいっそう曖昧な用語と化しつつある
ようにもみえる。 
 
（２）「自立」をめぐる諸理論 
ところで、「自立した個人」というとらえ方は、政治学と経済学において相互に関連しつつ
も異なった文脈で議論されてきた。近代市民社会は、その社会秩序を形成するにあたっての基
礎として必要な市民の要件を、経済的に身体的な「自助」と「自律」に求めた［岩崎 2002 : 74］。
しかし、それぞれの領域において、相互に関連しつつ異なった議論の発展をたどった。その議
論を振り替えておこう。 
政治学とくに市民社会論において、市民社会が成立する前提として「自立した個人」が想定
されていた。山口定は、市民社会論を論じるにあたって、まず「市民」を、「自立した人間同士
がお互いに自由・平等・公正な関係に立って公共社会を構成し、自治をその社会の運営の基本
とすることを目指す自発的人間型」と措定した［山口 2004 : 9］。つづいて、「目標概念として
の市民社会」は、第１に「国家」からの「社会の自立」、第２に「封建制」や前近代的な「共同
体」からの「個人の自立」、第３に「大衆社会」「管理社会」からの個々人の「自立」し公共社
会を「下から」再構成するという意味での「個々人の自立と公共社会の回復」という３つの自
立論があるという［山口 2004 : 12-13］。 
 こうした市民社会を規範としてみた場合、また自助努力と自己責任を前提とした上での個人
主義的価値観が定着しているアメリカと比較した場合、日本ではむしろ個人主義の対極をなす
「集団主義」――その現代版は「会社主義」である――がいつまでも強すぎて、真に自立した個
人が育たず、いまでもなお個人主義の確立、「個人の自立」が基本的課題であるという［山口 
2004 : 309］。実際には、会社主義も解体過程にあるとする議論も盛んであり、この視点からみ
れば依存できる共同体の解体にともなって「個人の自立」が求められる状況になったというこ
とになろう。 
他方、山口は、公共性という観点からみた場合、M・M・ハワードによる市民の自発的結社
への参加指数の国際比較によりながら、「日本社会のすさまじいほどの『私化（privatisation）』
状況」、「『市民社会』というよりは『私民社会』といったほうがよい状況」を問題として取り上
げている［山口 2004 : 199-200］。この観点からも「自治をその社会の運営の基本とすること
を目指す自発的人間型」、すなわち公共性を内包した自立した個人の確立が主張された。 
同じく、市民社会論の研究者である篠原一は、「自律的市民層」の登場の可能性が大きいこと、
またそれによって新しい市民社会が構築されることへの期待を語る。すなわち、現代の日本は
「第２の近代」に入りつつあるが、そこには「市民社会を強化する新しいデモクラシーのあり
方を提示しそれの担い手」となる「自律的市民層」が想定されるとし、これらの人びととは、
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「かつての財産と教養のあるブルジョア市民ではなく、教育と知識と一定の富と、そして認識
力と判断力を持つ広範な自律的市民層」であるという［篠原 2004 : 152］。 
 いずれにしろ、新しい市民社会論の構想の中から「健全な市民社会の担い手としての自立
した市民」の育成を強調する議論が展開されている。しかし、こうした市民が存在しえるには、
やはり「一定の富」が前提とされることになるが、これについては、市民社会論は研究分野の
対象外として語らない。もちろん、個々人がこの「一定の富」を確保する方策は、次にみる経
済学における「個人の自立」だけでなく、所得再分配などの福祉国家における方策もありうる
だろう。 
経済学、とくに古典派理論では個人は市場において対等で経済的に自立した存在と想定され
た。この考え方は、新古典派経済学においても基本的に引き継がれていく。そして、それは、
日本の経済政策をめぐる議論においても、色濃く反映されている。たとえば、内閣総理大臣の
諮問機関で 1998 年８月に発足した経済戦略会議は、1999 年２月に『日本経済再生への戦略
（答申）』で、次のように述べている。「従来の過度に公平や平等を重視する社会風土」は「健
全で創造的な競争社会」の構築を妨げてきたとし、「自己責任に基づく生活設計」「個人が主導
して行なう能力開発」など自己責任が強調された。この市場主義と自己責任を基調とする議論
を、齋藤純一は次のように分析する。「合理的と考えられるのは、リスクを脱－集合化し、それ
を個人で担うこと、生命の保障の根幹を社会国家に委ねるのではなくて自らの責任において引
き受けることである」。それにともなって、自らの能力にしか生命の保障を求めることができな
くなる中で、「人びとは、労働市場において雇用される可能性を常に維持し続け」、「自己という
『人的資本』を弛みなく開発し、活用することすなわち「自己統治」が求められる」［齋藤 2000 : 
78］。これは、いわば、経済的な自立、就労による自立として集約される議論である。 
このように、政治学と経済学において、それぞれの分野で「個人の自立」がキーワードとし
て、今日も議論の対象となっているのである。そして、社会的援護を要する人びとの「自立」
「自立支援」は、つねにその２つの理解の間を揺れ動いている。 
 なお、これらの議論とは別に、塩野谷祐一によって提起された「人びとの動態的参加と自己
実現」すなわち「卓越」の概念［塩野谷 2002］もまた、「個人の自立」を実現するという議論
の一つと考えられる。塩野谷は次のようにその議論を整理している。社会保障の理念は、困窮
や不平等に対して社会的正義の観点にもとづき社会的連帯によって相互扶助を行い、さらに市
場の失敗を補うものとして、効率という根拠からも基礎づけられた。これらはいわばリスクへ
の対応として、人々の能力の欠如を補うものである。しかし、これらは社会保障に消極的な位
置付けしか与えていないとして、この延長上に能力のいっそうの発揮を支え、人間の自己実現
の機会を拡大することが求められる。それはスプリングボード機能であり、ポジティブな社会
保障である。そして、これの理念となるのが、人間存在を評価する徳（卓越）であるとする。
また、この考え方は、イギリスの「第三の道」の社会投資国家の考え方に近く、それに明示的
な倫理学的基礎を与えるものであるという［塩野谷 2004 : 26］。 
 三つの「自立」の議論を見てきた。あらためて整理すると、「個人の自立」は、政治学では社
会の要請として、経済学では経済発展のモデルとしての市場競争を支える主体として、そして
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卓越の議論では人間としての自己実現として、その必要性が論じられた。しかし、いずれにお
いても共通して強調されているのは、個人の能力を高めるという視点である。 
 しかし、問題は、一部の人々においては、何らかの社会的あるいは個人的要因によって、こ
れらの「自立」のいずれかが実現できない状況になるということではなかっただろうか。した
がってまた、それを未然に防ぐ予防的な施策と事後的な施策が必要とされたわけである。とり
わけ、この予防的施策については、新自由主義的な議論においてはそれを否定し、そのことが
当事者の自立へのインセンティブとして作用するものと考えている。これに対し、ある社会的
排除・包摂の議論では、すべての人に就労ならびにさまざまな社会資源・財・サービスへのア
クセスを促すことで自由と能力の向上が達成されるとする［バラ・ラペール 2005］。 
 では、日本において、「社会的包摂」をめぐる議論は、どのように論じられているのだろうか。
次に、その点をみていこう。 
 
 
５ 社会福祉改革論議における「社会的包摂」 
 
（１）『社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書』2000 年 12
月 
 2000 年 12 月には、『社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会報
告書』が出された。この報告書の冒頭で、近年は「都市化と核家族化の進展や、産業化、国際
化の中で人々の『つながり』が弱くなってきた」ことによって、社会的な援護を要する人々が
増加してきたことが指摘された。具体的要因としては、①経済環境の急激な変化、②家族の縮
小、③都市環境の変化、④価値観のゆらぎいう４点が挙げられた。 
確かに、こうした動向とその要因は、近年のいくつかの調査によっても指摘されているとこ
ろであり、社会的援護を要する人びとの問題を取り上げたのはまさに当を得たものであると評
価して良いだろう。 
続いて、報告書では、社会的援護を要する人々のもつ問題の基本的性格を、①心身の障害や
疾病、②社会との関係における問題の深まり、③貧困や低所得の３つに区分し、さらに②につ
いては②－ⅰ「社会的排除・摩擦」と②－ⅱ「社会的孤立」に細分した。なお、そうした基本
的性格をつくり出したものは、先に指摘された経済的・社会的要因によるところが大きいが、
さらに社会制度の側にも諸問題があることが指摘された。すなわちこれは、社会福祉の制度が
社会的援護を要する人びとを放置してきたことを指摘しているのである。この事情は、一方で
行政の責任が問われる必要があることを暗に語っているし、他方ではこれまで経済・社会のあ
り方を前提とした諸制度が機能麻痺に陥っていることを語っている。 
報告書では、社会的援護を要する人びとの問題を「新たな福祉課題」と捉え、それへの対応
の理念として「今日的な『つながり』の再構築」を提起し、４つの施策を示した。 
第１は新たな「公」の創造である。まず、今日的な「つながり」の再構築を図り、「社会の構
成員として包み支え合う（ソーシャル・インクルージョン）ための社会福祉を模索する必要が
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ある」とした上で、「公的制度の柔軟な対応を図り、地域社会での自発的支援の再構築」が必要
だという。特に、2003 年４月に施行が予定されている「社会福祉法にもとづく地域福祉計画の
策定、運用に向けて、住民の幅広い参画を得て『支え合う社会』の実現を図ること」が示され
た。この住民の参画については、社会福祉協議会、自治会、NPO、生協・農協、ボランティア
など地域社会における様々な制度、機関・団体の連携・つながりを築くことによって達成され
るのであり、これをもって、新たな「公」の創造と呼んでいる。 
第２に、社会的援護を要する人びとに対する新しい支援のあり方が提示された。すなわち、
金銭やサービスの供給だけでなく、情報提供、問題の発見把握、相談体制を重視し（社会福祉
の方法論の拡大・確立）、社会的つながりを確立していく必要があるという。 
第３は問題把握から解決までの連携と統合的アプローチであり、ここでは問題の発見・相談
は、必ず何らかの制度や活動へ結びつけ、「問題解決につなげるプロセスを重視する」と述べら
れた。プロセスの重視という表現は、これまでのこうした文書には見られなかったものであり、
欧州におけるソーシャル・インクルージョンの方法論の影響をうかがい知ることができる。 
第４は基本的人権に基づいたセーフティネットの確立である。ここでは、個人の自由の尊重、
社会共同によるセーフティネットの確保、そして最優先の課題として最低限の衣食住の確保が
示された。 
1990 年代以降において、社会的に困難を抱えている人々の存在が大きくなってきたが、それ
を「つながりの弱体化」として捉えたのは、従来になかった視点であろう。さらに「人々の『つ
ながり』の構築を通じて偏見・差別を克服するなど人間の関係性を重視するところに、社会福
祉の役割があるものと考える」と述べ、社会福祉が新たな政策領域に立ち向かう必要性を述べ
ているのも、注目に値する。 
このように、この報告書では、社会的援護を要する人びとに対する社会福祉は、社会的つな
がりの再構築などソーシャル・インクルージョン、公的制度の柔軟な対応、新たな公の創造に
よる地域社会での自発的支援が重視された。また、支援のあり方は、金銭やサービスの供給だ
けでなく相談体制と問題解決につなげるプロセスが重視された。こうした発想は、これまでの
日本の社会福祉の考え方には見られなかったものであり、本文でも触れているように欧州の「社
会的包摂」の議論を取り入れたものである。 
しかし、欧州での「社会的包摂」という概念は、一般には「社会的排除」と対になる概念で
あり、それらは貧困という分配上の問題と社会的関係の問題の２つを含んでいる［バラ・ラペ
ール 2005］。しかし、この文書では、このようなものとして、この２つの用語は使われていな
い。たとえば「社会的排除」は現象面での排除関係に限定されている。たしかに、本書のよう
に、ホームレス生活者や外国人・残留孤児等は市民からのそしてまた制度からの直接的な排除
をこうむっている。しかし、欧州での「社会的排除」の議論はもともと現象面の排除から出発
しながらも、なぜそうした現象が引き起こされるのかを追求する中で、分配と社会関係を含む
大きな概念として構築されていった。 
同様のことは、「社会的包摂」についても言える。本報告書におけるこの概念は、社会的排除
より広い領域すなわち社会的関係の問題において使われ、社会的つながりの構築を意味してい
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る。これに対し、欧州では、「社会的排除」同様に「社会的包摂」も分配の問題と社会関係の問
題の両方を含む対概念なのである。このように、欧州で議論されてきた社会的排除・包摂の用
語が使われつつも、この報告書ではそれらの意味はより狭義の現象を指すものに還元されてい
る。 
ところで、この報告書では、「自立」については直接には何も論じていない。たしかに、ホー
ムレス問題と生活保護について論じている部分で、この言葉が登場するが、明確な定義づけな
しに使われているにすぎない。 
他方、社会的援護を要する人びとに対する支援において、新たな「公」すなわち地域福祉が
果たす役割について論じられた点も注目しておく必要がある。この点は、厚生労働省の社会保
障審議会福祉部会が 2002 年１月に出した『市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計
画策定指針の在り方について』においてさらに深められることになる。 
  
（２）『地域福祉計画策定指針の在り方について』2002 年１月 
 厚生労働省は、2000 年６月の『社会福祉基礎構造改革』にもとづいて 2002 年 1 月に『地域
福祉計画策定指針の在り方について』を発表した。ここにおいては、まず地域福祉推進の背景
と必要性が論じられた。その主な点は、第１に家族の相互扶助機能の弱体化、地域の社会的つ
ながりの希薄化にともなって、一方で高齢者、障害者などの生活上の支援を要する人びとがい
っそう厳しい状況におかれていること、他方で社会的援護を要する人びとの新たな社会問題が
発生したことが上げられている。第２に社会福祉の理念的な考え方から導き出された議論であ
るが、個人の尊厳と対等平等の考え方にもとづいて地域住民すべてで支える社会福祉に変わる
ことの重要性が示され、そのためには「自立した個人が地域住民としてのつながりを持ち、思
いやりをもって共に支え合い、助け合うという共に生きるまちづくりの精神」が必要だという。
すなわち、地域において一人ひとりの自立を支える仕組みをつくること、地域自立生活支援が
強調された。 
 それに続いて、地域福祉推進の理念として、①住民参加の必要性、②共に生きる社会づくり、
③男女共同参画、④福祉文化の創造が掲げられた。とくに②の共に生きる社会づくりでは、社
会的援護を要する人々の地域社会への参加と参画を促し社会に統合する「共に生きる社会づく
り」の視点の重要性が述べられ、この「社会づくり」をソーシャル・インクルージョンと規定
している。 
 この報告書では、地域福祉の対象として社会的援護を要する人びとが積極的に取り上げられ
た点で、『社会福祉基礎構造改革』（2000 年６月）における「社会連帯」が具体化されている。
しかし、「ソーシャル・インクルージョン」の用語が登場してきたという点で、『社会福祉のあ
り方検討会報告書』（2000 年 12 月）の影響がみられる。また、ソーシャル・インクルージョン
が意味する内容は、『社会福祉のあり方検討会報告書』が「社会の構成員として包み支え合う」
と抽象的であったのに対し、ここでは、「地域社会への参加と参画」「社会的に統合」「共に生き
る社会づくり」と、ある程度具体的なイメージが把握できる表現へと発展している。しかし、
このソーシャル・インクルージョンの概念は、『社会福祉のあり方検討会報告書』と同様に、社
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会的つながりの側面のみを意味し、分配の側面は触れられていない。 
これに対し、「自立」という用語は、次のように使われている。たとえば「国民生活の安心
と幸せを実現するためには、自立した個人が地域住民としてのつながりを持ち、思いやりをも
って共に支え合い、助け合うという共に生きるまちづくりの精神が育まれ生かされることが必
要不可欠」である。また、中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会で示された新しい社会
福祉の理念を引用しつつ、「その人らしい安心のある生活が送れるよう自立支援する」。もう
一つ、社会福祉法第３条を引用しつつ「その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが
できるように支援する」という記述もある。これらの「自立」は、若干そのニュアンスが異な
っているようにも思える。最初のものは経済的な自立、第２は自己決定権の付与、最後は「身
辺自立」あるいは「日常生活動作の自立」と呼ばれるものを意味しているだろう。 
その上、この報告書では、ことさら要援護者の「自立」を問題として取り上げた点で興味深
く、地域社会の住民の意識が変わることが要支援者の「自立」の前提と主張され、同時に、こ
の指摘と裏表の関係になるが、要援護者の社会参加の重要性が指摘されたこと、すなわち社会
参加が個人の「自立」を促すとも述べられている。すなわち、要援護者の「自立」を社会的関
係の視点から述べたわけだが、政府関係文書においてこうした指摘がはじめて行われたという
意味で大いに評価してよいだろう。すなわち、個人・家族の地域生活自立支援を社会福祉の目
的とし、それを地域社会において実現することがめざされたのである［和田・鷹野 2004 : 57］。 
このように、報告書においては、公と民の協働で地域福祉を支えてきた非営利活動を改めて
評価し、地域の「つながり」の再構築や地域コミュニティづくりを担う｢新たな公｣としての役
割をそれに期待し育成していこうと主張されている。そして、地域の「つながり」の再構築や
地域コミュニティづくりがソーシャル・インクルージョンであると述べている。すなわち、個
人の尊厳という視点からの「自己決定・自己実現」、「ソーシャル・インクルージョン」、「つな
がりづくり」、「新たな公」という４つの視点から、地域福祉が論じられた。 
 
（３）地域社会セーフティネット機能強化と「自立支援プログラム」 
 上記の『地域福祉計画策定指針の在り方について』で示された要援護者の地域生活自立支援
は、2005 年から地域社会セーフティネット機能強化として、具体化された。しかもそれは、先
の３．（２）で論じた「自立支援プログラム」と結合されて、展開されることになった。 
 これにあたって、厚生労働省は、既存の事業資金を統合し新たな事業資金として「セーフテ
ィネット支援対策等補助金」を創設した。この目的は、「地方自治体が生活保護受給世帯のほか、
地域社会の支えを必要とする要援護世帯に対する自立支援プログラムの策定や自立・就労に向
けたさまざまな支援サービスを一体的に実施し、地域社会のセーフティネット機能を強化する
こと」にあった［厚生労働省 2005］。 
こうして生活困窮者の自立、それはとりもなおさず就労による自立が主たるものであるが、
これを実施する主体としての地方自治体の責任が明確にされ、自治体には個々の人びとの自立
支援プログラムの作成が求められた。しかし、各地方自治体は、困難を抱えた人びとに対し、
ハローワークと連携して職業紹介を実施したり、就労にまで結びつけていく訓練等のさまざま
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なサービスの実施が求められることになったが、それらは決してたやすいことではない。なぜ
なら、第１にこうした施策の実施は各自治体とも手探りで進めざるをえない状況にあるからで
あり、第２にこうした人々を受け入れる企業や団体を見つけることは容易ではないだろう。そ
してなによりも第３に、いったん職業生活から離れて久しい人びとを再びそこに戻すには当事
者のスティグマや自信喪失といった心の問題をまず解決することなしに進めるのは困難をとも
なうのである。 
したがって、対象となる人々をいきなり雇用に結びつけるのではなく、ソーシャルワーカー
との密接な信頼関係の構築をつくり、毎日特定の場所――それが試行的に受け入れてくれる企
業や団体であることもあれば NPO による職業訓練的な組織である場合もある――に通うことで
他者との居心地の良い関係をつくる訓練、それを通しての自己アイデンティティの回復などが、
先行して必要であろう。こうした支援活動の多くは、フランスやイギリスでは NPO によって担
われている。すなわち、社会とつながるとともに、自らが社会から承認されているという自信、
そして意欲の回復を可能にする制度的な環境を整えることが必要ではないだろうか。 
 
 
６ 自立支援と社会的包摂をめぐるいくつかの論点 
 
今日の日本の社会福祉の領域において、「自立」「自立支援」と「社会的包摂」がどのように
定義され使われているのか、そしてまたそれが具体的にどのような政策となって展開されてい
るかを明らかにしてきた。これらのなかで、明らかとなったことは、次のように整理できるだ
ろう。第１に、今日の日本において「自立」の定義をめぐって多様な理解があるとはいえ、生
活困窮者が直接に「自立支援」策と対峙する局面では就労による「経済的自立」を求められる
ものとして立ち現れている。第２に、もちろん経済的に自立が可能である人にとっては何ら問
題ないが、これらの人びとの多くはそれがまさに困難のであって、それに対して地域での支援、
地域でのつながり・支え合い、すなわち「社会的包摂」によって強力に「経済的自立」を支え
るという論理であった。言い換えれば、地域の共同体の潜在力、とりわけ新しい地域社会の担
い手である NPO やボランティアの力への期待が期待されているのである。 
では、このようにまとめ上げられる日本の社会福祉のありようは、どのような論点をはらん
でいるのだろうか。これについて以下では３点指摘できると思う。 
第１は、個人の自立と共同体の関係の歴史変化と、その到達点としての地域生活自立支援と
いうあり方に関わる論点である。 
戦後の高度経済成長は伝統的村落共同体の衰退・崩壊ばかりでなく、都市部における日本的
な「まち共同体」も衰退・崩壊させた［山口 2004 : 275-276］。そして、これに代わって登場
し日本社会を支えた共同体が終身雇用を暗黙のルールとする企業社会であった。しかし、今日
雇用流動化の進行のなかで、この共同体への依存も危うくなっている。そうしたなかで、人々
に求められてきたのが「個人の自立」であった。しかし、市場原理主義にもとづく雇用流動化
は、これをも不確実で危ういものにさせている。金子勝は、雇用流動化が「『自己なるもの』の
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所有を徹底的に解体する傾向を持っている」とし、「底抜けの競争原理は、人びとの自立を奪い、
社会を自滅に追い込む」とまで言い切る。したがって、彼は、「自己なるもの」の所有の回復の
重要さを主張し、「労働市場の中に熟練や技能を個人に帰属させる（社会的な）資格制度やキャ
リア評価のルールを組み込むという忘れ去られていたオルタナティブを復活させなければなら
ない」、「自立を基盤とする連帯社会を築くためには、この社会は共同して『擬制としての所有』
の再建を図らなければならない」 ［金子 2001 : 10］とする。すなわち、あらためて社会的に
承認されうるそしてまた自己のアイデンティティを回復する労働規範の再構築を主張した。な
るほど、その重要性の主張には共感できるが、その実現の糸口をどこに見出すべきか、回答は
得られていない。今後論じられるべき論点だろう。 
他方、自立社会の危うさを地域社会の共同性の再構築の試みのなかで解決しようという動き
は、日本では地域生活自立支援として具体化が図られようとしている。実は、こうした動きは
決して日本だけではない。「社会的排除－包摂」の議論においても、地域共同体は社会的包摂を
可能にする重要なファクターとして位置づけられている［樋口 2004 : 6－7」。また、90 年代
後半のイギリスのブレア政権のもとでのコミュニティの再構築の試みは、市場主義や個人の責
任、雇用流動化などによってもたらされた不安への解答であるといわれている［渋谷 2003 : 
50-51］。これは、雇用領域における市場主義と個人の自立との追求のなかで生じた問題を地域
の新しい共同体によって一定の解決を図るものとして理解できる。これについて、渋谷望は、
地域の共同体が新自由主義的な施策を補完するものとして考えることができるという立場をと
る。たしかにそうした理解は可能であるが、他方で、地域の新たな共同体の中に、新自由主義
に対するオルタナティブを発見できるという議論も成り立つだろう。いずれにしろ、これもま
た、今後議論が求められる論点である。 
第２に、日本における「社会的包摂」の定義と、「自立」と「社会的包摂」の２つの概念の関
係を問題にしなければいけない。すでに述べたように、もともと議論が展開されていた欧州に
おける「社会的包摂」の定義に比べ、日本の定義では「社会的なつながりをつくる」、「地域で
支え合う関係をつくる」といったことに限定して使われている。すなわち、これは上記の地域
社会の共同体の役割を積極的に評価するための概念として位置づけられているのである。した
がってまた、厚生労働省は、生活困窮者の経済的な自立を支える仕組みとして地域社会セーフ
ティネットを位置づけたが、これは同様に「社会的包摂」も同じものとして位置づけられたこ
とを意味する。すなわち、日本の社会福祉においては、「自立」がなによりも重要な目的であり、
これを実現する手段として「社会的包摂」があるという理解となっている。いわば、「自立」が
上位概念であり、「社会的包摂」はそれを支える下位の観念として理解されているのである。 
では、もともと欧州で議論が深められてきた「社会的包摂」の概念と「自立」との関係はど
のようなものとして考えられているのであろうか。欧州においても論者によって「社会的排除」
「社会的包摂」の定義は若干異なるが、ここではバラ＆ラペールの議論［バラ・ラペール 2005］
に沿って整理していこう。彼らによれば、「社会的排除」は、現代社会特有の社会問題を指すも
のとして位置づけられている。すなわち、新自由主義政策への志向の中で、雇用の流動化によ
って誰もが貧困に陥る危険性に直面していること（経済的貧困）、それと関連して家族はもちろ
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んそれ以外の社会的つながりが弱体化し、さらに社会的な地位の喪失や自己の社会的アイデン
ティティの喪失といった現象が発生し、これらを包括的にとらえるものとして、「社会的排除」
は概念化された。したがって、この対概念である「社会的包摂」は、シティズンシップを重視
し社会的な権利の付与による社会的地位の確保、仕事に就くことによる所得の確保と社会的な
承認（社会に貢献しているという役割の承認）の獲得、それによってはじめて可能となる社会
における人間的なつながりが得られるのである。これは具体的な政策に置き換えれば、なによ
りもすべての人を対象とする普遍的な権利保障（その究極の政策はベーシック・インカムであ
る）が求められ、同時に排除に陥ることのないように予防策が構想されなければならない。そ
して最後にこれらの施策にもかかわらず排除された人々に対する社会参入支援が必要となる。
とくに後者の二つに対しては、積極的な労働市場政策の展開と地域コミュニティの役割が強調
されることになる［樋口、2004］。これらの施策を通して、生活困窮者の社会への参入が達成さ
れ、最終的には経済的な自立に至るものとして構想されている。したがって、この「社会的包
摂」は包括的な政策をめざすものであり、これを実現するなかで、困難を抱えた人びとの経済
的自立も実現できるものとして想定されているのである。簡潔にいって、「社会的包摂」が重要
な政策目標であり、その結果として「個人の自立」が達成されると考えている。いわば、「社会
的包摂」が上位概念であり、「自立」はそれに付随するという意味で下位に位置する。 
このように、日本における「自立」と「社会的排除」をめぐる議論と政策は、欧州における
理論としての「社会的排除」論――たとえば EU などにおける実際の政策がこれと同じように展
開しているかどうかは別問題である――に比べ、論理の構造が逆転していると言えるだろう。 
第３に、「就労による自立」を促す政策は、これまでの所得保障中心の福祉に取って代わる新
しい傾向としてアクティベーションと呼ばれて、多くの先進諸国でも広く見受けられるものと
なっている。また、「社会的包摂」の議論も、その最も重要な手段としてこれを位置づけている
（ただし、これのみを強調するものではない点に留意しておく必要がある）。このように、先進
諸国では、「福祉から就労へ」といったワークフェア（アクティベーションの一つの類型）の戦
略が広がりつつあるが、その具体的政策はアングロサクソン諸国のようなある種の強制力を持
って福祉受給者を就労へと移行させるものを意味しており、これ以外に、スウェーデンのよう
なマクロ的な積極的雇用政策を前提としたスムーズな労働力移動をめざすものまで多様である
［宮本、2004］。こうしたなかで、生活困窮者に対する日本の就労支援は前者に近いものである
と特徴づけてよいだろう6。しかも、日本では、社会的な環境を整える制度が不十分であるため、
福祉受給者の就労への移行はひたすらソーシャルワーカーや就労支援員たちの努力に依存し、
また彼らによる当事者への指導や声援だけに終わることが多い。したがってまた、「自立」の達
成はきわめて低くなる可能性が高いのである7。このような日本における「就労による自立」支
援という政策を、アクティベーションの議論に照らして分析することも重要な論点であろう。 
 
                                                        
6 なお，日本におけるワークフェアの研究については，［宮本・イト・埋橋 2003］を参照せよ。 
7  たとえば，ホームレス生活者に対する自立支援事業による就労自立率の低さが問題として語られている［福原
2005］。 
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第４章 日本におけるアクティベーション政策の展開 
 
           
はじめに 
 
 1990 年代以降、経済のグローバル化や社会の個人化にともない日本の社会経済構造が変化
し、長期失業、不安定雇用、貧困そして社会的なつながりの喪失などさまざまなリスクに直面
する人たちが増えてきた。企業主義、男性稼ぎ主型家族モデル、それらを前提とする社会保障
諸制度、これら三つの柱によって構成された日本型福祉レジームは、こうしたリスクの発生を
想定したものではなかったことから、今日、機能不全に陥り変容を迫られている。それは、雇
用政策をはじめ、社会保険制度、社会福祉制度、家族政策、人口政策など社会政策のすべての
領域にわたっているとともに、「新たな公」の創出など市民社会のあり方もまた問われている。
すなわち、今日は、日本の福祉レジームの転換期にあるといってよいだろう。こうした状況の
なかで、近年、日本政府もまた、社会保障制度改革の議論を進め、2011 年 6 月には政府・与党
社会保障改革本部による『社会保障・税一体改革成案』がとりまとめられた。 
福祉レジームをめぐる諸課題のなかで、本章ではとくに就労困難な人々に対する雇用と福祉
の政策連携によるアクティベーションに注目し、これらが 1990 年代末以降の日本でどのよう
に進展してきたかを振り返り、整理を試みるものである。あわせて、今日の日本がめざしてい
る新たな福祉レジームの在り方について検討することを目的としている。 
福祉レジームをめぐる諸課題のなかで、本章では、就労困難な人々に対する雇用と福祉の政
策連携によるアクティベーションに注目し、これらが 1990 年代末以降の日本においてどのよ
うに進展してきたのかをふり返り、整理を試みるものである。あわせて、今日の日本がめざし
ている新たなアクティベーションの方向性について検討することを目的としている。 
なお、アクティベーションの定義については、第 1 章第 6 節で示した定義に沿って議論を進
めることとする。すなわち、「広義のアクティベーション」は、失業保険給付や公的扶助を受
給している人、また稼働能力をもつその他の生活困窮者に対して、積極的労働市場政策（職業
紹介、職業訓練または職業教育）や各種の社会活動参加プログラムによる支援政策を適用する
ことで、就労またはそれ以外の社会参加をうながそうとする政策類型である1。しかし、この「広
義のアクティベーション」には大きく２つの下位類型がある。ひとつは、「ワークフェア」のア
プローチであり、これはアメリカやイギリスに典型的にみられる｢福祉から就労へ｣の類型が主
                                                  
1  広義のアクティベーションについては、さらに広義の定義も存在する。たとえば、宮本［2009 : 125］
は、｢アクティベーションは、人びとがその生涯でさまざまなタイミングで働き始めたり退職したりするこ
とを前提に、就労と社会参加の支援をする。その限りで柔軟な、つまり多様なライフスタイルに対応した
生活保障である｣とした。また、別な箇所では、「アクティベーション型の生活保障の基本的な考え方は、
人びとがさまざまな困難やリスクに直面したときに、隠遁の場が与えられるというのではなく、道が開け
ること、つまりその困難を乗り越えて社会とつながり続けることができる、ということである」［同前 : 
147］とも説明されている。 
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流をなし、就労または就労支援措置への参加を拒む福祉受給者に対する何らかの制裁措置（給
付の減額、期間短縮、停止など）をともなうものである2。もうひとつは、そうした制裁をとも
なわず、就労やさまざまなプログラムへの参加に向けた意欲喚起などの支援を実施し、これら
への参加を受給者の自由意志にゆだねるアクティベーション政策であり、これを「狭義のアク
ティベーション」（「人的資源開発アプローチ」）と呼ぶ。そして、この「狭義のアクティベーシ
ョン」のうち、社会的包摂の場として、労働市場を重視するアプローチを「就労アクティベー
ション（work activation）」と呼び、労働市場と合わせてもろもろの社会関係（とくに地域社会
や支援組織など）も重視するアプローチを「社会的アクティベーション（social activation）」
と呼ぶことにする。なお、「就労アクティベーション」と「社会的アクティベーション」は、実
際の支援の現場においては二者択一的ではなく、相互に連携させながら活用されることが多い。 
このように、欧州諸国のこれまでの実践をふまえて、「広義のアクティベーション」は、「ワ
ークフェア」と「狭義のアクティベーション」の二類型に区分できる。しかし、1990 年代から
2000 年代前半までの日本における稼働能力をもつ生活困窮者に対する政策をふり返ると、そ
こにはこれらのいずれとも異なるもうひとつの類型が存在していたことがわかる。埋橋［2011 : 
26-28］は、これを、支援の制度を極力実施しないことによって困窮者が否応なく就労に向かわ
ざるをえない状況に追い込む「はじめに就労ありき」型ワークフェア（work first in 
developmental context）と論じた3。この議論をふまえれば、日本で展開されてきたアクティ
ベーションには、「はじめに就労ありき」型ワークフェア、「福祉から就労へ」型ワークフェ
ア、そして「狭義のアクティベーション」という三類型があり、相互にせめぎあいと融合をは
らみながら構想され、実施・運用されてきたことになるだろう。本章では、この分析的観点に
即して、先に示した 2 つの目的を明らかにしようとするものである。 
以下では、1990 年代末から小泉政権が幕を閉じた 2006 年 9 月までを第 1 期とし、それに続
く第一期安倍政権の登場以降の時期を第 2 期として区分し、それぞれの時期の広義のアクティ
ベーション（以下では「アクティベーション」と略称する）の特徴を、雇用と福祉の政策連携
                                                  
2  アメリカを出自とする「ワークフェア」は、このように定義される。しかし、その後の研究の進展のなか
で、この用語を広義に定義する考え方も登場した。たとえば、それは、「なんらかの方法をとおして各種社
会保障・福祉給付（失業給付や公的扶助、あるいは障害給付、老齢給付、ひとり親手当など）を受ける人
びとの労働・社会参加を促進しようとする一連の政策」と定義される［埋橋 2011 : 16-21］。また、この議
論では、アメリカやイギリスでみられる「福祉から就労へ」型ワークフェアを「ハードなワークフェア」、
教育訓練によって就労能力（employability）を高めることで労働市場への参加を促進するスウェーデンな
どの政策を「ソフトなワークフェア」、「就労にともナウ福祉」型ワークフェアと位置づけ［埋橋 2011 : 
26］、これら 2 つを含むものとしている。 
  この「広義のワークフェア」は、「広義のアクティベーション」と重なり合う部分が多い。しかし、前者
の場合は「社会的アクティベーション」の視点が弱いという特徴をもつ。本章では、この「社会的アクテ
ィベーション」の視点の重要性を考慮して、広義においては「アクティベーション」という語を採用し、
「ワークフェア」は「ハードなワークフェア」を指すものとする。 
3 「はじめに就労ありき」型のワークフェアは、近年盛んになってきた東アジアの NIES 諸国や
韓国の福祉レジーム分析（たとえば［武川 2009］や［埋橋 2011］）のなかで抽出されたもので
ある。社会保障制度が未整備である発展途上国の経済発展過程においてみいだされるこのワーク
フェアの特徴は、一方で雇用機会の創出と提供を政策課題としつつも、他方では福祉給付の充実
を図ることをせずに困窮者が否応なく就労に向かわざるをえない状況に追い込むことにある［埋
橋 2012 :27-］。 
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のあり方の整理をとおして明らかにしていこう。 
なお、この連携にかかわる政策の 10 年余りの展開については、章末に示した付表 1 を参照
されたい。 
 
 
１ 2000 年代前半の「日本型ワークフェア」の模索 
 
（１）生活困窮者問題に対する２つの提言 
日本の失業率は、バブル経済の末期にあたる 1991 年の 2.1%を底としてその後緩やかに上昇
し、1997 年には 3.4%、そして 2002 年には 5.4%のピークに達した。こうして失業問題が深刻
化するとともに、新卒未就職者の増加、それに関連した若者の非正規雇用の増加が顕著となっ
ていった。他方、2000 年 12 月示された厚生省（当時）社会・援護局『社会的援護を要する人々
に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書』（以下では『検討会報告書』）は、「都市化と
核家族化の進展や、産業化、国際化の中で人々の『つながり』が弱くなってきた」ことによっ
て、「社会や社会福祉の手が社会的援護を要する人々に届いていない事例が散見されるように
なっている」ことを指摘した。 
新たに登場してきたこれらの社会問題への対応の必要性が指摘されるようになるとともに、
欧州諸国ですでに取り組まれている「福祉から就労へ」のワークフェア政策や社会的包摂も次
第に注目されるようになった。政府においては、上記の『検討会報告書』が発表されるととも
に、2002 年 1 月には厚生労働省『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告
書』（以下では『プロジェクト報告書』）が提示された。まず、これら２つの報告書において
示された考え方と政策提言を検討していこう。 
『検討会報告書』は、当時の社会・援護局長であった炭谷茂が中心となってとりまとめたも
のであり、「新たな福祉課題」である社会的援護を要する人びとの問題への対応の理念として
「今日的な『つながり』の再構築」を提起し、４つの施策を示した。第１は新たな「公」の創
造である。今日的な「つながり」の再構築を図り、「社会の構成員として包み支え合う（ソーシ
ャル・インクルージョン）ための社会福祉を模索する必要がある」とした上で、「公的制度の柔
軟な対応を図り、地域社会での自発的支援の再構築」が必要であるとした。第２に、社会的援
護を要する人びとに対する新しい支援のあり方として、金銭やサービスの供給だけでなく、情
報提供、問題の発見把握、相談体制を重視し、社会的つながりを確立していく必要が提示され
た。第３は、問題把握から解決までの連携と統合的アプローチであり、ここでは問題の発見・
相談は必ず何らかの制度や活動へ結びつけ、「問題解決につなげるプロセスを重視する」と述べ
られた。最後に、基本的人権にもとづいたセーフティネットの確立があげられた。 
これらの支援策では、欧州における社会的包摂の考え方と援助方法の影響とともに、「社会的
アクティベーション」の実施に向けた主張を読み取ることができる。ここで示された課題は、
直接には地域福祉の在り方に向けられたものであったが、その後の「日本における地域社会の
支援方策は、ソーシャル・インクルージョンの基本的なコンセプトと異なる」ものであり［熊
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田 2008 : 46］、この提言がただちに社会福祉政策に生かされることにはならなかった。しかし、
『検討会報告書』示したこの考え方は、一部自治体の地域福祉支援計画や地域就労支援事業、
民間団体による生活困窮者支援事業などに反映され、しだいに広がっていった4。 
後者の『プロジェクト報告書』は、枡屋副大臣を座長とし厚生労働省各部門の実務家から構
成されたチームにより取りまとめられたものであった。ここでは、一方で、『検討会報告書』を
ふまえながら、「社会的に援護を要する多様な人々が、一人ひとりの能力を十分に発揮し、自立
して尊厳をもって生きることができるよう、広範な生活支援のあり方を考えるべきである」と
の基本的考え方が提示された。しかし、他方で、イギリス、アメリカ、ドイツなどの就業優先
策および「福祉から就労へ」の動きを紹介しつつ、「就業を軸とする自立支援の動向は、諸外国
でも大きな流れになっている」と主張し、政策の方向性として、「今後、働く意欲と能力のある
人に対しては、就労支援と福祉貸付といった自立支援策をいっそう推進する必要がある」と論
じた。とりわけ母子家庭への支援がとりあげられ、「当面、母子家庭の自立を支援するため、き
め細かな福祉サービスの展開と自立・就労の支援に主眼を置き、平成 14 年度から総合的な母
子家庭対策の推進と児童扶養手当制度の見直しを行なう」という方向性が示された。ここでは、
「自立支援」という用語が中軸にすえられ、「福祉から就労へ」型ワークフェアが強く押し出さ
れるものとなった。 
これら２つの文書は、社会的に援護を要する人びとの増加を重要な問題としてとらえ、認識
を共有している。しかし、その支援施策の方向をみると、前者は「つながり」づくりによる社
会的包摂を軸とした福祉政策、すなわち「社会的アクティベーション」に向けた改革を強調し、
後者は欧米流のワークフェアの導入とそれによる「自立支援」を主張した。厚生労働省内の 2
つの政策志向におけるこの大きなズレは、その後の雇用と福祉の政策連携のあり方に深く影響
をおよぼしていくことになる。しかし、ひとまず 2000 年代前半においては、後者の『プロジ
ェクト報告書』の提言が政府の施策に影響力を持ち、具体化されていくことになった。 
 
（２）自立支援策のはじまり 
2000 年代初頭のこれら２つの政府の政策提言に続いて、母子世帯、ホームレス生活者、若者、
生活保護受給者、さらには障害者に対して、いずれも「自立支援」という用語を冠した一連の
政策が実施されていく。しかし、同じように「自立支援」策とされながらも、実のところそれ
ぞれの政策の手法は微妙に異なっていた5。以下では、稼働層を対象とした各自立支援策を検討
し、それぞれの特徴を整理しておこう。 
2002 年 1 月の『プロジェクト報告書』がとりあげた母子世帯について、厚生労働省は同年３
月に「母子家庭等自立支援対策大綱」を発表し、11 月には母子及び寡婦福祉法などの関連法律
を改正し、2003 年７月には「母子家庭の母の就業支援についての特別措置法」が成立した。と
                                                  
4 たとえば、大阪府は、2003 年「大阪府地域福祉推進計画」のもとづき、コミュニティソーシャルワーカ
ーの配置事業を開始し、その後の全国的な「モデル」となった［園田 2008 : 74-75］。また、同じく大阪府
が府内市町村とともに 2002 年に開始した地域就労支援事業も同様であった［福原 2007］。 
5  この「自立」「自立支援」の概念については、第 3 章を参照されたい。 
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くに、改正された児童扶養手当法では、新たな第二条として｢児童扶養手当の支給を受けた父ま
たは母は、自ら進んでその自立を図る」との一言が加えられた。 
これらの施策には、一方で保育所への優先的入所を認めるなどの子育て支援・生活支援があ
るが、他方で児童扶養手当の一部減額措置という就業インセンティブによって母親の就業、求
職活動、職業訓練をうながすとした［湯澤 2007 : 158］。 
日本の母子世帯に対する福祉政策は十分ではなく、そうした背景のもとで同世帯の母親の就
業率はすでに 80%を超え、欧米諸国に比べて非常に高い水準にあった。それにもかかわらず、
この改革は就業率のさらなる引き上げを政策目標に置き、また積極的な雇用政策ではなく福祉
水準の引き下げによってそれを達成しようとしたものであった。欧米諸国で追及されていた「福
祉から就労へ」型ワークフェアは、就労意欲を失わせるような公的扶助への依存から、多様な
職業訓練と就労したときの低賃金を補完するための給付の導入が課題であった［濱口 2009］。
このことと比較すると、母子世帯の母親への自立支援は、日本政府が模範として示した欧米型
ワークフェアとはまったく別物で、「はじめに就労ありき」型ワークフェアといえるものであっ
た。 
続いて、2002 年７月に政府は「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」を成立させ、
翌 03 年 7 月に厚生労働省は「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」を策定した。こ
れらの文書が示されたホームレス生活者の自立支援策は、「ホームレスが自らの意思で安定し
た生活を営めるように支援することが基本」であるとし、「就労する意欲はあるが失業状態にあ
る者」を選抜して、就労による経済的自立がなによりも重視された。もちろん、高齢の、ある
いは障害をかかえるホームレス生活者に対しては生活保護が適用されることになるが、稼働層
については生活保護受給を認めず、「就労意欲」の判定による選抜と自立支援センターを中心と
した就労自立支援が実施された［福原 2005 : 68-69］。ホームレス生活者をはじめ長期の失業
などにより生活困窮に陥った稼働年齢層に対する生活保護受給の承認は、2009 年 3 月、厚生
労働省社会・援護局長の通知「職や住まいを失った方々への支援の徹底について」を待たねば
ならなかった。 
稼働能力を持つホームレス生活者に対するこの自立支援策は、「福祉から就労へ」という性格
のものではない。ホームレス生活者は、本来受けられるべき福祉政策（居住と最低所得の保障）
から排除された人びとであり、そうであるがゆえに空き缶回収などのインフォーマルな就労に
よって自らの生命を支える人びとであった。また、就労自立支援策は、就職の意思のある人び
とのみを対象とし、就労意欲を担保にして 6 ヵ月の生活支援が受けられる仕組みであった。福
祉政策からの排除と、就労を軸とした新たな支援策という 2 つの側面において、ホームレス自
立支援策は、まさしく「はじめに就労ありき」型ワークフェアであった。この頃、いくつかの
ホームレス実態調査によって、当事者がかかえる生活上のさまざまな困難の実態が明らかにさ
れた（たとえば［大阪市立大学都市環境問題研究会 2001］）が、政府の施策には十分に反映さ
れなかった。その結果、この自立支援策は、結局のところ就労による稼ぎでもって経済的に自
立することを求める行政施策となり、しかもそうした行政上のかかわりを最小限にとどめるこ
とを追求するものであった。言い換えれば、これは、個人ができるだけ自己の責任において経
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済生活を営むことを求めた施策ということになる。 
 これらに続いて、就職困難な若者への政策も始まる。2003 年 6 月の『若者自立・挑戦プラ
ン』である。この『プラン』では目標として、｢人材対策の強化を通じ、若年者の働く意欲を喚
起しつつ、すべてのやる気のある若年者の職業的自立を促進し、もって若年失業者等の増加傾
向を転換させることを目指すこと」が強調された。このプランでは、「やる気のある若年者」に
限定しつつ、学校段階におけるキャリア教育の充実、職業相談や職業紹介事業の強化、職業能
力向上に向けたプログラム整備、就業機会の拡大がめざされ、若者就労支援機関「ジョブカフ
ェ」が都道府県ごとに開設された。 
しかし、それらは、学校中退や新規学卒未就職、さらにひきこもりなどの若者がかかえる問
題を、「やる気」の欠如の問題として、ひいては彼らが社会制度に不適応であることの問題とし
てとらえるものであった。これに対し、樋口［2001 : 213-214］は、若者が抱えるリスクを社会
的排除としてとらえることを強調する。まず、新規学卒一括採用という制度をとる教育機関の
機能不全、非正規雇用の拡大、そして公的年金・医療保険・雇用保険など社会保険制度からの
漏れ落ちといった社会的リスクへの対応が、これらのプランには欠落しているのである。すな
わち、ここでも、若者の自己責任が問われる施策体系が示されていた。働くことのできない若
者の扶養は家族の責任だという伝統的な家族観を前提にすることで、若者に対する生活支援と
いう観点が欠落し、そのうえで当事者の職業と社会への適応能力を問うという政策に偏ったも
のとなった。その意味で、この施策もまた就労に対する自己責任を問う「はじめに就労ありき」
型のワークフェアといってよいだろう。 
 3 つの自立支援策をみてきた。このように、母子世帯の母親に対しては、福祉水準を引き下
げることによって就労を余儀なくさせることをめざし、ホームレス稼働層や就職困難な若者に
対しては、福祉政策や生活支援策を実施することなく、「やる気」のある人のみを対象に限定し
て就労支援を実施するものであった。いずれも、「はじめに就労ありき」型ワークフェアであっ
た。 
 
（３）生活保護受給者自立支援 
生活保護受給者に対しても、2005 年 4 月に同じような自立支援策が開始されていった。し
かし、ここでは、専門的研究者による審議会の開催とその報告書のとりまとめがなされること
によって、施策実施プロセスは少し異なったものとなった。まず、2004 年 12 月に社会保障審
議会福祉部会内でとりまとめられた『生活保護制度のあり方に関する専門委員会報告』（以下で
は『専門委員会報告』）に示された「自立」の考え方を検討していこう。 
この報告書では自立支援が強調されているが、その背景には、新自由主義構造改革の自助・
自己責任論の流れ、生活保護受給者の保護への依存をモラル・ハザードとして取り上げる流れ
へのアンチテーゼ、財政縮減を求める圧力、そして社会への再統合をはかる社会的包摂の福祉
改革の流れが絡み合っていたといわれる［布川 2007 : 196-197］。これらの多様な意見を集約
するものとして、「自立」「自立支援」が位置づけられたが、その内容は、先にみた母子世帯、
ホームレス生活者、若者への自己責任を問う自立支援の考え方とは、大きく異なっている。 
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『専門委員会報告』はまず、「自立」は人間生活を包括的に再構築することであると定義し、
それを実現する自立支援を「日常生活自立支援」「社会生活自立支援」「就労自立支援」の 3 つ
から構成されるものとして提示した。これは、「就労可能な要扶助者の生活をまず安定させ、日
常生活・社会生活支援を行なう、それと並行して長期的な視点から就労能力を高め、就労につ
なげていく援助」［布川 2007 : 195］であり、「就労のための福祉」として位置づけられた。そ
して、就労可能な人を受け入れてこなかった日本においては、早期に生活保障給付を開始し、
「就労のための福祉」を拡充することが求められているとし、「利用しやすく、自立しやすい制
度へ」が掲げられた。この『専門委員会報告書』では、実のところ、就労能力を高める施策や
方法について踏み込んだ議論はなされていないが、就労による自立に先立って日常生活や社会
生活への自立支援を重視する「就労のための福祉」を強調している点からして、ワークフェア
というよりは「狭義のアクティベーション」を志向する考え方であった。その意味において、
これは、それまでの日本政府がとってきた自立支援策とは一線を画す方向性を示したものとし
て、注目しておく必要がある。 
しかし、厚生労働省はこの専門委員会の動きと別に、独自に『生活保護受給者等就労支援事
業活用プログラム』を作成し、就労支援を優先する政策提案を行なった。これによって、『専門
委員会報告』とは異なり、現実には就労自立支援が優先して実施されていくこととなった。ま
た、稼働能力を持つ生活困窮者に対して生活保護制度を「利用しやすく」という観点の具体化
は、2009 年 3 月の社会・援護局長の通達まで先延ばしされてしまった。この『就労支援事業活
用プログラム』は、ハローワークと連携して生活保護受給者の就労に向けて援助を行なうとさ
れたが、生活保護受給者の稼働能力活用条件のチェックや、受給者としての義務を果たさせる
ための手段として、各福祉事務所の現場では理解されることになったといわれる［布川 2007 : 
201］。ここでは、稼働能力活用条件にもとづき就労支援対象者が選抜され、それに同意した被
保護者が就労支援の対象となる。その当事者が就労支援を拒否することに対する罰則はないと
はいえ、ここでも就労一辺倒の支援が優先されることとなった。 
このプログラムは、生活保護受給者を対象とした政策であることを考えれば、「福祉から就労
へ」の取り組みである。もちろん、カウンセリング、意欲喚起事業就労セミナーなども組み込
んで実施しているところもあったが、ほとんどの自治体はハローワークとの連携による職業紹
介、マッチングにとどまっていた。明確な義務規定は用意されてはいないが、福祉事務所の運
用によっては「暗黙の義務」が持ち込まれる余地があり、その意味ではハードなワークフェア
の要素が入り込む可能性もあった。これらの点からみて、このプログラムと自治体による実際
の運用は「福祉から就労へ」型ワークフェアとしての側面をもつ。しかし、欧米型のワークフ
ェアは職業訓練など能力開発の支援を実施することを求めるものであることと比べて、このプ
ログラムはこの施策をまったく欠いていた。埋橋［2011 :27］が述べているように、「はじめに
就労ありき」型ワークフェアは「福祉給付の充実よりも雇用機会の創出と提供を当面の最大の
政策課題」とするものであることを考慮すれば、このプログラムも、結局は「はじめに就労あ
りき」型ワークフェアとして理解するのが妥当だろう。また、生活保護を運用する福祉事務所
の多くが困窮した稼働年齢層の人びとを「就労努力が足りない」として生活保護受給から排除
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してきたことからみても、生活保護制度の運用実態は「はじめに就労ありき」型ワークフェア
の考え方を前提としたものであったし、この点は 2005 年においてもまだ改善されていなかっ
たこれら 2 点を考慮すれば、生活保護制度の実態そのものが、そして 2005 年から始まる生活
保護受給者の就労支援もまた、「はじめに就労ありき」型ワークフェアであったのである。 
しかし、補足しておくべき点がある。このプログラムは、『専門委員会報告』に示された日常
生活支援や社会生活支援を否定するものではなく、実際の運用において「幅」が持ち込まれて
いたことから、いくつかの先進自治体ではこれらもあわせて実施するところもあった（その典
型が釧路市）。これらの自治体の自立支援策は、「狭義のアクティベーション」として捉えるこ
とができるだろう。このことは、2000 年代後半において自治体による就労支援の方向性に大き
な分岐をもたらすことになるだろう。 
 
（４）「日本型ワークフェア」とは何か？ 
 2000 年 12 月の『検討会報告書』、2002 年 1 月の『プロジェクト報告書』、そして 2004 年 12
月の『専門委員会報告』の 3 つの政府機関の政策提言を検討し、2000 年代前半の母子世帯の母
親、ホームレス生活者、困難をかかえた若者、そして生活保護受給者に対するそれぞれの自立
支援策を分析してきた。それらをまとめれば、次のように総括できるだろう。 
 3 つの政策提言のなかで、2000 年の『プロジェクト報告書』は、欧米諸国の「福祉から就労
へ」型ワークフェアの政策を学ぶことの必要性を強調し、実際の政策にも影響力をもっていた。
しかし、日本ではこの政策の前提となる「福祉」がもともと欠落していたために、現実の政策
は「はじめに就労ありき」型ワークフェアとならざるをえなかった。また、2000 年の『検討会
報告書』と 2004 年の『専門部会報告書』では、前者が「今日的な『つながり』の再構築」を、
後者は就労に限定されない日常生活自立や社会生活自立を提起した点で、いずれも社会的包摂
や「狭義のアクティベーション」に向けたアプローチを提起した。しかし、これら 2 つの政策
提言は、一連の自立支援策にただちに生かされることにはならなかった。すなわち、2000 年代
前半の 3 つの政策提言には、生活困窮者の増加を社会問題として理解した点で共通性があった
が、その施策の方向は対抗的であった。施策実施の場面では、『プロジェクト報告書』が示した
「福祉から就労へ」型ワークフェアがモデルとなったが、実際には「自立支援」をキーワード
とし、福祉水準の引き下げによる就労への誘導（母子世帯の母親）、福祉の対象から排除してき
た人びとへの就労支援（ホームレス生活者と困難をかかえた若者）、「やる気」による選別と職
業紹介のみに特化した就労支援（ホームレス生活者、困難をかかえた若者、生活保護受給者）
という「はじめに就労ありき」型ワークフェアが主流を占めることとなった。 
 では、このようなワークフェアが生活困窮者の就労支援において主流を占め、それが「自立
支援」として展開されるようになった理由はなんだろうか。一般に、「はじめに就労ありき」型
ワークフェアは、社会保障制度が未整備である発展途上国に多く見られるものであった［埋橋 
2011:27］。しかし、すでに先進国となっている日本においてなぜこのようなワークフェアが強
調されることになったのか、この点を明らかにする必要があるだろう。 
 この当時の支援策がいずれも「自立支援」をキーワードとして掲げて就労支援を実施してき
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た背景には小渕・小泉政権が主導してきた新自由主義路線が存在したことは多くの研究者によ
って指摘されてきた［例えば二宮 2009］。 
 たしかに、当時の政権の政策基調や考え方が大きく影響したことは否定できない。しかし、
もう一つ注目しておきたいのは、戦後日本の福祉レジームを形成してきた要因である。 
 政府による企業支援、男性正社員を長期にわたった安定して雇用する企業主義（あるいは企
業中心主義）、この男性正社員が配偶者や家族を扶養する男性稼ぎ主型モデル、この 3 つが日
本型福祉レジームを支えてきた。すなわち、社会保障の水準は相対的に抑制されつつも、その
一部は企業と家族によって補完させる体制ができあがったのである。そして、経済成長と完全
雇用を前提に、誰もが「普通にがんばれば」（自助努力すれば）、家族形成も正社員という地位
も獲得できるものと想定されてきた。しかし、1990 年代以降の経済のグローバル化にともなう
労働力需給の減退、専業主婦に限定されない多くの人々の非正規雇用化［福原 2008:8-9］、そ
して社会の個人化［武川 2009:95-110］によって、多くの生活困窮者が生み出され、かつ彼ら
が日本型福祉レジームから排除されるという実態がつくりだされてきた［福原 2011］。すなわ
ち、生活困窮者の増加の要因は、新しい社会の変化に対応できない日本型福祉レジームの機能
不全にあったのである。それにもかかわらず、「はじめに就労ありき」型ワークフェアが追及さ
れた理由は、これらの困窮者に対して「普通にがんばる」ことを求め、その自助努力の結果日
本型福祉レジームへの包摂が可能であるとの時代錯誤的な観念にとらわれていたことにあった。
そして、高度成長期に培われてきたこの自助努力論は、1990 年代後半に登場してきた小渕・小
泉政権の新自由主義路線の自己責任論と共鳴しつつ「自立支援」というキーワードに統合され、
いっそう強く「はじめに就労ありき」型ワークフェアが展開されることになったのである。 
 
 
２ ワークフェアとアクティベーションのせめぎあい 
 
（１）政府基本文書にみられるアクティベーション政策への転換 
 2006 年 9 月小泉政権が幕を閉じ、その改革路線を引き継ぐかたちで安倍政権が登場した。
小泉政権のもとで労働分野の規制緩和として追及されてきた労働ビッグバン路線はすでに破た
んし、代わって労働者派遣法改正などの規制緩和路線がもたらした経済格差の拡大やワーキン
グプア問題が政策課題として大きくとりあげられるようになった［五十嵐 2008］。小泉政権が
策定した政府基本文書では、こうした問題はほとんどとりあげられることはなかった。しかし、
第 1 次安倍政権以降では、議論が大きく変化し、頻繁に取り上げられることになった。この安
倍政権以降の政府基本文書において示された雇用と福祉の政策連携の流れを整理したのが、章
末の付表である。これを参照しつつ、2007 年以降の政府のアクティベーション政策をみていく
ことにしよう。 
2007 年 2 月 1 日に安倍内閣の「成長力底上げ戦略構想チーム」が示した『成長力底上げ戦
略』（案）の「基本姿勢」では、経済格差の拡大やワーキングプア問題に「正面から取り組む」
と記されることになった。そして 2 月 15 日に発表された『成長力底上げ戦略』では、「人材へ
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の投資」の 3 つの戦略が示された。すなわち、①ジョブ・カードの導入を軸とする人材能力戦
略、②生活保護受給者、母子世帯の母親そして障害者を対象とした『「福祉から雇用へ」推進 5
か年計画』の策定、③賃金底上げを可能にする中小企業底上げ戦略であった。 
ジョブ・カードとは、「職業能力を向上させようとしても、能力形成機会に恵まれない人」へ
の支援して実施されるものであり、①企業現場における実習（OJT）と座学を組み合わせた実
践的な職業訓練の提供、②その評価を記載するジョブ・カードの交付、③きめ細かなキャリア・
コンサルティングの 3 つを一体として推進する@職業能力形成システム」（通称「ジョブ・カー
ド制度」）を構築することをめざしたものであった。 
また、『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』は、「公的扶助（福祉）を受けている人などで、
経済的自立（就労）をめざしていながら、その機会に恵まれない人」、すなわち母子世帯、生活
保護世帯、障害者などを対象とし、５年後の就労実現割合を目標として設定した。具体的には、
2005 年から開設された障害者就労・生活支援センター、母子世帯等就労・自立支援センターな
どの拠点の全国的な拡大、および生活保護の就労支援プログラムの全自治体での策定などをめ
ざしていた。また、ハローワークと自治体福祉関係者と連携した「就労支援チーム」の強化、
ならびに支援対象者の就職率 60％の実現がうたわれた。 
この実現に向けて、たとえば生活保護受給者就労支援では、新たに「職業準備プログラム」
と「就業上制約条件を有する対象者」のための「採用条件にかかる求人者指導」が設けられた。
前者では、職場体験講習、個別カウンセリング、職業準備セミナー、そしてグループワークな
どが新設され、就職につながるプロセスを重視した支援メニューが導入された。これらは、ア
クティベーション」に特化した新たな政策展開とみてよいだろう［福原 2009］。 
さらに、中小企業底上げ戦略は、中小企業の生産性向上などにより、働く人の賃金の底上げ
を図ることをめざしたものであった。 
 この成長力底上げ戦略の特徴は、就職困難者自身の就労能力（合わせて中小企業の雇用能力）
に注目し、その引き上げを可能にする政策を追求しようとしたところにあり、その意味で「就
労アクティベーション」として理解することができる。しかし、経済格差やワーキングプアの
増加をもたらした企業の非正規雇用拡大策や政府の労働者派遣の規制緩和措置などといった、
社会経済的な要因を問うところまでには至っていない。このため、これらの施策を活用しても
就職につながらないケースについては、本人のやる気や意欲のなさ、すなわち自己責任が問わ
れる傾向をはらんでいた。 
しかし、いずれにしろ、この動きを皮切りに、政府のその後の政策文書では、アクティベー
ションを追求する流れが一気に加速していく。2008 年 4 月の厚生労働省『新雇用戦略』は、上
記の「人材育成」に加えて「全員参加の社会」を謳い、就業率の向上など、欧州連合が 1997 年
から開始した雇用戦略に掲げられた目標のいくつかを取り上げていた。これに関連して、「安定
した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備」を政策の柱に掲げ、正社
員以外の労働者の待遇改善を軸とする雇用制度改革の領域にも踏み込んでいった。さらに、ワ
ンストップ型相談体制の整備などのセーフティネットにも言及し、「社会的アクティベーショ
ン」が課題とされた。 
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 福田政権のもとで発表された『社会保障国民会議最終報告』（2008 年 11 月）を経て、2009
年 6 月に麻生政権のもとで発表された『安心社会実現会議報告』では、雇用と福祉の連携の領
域で今日取り組みが求められている（および一部は実施に移されている）さまざまなアクティ
ベーション政策が列挙されることになった。まず、「柔軟で安心な雇用システムの形成」では、
非正規労働者への社会保険・労働保険の適用拡大、ジョブ・カードの普及、雇用慣行・採用慣
行の見直しが取り上げられた。第 2 に、政府の公式文書ではじめて「社会統合・社会的包摂の
実現」が掲げられるとともに、給付付き勤労税額控除の導入、ワンストップ型就労支援サービ
ス提供、所得保障付き職業能力開発制度など、雇用・生活保障セーフティネットの構築、そし
て最低賃金の見直しが示された。第３に、社会貢献型ベンチャー、社会的企業など、新たな「公
の担い手」育成・支援が述べられた。そしてこれらによって、社会的包摂と雇用を軸にした安
心の再構築をめざすとした。この時点において、政策志向として、ワークフェアとは一線を画
す「狭義のアクティベーション」への志向が一挙に強まったとみてよいだろう。 
 2009 年９月には、自民党の敗北によって新たに民主党・鳩山政権が登場するが、このアクテ
ィベーション路線は基本的には大きな変更なく継続されていった6。2008 年秋のリーマンショ
ックによる非正規労働者の失業増加の実情を踏まえて 09 年 10 月に出された『緊急雇用対策』
では、雇用保険給付を受給できない失業者を対象に、麻生政権が同年 7 月にすでに開始してい
た「緊急人材育成支援事業」の継続と、新たに「住宅手当の新設」を決めた。このほか、緊急
雇用対策の推進体制として、労使代表による「雇用戦略対話」が設けられるとともに、内閣府
に置かれた緊急雇用対策本部内に「緊急支援アクションチーム」「緊急雇用創造チーム」が設置
された。前者のチームには、ワンストップ型相談の継続的実施体制づくりをめざして、2010 年
7 月に「パーソナル・サポート・サービス検討委員会」が設置されることになる。 
 また、この緊急雇用対策に中期的な「成長戦略への布石」を加えた『明日の安心と成長のた
めの緊急経済対策』が 2009 年 12 月に決定され、ここでは、雇用・生活保障システムの確立の
もとに、トランポリン型の「第２のセーフティネット」の確立として「緊急人材育成支援事業」
の恒久化策、すなわち「求職者支援制度」の創設の検討、セーフティネット機能強化の観点か
ら雇用保険制度の適用範囲の拡大を検討することが示された。 
さらに、政府、経営者団体、労働団体そして有識者が参加して行われた雇用戦略対話（2009
年 11 月～2010 年 12 月）では、社会的包摂を進めるために、フリーターの減少や最低賃金 1000
円への引き上げなど多元的な分野で具体的目標が策定された。ただし、これらの目標の実現は
成長率 3％の達成という条件が付けられ、実現の可能性は極めて厳しいものとなっている。 
他方、社会保障改革においては、2010 年 12 月の『社会保障改革に関する有識者検討会議報
告』を踏まえ、2011 年 6 月には政府・与党社会保障改革検討本部が『社会保障・税一体改革成
案』を決定した。ここでは、「参加保障」「普遍主義」「安心に基づく活力」の３つの理念と、「全
世代対応」「未来への投資」「分権的・多元的供給体制」「包括的支援」「負担の先送りをしない
安定財源」の５つの原則にもとづいて、寄り施局的なアクティベーション政策が提起された。
                                                  
6  ただし、宮本［2011b : 111］は、政権交代後の鳩山内閣の時期、「小沢型ベーシックインカム」が政策の
中心となり、アクティベーションは一時季停滞したとしている。 
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とくに、優先的に改革に取り組み課題の一つに、「制度横断的課題として『貧困・格差対策（重
層的セーフティネット）」「低所得者対策」を提示した。すでに同年 4 月に、第 2 のセーフティ
ネットと位置付けられている「緊急人材育成支援事業」を恒久化した求職者支援法｣が成立して
いるが、これとは異なる「もう一つの第 2 のセーフティネット」とでもいうべき対策の検討が
開始されることになった。 
これは、2012 年 2 月に発表された『社会保障・税一体改革大綱』では、「生活困窮者対策と生
活保護制度の見直しに総合的に取り組むための「生活支援戦略」（仮称）を策定し、支援を必要
とする人の立場に立った包括的な支援体制をつくる」として具体化しつつある。 
この社会保障改革の流れは、雇用と福祉の連携によって、若年層の就労支援と子育て支援を中
心に人生前半の支援を強めていくとともに、高齢世代が参加・就労できる条件をつくっていく
ことを提起した。先に示した 3 つの理念、5 つの原則のもとに、広義のアクティベーションへ
の路線を明確に示すものであった［宮本 2011 : 121］ 
2007 年に入って以降、雇用と社会保障の改革に向けての歩みは、急ピッチに進展しているよう
に見える。少なくとも、政府が提案しているアクティベーション政策は、2006 年までの新自由
主義路線からの決別を示すものといってよいだろう。本稿の課題とのかかわりでいえば、2007
年 2 月に示された『「福祉から雇用へ」推進 5 か年計画』、2009 年 7 月から「緊急人材育成支
援事業」として開始され 2011 年 4 月に恒久制度化された「求職者支援法」（同年 11 月実施）
に至る第 2 のセーフティネットの構想、2010 年 11 月に開始され、社会的困窮者に対する新た
な支援手法を導入したパーソナル・サポート・モデル事業、そして、現在構想の具体化が検討
されているもう一つの第 2 のセーフティネット「生活支援戦略」のその内実が、検討されなけ
ればならないだろう。すなわち、全体的なアクティベーション化の流れのなかにあって、それ
ぞれの政策も文字通りそうした志向を強く押し出す政策となっているのかどうか、この点が検
証されなければならない。 
 
（２）生活保護をめぐるせめぎあい 
近年の生活保護人員数は、1995 年の 882 千人を底として 2012 年 1 月には 2,091 千人へと
２倍以上急増している。保護率では、同じく 1995 年の 0.70％から 2012 年 1 月には 1.64％へ
と増加している［社会保障審議会 2012］。生活保護受給者においては、高齢世帯がおよそ 4 割
強を占めているが、近年の増加は、「その他世帯」によるものである。2000 年の 55,240 世帯か
ら 2010 年には 227,407 世帯と 4 倍強の増加であった。 
こうした現状は、全国の平均よりも世帯保護率が高い市町村では、財政圧迫の大きな要因と
なっていることが、当該自治体から指摘されてきた。このような背景の中で、自治会側からの
生活保護改革案が示されることとなった。 
 2006 年の「新しいセーフティネット検討会（全国知事会・全国市長会に設置）」による『新
たなるセーフティネットの提案』では、①稼働世帯に対しては、生活保護の適用を生涯５年に
限定するという保護の有期化、②高齢者のための新たな生活保護制度、③ボーダーライン層が
生活保護へ移行することを防止する就労支援制度を求めた。さらに、2010 年には、指定都市市
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長会が、上記の提案をベースとして『社会保障制度全般の在り方を含めた生活保護制度の抜本
的改革の提案』を示した。自治体の財政危機を背景に、保護費の引き下げによって年金や最低
賃金との不整合を回避するとともに、保護費削減を実現しようというものであった。また、「働
くことができる人は働く社会へ」をスローガンとして、「集中的かつ強力な就労支援制度」や「実
施機関の権限強化」「医療費の一部自己負担の導入」を提案した。 
 こうした議論は、利用者を限定しようというアメリカのワークファーストを一つの下敷きに
して提案されたものであった。しかし、稼働層と非稼働層が同じ一つの制度のもとにあること
は、管理運営上の余計なコストがかかることになるだろう。また、就労支援の強化もまた必要
ではあるが、問題はその手法である。もっとも問われるこの点の議論が弱い。 
 こうした提案が示される一方で、実際の生活保護行政を担う各地方自治体において、生活保
護の運用の在り方は、自治体ごとにずいぶん異なってきている。先進的な取組事例の紹介も近
年増えているが［たとえば、布川 2006］、一方では、いきなり就労へとつなぐのではなく、む
しろ社会生活自立を強調し、地域における社会的居場所や「中間的就労」を活用し、地元 NPO
などと協働して段階的な自立を促す手法を模索する自治体もある。その代表的な自治体は釧路
市である。釧路市の自立支援プログラムの特徴は、「目の前の保護費削減から接近するのでは
なく受給者の視点に立ち、ボランティアから就労体験、就労へとステップアップをして、自立
できるよう体系化されている」点にある。この点が全国の注目を集め、厚生労働が 2009 年度
から始めた「就労意欲喚起支援事業」のモデルとして紹介されるまでになった。 
一般に、生活保護行政は「保護の廃止」という結果で評価される。また、福祉事務所のソー
シャルワーカーの多くは、市の財政問題もあるがそれよりも市民の目という外的な圧力、これ
らと連動した「費用対効果」の重視、スピードを重視した支援を心がける者が多いと言われる。
このため、ケースワーカーの主たる任務も「就労= 保護の廃止」に向けた受給者への「指導」
という性格を強く帯びていく。 
しかし、釧路市では、そのような生活保護行政のあり方は、「受給当事者のみならず、ケー
スワーカーをはじめとする行政当事者の意欲や自尊感情を深く損ねるものだった」と整理し、
あらためて自身のあり方を深く問い直しを行った。その中で釧路市の自立支援プログラムが、
受給者の視点に立ち、ボランティアから就労体験、就労へとステップアップをして、自立でき
るような形で構想・体系化される方向へ大きく転換を図った［釧路市 2011 : 13］。 
 こうした取り組みの方向性は、2006 年の「新しいセーフティネット検討会」による提案と、
明確な一線を画すものとなっている。「新しいセーフティネット検討会」提案は、よりハードな
ワークフェアを志向するものであるのに対して、釧路のモデルは狭義のアクティベーションと
りわけその中でも社会的アクティベーションを追求するものであった。 
 今日、全国の自治体における生活保護受給者の就労支援事業は、多様であるとはいえ、大き
くこのように二極化しつつあるといえよう。政府は、こうした現状を踏まえて一定の方向性を
指し示すことが、今日求められつつある。 
 
（３）第２のセーフティネットの登場とそのゆらぎ 
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 次に、2011 年 10 月から第２のセーフティネットとして実施されている求職者支援制度につ
いて、検討しよう。この制度は、2009 年 7 月より 3 年間の時限措置として実施されてきた緊
急人材育成支援事業を恒久化しようということでできたものである。しかし、3 年間の時限措
置としての実施機関において発生したさまざまな問題を克服することによって、より精緻化さ
れたものとして 2011 年 5 月求職者支援法（「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援
に関する法律」）が成立した。したがって、この制度の特徴を知るためには、緊急人材育成事業
との対比してみることがもとめられる。 
 2008 年秋のリーマンショック後、派遣労働者など多くの非正規労働者の雇止めが生じ、彼ら
に対するセーフティネットの不備が露わとなった。このため、麻生政権はまず 2009 年 4 月に
雇用保険を、雇用見込 6 か月以上の労働者へ適用拡大し、続いて 7 月に緊急人材育成支援事業
を立ち上げ、そのもとで「基金訓練」と「訓練・生活支援給付金」制度を 3 年間の暫定措置と
して開始した。10 月からは、離職によって住まいを失った人を対象とした住宅手当の支給も開
始した。 
基金訓練は、民間の各種専修学校、教育訓練企業など広い範囲の民間企業が参入できるよう
に設計されていた。そのため、訓練メニューもきわめて豊富であったが、なかには就職に結び
つきがたいものもあった。訓練期間は、３ヶ月、6 か月そして 12 カ月のコースがあった。訓
練・生活支援給付金は、雇用保険を受給できなくても安心して訓練を受けられるように、一定
の要件を満たせば受給できるもので、単身者で月 10 万円、世帯者で 12 万円が支給された。 
民主党政権は、この制度の恒久化を図るべく、2009 年末ころから労働政策審議会での審議に
付し、2011 年 5 月求職者支援法が成立した。しかし、この新しい制度は、基金訓練とはいささ
か異なった特徴をもつものとして登場してきたのである。その理由は、基金訓練においては、
教育訓練機関と受講者の双方においてモラル・ハザードがみられたことを考慮して、この新し
い制度では徹底してそれらを排除する仕組みが盛り込まれることになった7。第１に、給付要件
である。基金訓練に比べて極めて厳しい用件が設定されることになり、求職者個人の所得が年
収 200 万円以下、金融資産 300 万円以下などの用件が付された。第 2 に、受講生のモラル・ハ
ザードを防ぐ対策として、出席の判定を厳密に行うこととした。病気等正当な理由がある場合
でも 8 割以上の出席を求め、そうでない場合はすべて出席することが求められた。第３に、訓
練実施機関に対しては、カリキュラムや就職支援の改善を求めるために、訓練終了後の就職実
績に応じた財政的支援を行うことになった。第 4 に、ハローワークでの就職支援を拒む場合に
は一定期間給付が止められるなどの罰則が設けられた［木下 2011］［高橋 2011］［濱口 2011］。 
当初、雇用保険と生活保護制度のいずれからも漏れ落ちた人々の第 2 のセーフティネットと
して議論がはじまったにもかかわらず、モラル・ハザードへの対応を急ぐあまり生活保障的側
面は極めて弱くなり、対象を絞り込んだうえで訓練受講に付随した給付へと変わってしまった
                                                  
7  教育訓練機関のモラル・ハザードとしては、実際に就職に結びつく可能性が極めて低い訓練を実施してい
たといった事例があげられる。また、受講者においては、やる気もないのに月 10 万円の給付が欲しいこと
のみで参加するといった事例がみられた。連合総合生活開発研究所［2011］による調査結果においても、
これらのモラル・ハザードの発生が確認されている。 
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との批判が多い。また、これまで基金訓練を活用して就職困難者の就労や事業立ち上げを行っ
てきた諸団体からも、痛烈な批判が出てきている［協同総合研究所 2011］。 
この基金訓練から求職者訓練制度への変化をどのようにとらえるべきであろうか。時限措置
から恒久制度編と変わったことの意義は大きい。 しかし、一般に欧州諸国などでの第 2 のセ
ーフティネットが、失業保険受給期間が満了し、求職活動を条件に給付を受けるものとしての
失業扶助制度であることを考えれば、この求職者訓練制度はそれとは異なっていることは一目
瞭然である。一方で、雇用保険への加入が非正規雇用者においてきわめて高いというこの事態
8を、まず改善することが先決であろう。同時に、生活保護の捕捉率が多くの研究者による推計
で約 20％9と低いというこの現状の改善も急がれるべきだろう。そのうえで、いまだ実現して
いない生活保護受給者の就労支援のなかに、就労に向けた準備活動を支える社会的なサービス
事業と職業訓練を盛り込むのがのぞましいのではないだろうか。それによって、積極的なアク
ティベーション政策が実現できるだろう。 
 
（４）生活困窮者支援事業から生活支援戦略へ 
 2000 年 12 月の厚生労働省社会・援護局『社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあり方
に関する検討会報告書』では、さまざまな課題を抱えた生活困窮者、たとえばホームレス、刑余
者、多重債務者、ひきこもりなどの人々の問題の重要性を指摘していた。これらの人々の課題
については、経済的な支援と同時に当事者のニーズに合ったサービスの提供による問題解決が
求められてきた。例えば、2007 年 4 月には、厚生労働省は「多重債務問題改善プログラム」の
とりまとめを行っている。また、2009 年 4 月になると、ひきこもり対策推進事業を開始して
「ひきこもり地域支援センター」を整備したほか、刑余者支援として地域生活定着支援事業、
「悲惨な孤立死、虐待などを発生させない地域づくり」をめざす安心生活創造事業、被保護者
の社会的な居場所づくり支援事業、そしてホームレス等「貧困・困窮者の『絆』再生事業」な
どを開始した。 
 さらに、2010 年 11 月から全国 5 地域で開始され、2012 年からは 26 地域に拡大したパーソ
ナル・サポート・モデル事業もまた、さまざまな生活上の困難を抱えた人々の課題を、伴走型
支援を通して解決するとともに、就労にまでつなげていく事業を開始している。 
 政府は、生活困窮者に向けられた多様な支援を束ね、また生活保護制度と連携することによ
って、多層的なセーフティネットを再構築することをめざそうとしている。このことは、2011
年 6 月の政府・与党による『社会保障・税一体改革成案』に盛り込まれ、2012 年 2 月の『同大
綱』では「生活支援戦略」として提示された。 
この戦略による生活困窮者支援体系のポイントは、①新たに設置を検討している相談支援セ
ンターなどによる生活困窮・孤立者の早期把握、②ステージに応じた伴走型支援の実施、③民
                                                  
8  たとえば、2008 年 10 月段階における厚生労働省の推計によると、非正規雇用者の雇用保険未加入率が
58％という水準であった［『毎日新聞』2008 年 11 月 15 日］。 
9  2012 年 6 月 22 日に施行された社会保障制度改革推進法では、生活保護制度の見直しにあたって、「就労
が困難でないものに関し、就労が困難なものとは別途の支援策構築、正当な理由なく就労しない場合に厳格
に対処する措置等を検討すること」の文言が示された。 
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間との協働による支援、④多様な就労機会の確保、⑤債務整理や家計の再建を支援、⑥安定し
た居住の場の確保、⑦中高生に対する支援の強化という 7 点からなっている。2012 年 4 月に
は、これを担う担当部署である生活困窮者自立支援室が厚生労働省社会・援護局に新設され、
社会保障審議会に「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」が設置された。これら
の施策と既存の施策との重層的なセーフティネットのイメージは、図 4-1 のとおりである。こ
れによって、あらゆる生活困窮者の社会への包摂とアクティベーションを実現することがめざ
されようとしている。 
 
図 4－1 生活困窮者対策の構築と生活保護制度の見直しによる「生活支援戦略」 
 
 出所：［社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 2012］、参考資料。 
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むすび 
 
 本章では、日本におけるアクティベーションに向けた政策展開を、政府の政策構想、実際に
施行された政策、そして自治体と民間団体の支援現場での運用という 3 つのレベルにおいてみ
てきた。2000 年代前半は、政府の２つの基本文書（『検討会報告書』と『専門委員会報告』）に
おいて、一方で、社会的包摂と、就労だけではなく日常生活や社会生活の領域まで含んだ自立
支援が提示された。これは「狭義のアクティベーション」を志向するものであったとみてよい
だろう。これと別に、『プロジェクト報告書』では、「福祉から雇用へ」型ワークフェアを志向
する構想が掲げられた。しかし、実際の政策レベルでは、「はじめに就労ありき」型ワークフェ
アが主流を占めることになった。これは、ひとつには、企業、家族とそれらを前提とする社会
保障制度によって構成された日本型福祉レジームが弱体化しつつも、依然として従来の福祉レ
ジームの考え方に支配されて、個人は自助努力で経済的に自立することができるとする観念が
根強かったからだろう。そして、当時の政府の主流を占めた新自由主義による自己責任論はこ
れと共鳴し、「はじめに就労ありき」型ワークフェアをより強く前面に押し出したのである。 
 しかし、2006 年を転換期として、グローバル化による経済構造の変化、社会の個人化、そし
て新自由主義的経済政策がもたらした様々な社会問題に対して、政府が正面から取り組まざる
を得ない状況が生まれてきた。その状況に対するポスト小泉時代に入った自民党・第 1 次安倍
政権の対応の変化は素早かったし、2009 年 6 月の政府文書『安心社会実現会議報告』には「社
会的包摂」が掲げられ、一連の「狭義のアクティベーション」政策が列挙されていった。しか
も、この時期における一部の自治体や民間団体による生活困窮者支援の現場では、確実に「狭
義のアクティベーション」への流れが具体化しつつあった。しかし、生活保護受給者就労支援
の領域ではむしろ「福祉から雇用へ」型ワークフェアを志向する傾向が強まっていった。この
ような状況を反映して、今日、政府が構築しつつある新たな生活支援戦略においても、そのな
かの生活困窮者自演体系は「狭義のアクティベーション」の具体化として構想されようとして
いるのに対して、もう一つの制度である生活保護制度の改革は、稼働能力を持つ者に対しては
ハードな「福祉から就労へ」型ワークフェアへと向かう可能性が高い。このように、日本のア
クティベーション政策全体をみた場合、現在においても、この 2 つの政策志向が混在しせめぎ
あう構図は変わっていない。 
政府、自治体、企業、そして市民をトータルに見渡した場合、いわゆる福祉レジームの新た
な日本モデルはいまだ不鮮明なままである。しかし、日本のこの 10 年余りにおける雇用と福
祉の連携のあり方は、欧州の動向に敏感であり、そこから多くの示唆を得つつアクティベーシ
ョンに向けて前進してきた。こうしたなかで、たしかに政府と自治体の役割は高まっているし、
「新たな公」も育ってきている。そして、これらが、新しい福祉レジームを支える構成要素と
なるかどうかが試されようとしている。その意味で、まさに、今日は、新たな福祉レジーム構
築に向けての大きな転換期にあると言えるだろう。 
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 付表 4-1 1990 年代末からの雇用政策、福祉政策の一覧 
雇用政策 福祉政策 
1999 年 
6 月：緊急雇用対策できる。緊急地域雇用特別交付金
事業(公的資金による事業により失業者を一定期間雇
用につなぐ制度）はじまる。2001 年末までの 3 年間。 
12 月：労働者派遣法改正（対象業務の拡大） 
 
2000 年 
  12 月：『社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあ
り方に関する検討会報告書』  
2001 年 
9 月：産業構造改革・雇用対策本部『総合雇用政策』発
表 
10 月：「失業なき労働移動」を促進するための再就職援
助措置実施 
 
2002 年 
1 月：緊急地域雇用創出特別交付金事業開始。「総合
雇用対策」に盛り込まれたもので 2005 年 3 月末までの
約 3 年間。 
1 月：厚生労働省『地域福祉計画策定指針のあり方につ
いて』 
1 月：同省『低所得者の新たな生活支援システム検討プロ
ジェクト報告書』 
3 月：『母子家庭等自立支援対策大綱』発表。児童扶養手
当の支給総額抑制へ。 
8 月：ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法、
公布・施行 
2003 年 
この年、失業率が 5.5％と過去最高に 
6 月：労働者派遣法改正（26 の専門的業務以外の業務
の派遣期間を延長、製造業における労働者派遣の解
禁）、翌年 4 月施行 
6 月：『若者自立・挑戦プラン』 
7 月：『母子家庭の母の就労支援についての特別措置法』
7 月：『ホームレスの自立の支援等に関する基本方針』告
示 
2004 年 
4 月：ジョブカフェの開設（ 2003 年に国が策定した「若
者自立・挑戦プラン」の中核的施策） 
12 月：『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』 
5 月：財務省『平成 17 年度予算編成の基本的考え方に
ついて』。生活保護に関し、生活扶助基準の引下げ、母子
加算等の廃止、地方公共団体による適正化、自立・就労
支援の推進と生活保護費負担金の見直しを取り上げる。
12 月：『生活保護制度のあり方に関する専門委員会報
告』 
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2005 年 
4 月：地域雇用創造支援事業（地域雇用創造バックアッ
プ事業、地域提案型雇用創造促進事業、地域創業助成
金）開始 
4 月：生活保護受給者等就労支援事業の実施と、それ
にともなうハローワークでの就職支援ナビゲーター配置
6 月：『若者の包括的な自立支援方策に関する検討会
報告書』 
3 月：セーフティネット支援対策等事業費補助金の制度が
できる（自立支援プログラム策定実施推進事業や、地域
福祉増進事業、ホームレス対策事業などが対象） 
4 月：生活保護受給者の自立支援・就労支援のための
「生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム」実施
要綱、発表 
2006 年 
3 月：内閣に「多様な機会のある社会」推進会議(再チャ
レンジ推進会議)設置 
4 月：ニートを対象とした地域若者サポートステーション
事業開始 
12 月：経済財政諮問会議の下に「労働市場改革専門調
査会」設置。「労働市場の効率化（労働ビッグバン）」を
打ち出す。 
12 月：「再チャレンジ支援総合プラン」発表 
10 月：離職により住まいを失った方等を対象に住宅手当
緊急特別措置事業（住宅手当）を実施 
10 月：生活福祉支援貸付（総合支援資金貸付）事業の開
始 
10 月：「新たなセーフティネット検討会」（全国知事会・全
国市長会の共同設置）が『新たなセーフティネットの提案』
取りまとめ 
12 月：厚生労働省に「ナショナルミニマム研究会｣設置 
2007 年 
2 月：成長力底上げ戦略構想チームが示した「成長力
底上げ戦略」に、｢『格差問題』や『ワーキングプア』の問
題に正面から取り組む」の一文。 
4 月：日本版デュアルシステムの開始 
4 月：若者トライアル雇用の実施 
4 月：地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）開始 
5 月：規制改革会議の労働タクスフォースが、｢脱格差と
活力をもたらす労働市場へ――労働法制の抜本的見
直しを」発表。 
8 月：厚生労働省の「雇用労働政策の基軸・方向性に関
する研究会」が、「『上質な市場社会』に向けて――公
正、安定、多様性」を発表 
8 月：中央最低賃金審議会が、最賃額改定の目安につ
いて、加重平均で時給 14 円増を答申 
10 月：改正雇用対策法。募集・採用時における年齢制
限の原則禁止に関する指導を徹底 
11 月：39 年ぶりの最低賃金法改正 
12 月：21 日労働政策審議会、｢今後の雇用労働政策の
基本的考え方について｣を建議 
12 月：25 日規制改革会議、｢規制改革推進のための第
二次答申｣発表。3 日後、厚生労働省から「反論」。 
4 月：「多重債務問題改善プログラム」のとりまとめ 
11 月：「生活扶助基準に関する検討会報告書」、扶助基
準引き下げにストップ。 
12 月：厚生労働省『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』 
2008 年 
4 月：改正パートタイム労働法施行  
4 月：ジョブカード制度の創設 
4 月：『新雇用戦略――「全員参加の社会」の実現を目
指して』    
7 月：『ホームレスの自立の支援等に関する基本方針』 
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      9 月：アメリカ投資銀行リーマン・ブラザーズの破綻（リーマン・ショック） 
10 月：ふるさと雇用再生特別基金事業の創設   
      11 月 4 日：『社会保障国民会議最終報告』(福田内閣) 
12 月：緊急雇用創出事業の創設 
12 月～翌 1 月：年越し派遣村の活動 
 
2009 年 
4 月：雇用保険の適用基準である「１年以上雇用見込
み」を「６か月以上雇用見込み」に緩和。あわせて受給
要件も緩和。 
4 月：ひきこもり対策推進事業。「ひきこもり地域支援セン
ター」を整備 
4 月：地域生活定着支援事業 
4 月：生活保護受給者の就労意欲喚起等支援事業 
4 月：安心生活創造事業 
4 月：被保護者の社会的な居場所づくり支援事業 
4 月：ホームレス等「貧困・困窮者の『絆』再生事業」開始 
      6 月 15 日：『安心と活力の日本へ（安心社会実現会議報告）』(麻生内閣)  
      7 月：「緊急人材育成・就職支援基金」の立ち上げと、それによる「緊急人材育成支援事業」実施をスター
ト。 
      9 月：2008 年 10 月からの 1 年間に、非正規雇用の「雇止め」等の雇用調整、4127 事業所、 
      23 万 8752 人（厚生労働省職業安定局発表） 
10 月： 内閣に緊急雇用対策本部設置、『緊急雇用対
策』決定。 
11 月：「雇用戦略対話」第 1 回会合：合意 
12 月：重点分野雇用創造事業の創設 
12 月：解雇等による住居喪失者に対する 「就職安定資
金融資」事業を開始 
10 月：離職により住まいを失った方等を対象に住宅手当
緊急特別措置事業（住宅手当）を実施 
10 月：生活福祉支援貸付（総合支援資金貸付）事業の開
始 
12 月：生活保護における母子加算復活 
12 月：厚生労働省に「ナショナルミニマム研究会｣設置 
      11 月～12 月：｢緊急雇用対策｣にもとづき、全国 77 カ所のハローワークにて住居･生活 
                        困窮者に対する「ワンストップ・サービス」を実施 
      12 月：住居・生活困窮者に対する年末年始の生活総合相談が、194 自治体で実施 
2010 年 
      3 月：「生活福祉・就労支援協議会」を全国に 437 設置（都道府県レベル：47、市区町村レベル：390）。 
3 月：ハローワークに「住居･生活支援アドバイザー」配
置。 
4 月：ハローワークに配置するジョブサポーター（新卒
者・既卒者就職支援）を 928 名から 2,003 名へ倍増 
4 月：フリーター等の正規雇用化推進および住宅手当
受給者のため、ハローワークに就職支援ナビゲーター
を配置（398 名）し、マンツーマン支援を開始。12 月：就
職支援ナビゲーターさらに 588 名を追加配置 
4 月：雇用保険の適用基準である「６カ月以上雇用見込
み」を「31 日以上雇用見込み」に緩和 
3 月：地域社会雇用創造事業（社会的企業支援基金）開
始 
4 月：子ども手当の支給開始 
4 月：「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」決定
4 月：平成 22 年度社会福祉振興助成事業において、ホー
ムレス、ネットカフェ難民等への社会的支援（福祉的支
援）事業を助成対象の一つとする 
4 月：「自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム」発足 
5 月：「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」公表
6 月：ナショナルミニマム研究会「中間報告」発表 
      5 月 11 日：緊急雇用対策本部 に「セーフティ・ネットワーク実現チーム」を設置 
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6 月：「仕事と生活の調和推進のための行動指針」決
定。2020 年 29％の企業での導入が目標。 
6 月：「雇用戦略対話」第 4 回会合。最低賃金などで合
意 
7 月：雇用政策研究会『報告書 持続可能な活力ある社
会を実現する経済・雇用システム』発表 
7 月：『新成長戦略』、職業能力評価制度ＮＶＱ日本版の
今後の導入を決定 
6 月：「新しい公共」円卓会議『「新しい公共」宣言』 
6 月：「地域支え合い体制づくり事業」開始 
7 月：「生活保護受給者の社会的な居場所づくりと新しい
公共に関する研究会」報告 
      8 月：『平成 22 年版厚生労働白書』が「参加型社会保障の確立」を取り上げる。 
 10 月：ホームレス等「貧困・困窮者の『絆』再生事業」にネ
ットカフェ難民やニートなど社会的生活困窮者を加えて施
策を充実拡大 
10 月：指定都市市長会「社会保障制度全般のあり方を含
めた生活保護制度の抜本的改革の提案」を示す 
      11 月：全国 5 カ所で、パーソナル・サポート・モデル事業開始 
      11～12 月：「住居･生活困窮者応援プロジェクト」の実施（ハローワーク等と地方自治体 
          等関係機関が連携協力） 
      12 月 8 日：『社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～』 
12 月：「雇用戦略対話」第 6 回会合『雇用戦略・基本方
針 2011』の合意 
 
2011 年 
3 月：ハローワーク窓口サービスの基本方針などをまと
めた「ハローワークサービス憲章」を策定。懇切・公正・
迅速な対応、人ひとりに最適なサービスの提供など。 
  
      3 月 11 日：東日本大震災 
      4 月：地方自治体とハローワークの間で、「福祉から就労」支援事業に関する協定を 
        締結し、連携体制を整備の上、生活保護受給者等を対象に綿密な就労支援・ 
        就労自立の実現を目指す 
4 月：雇用促進税制を 3 年間の措置として創設。 
4 月：ジョブ・カード推進協議会が「新全国推進基本計
画」を取りまとめ 
5 月：求職者支援法（「職業訓練の実施等による特定求
職者の就職の支援に関する法律」）成立 
5 月：「雇用保険及び労働保険の保険料の徴収等に関
する法律の一部を改正する法律」成立、8 月 1 日施行。
4 月：社会保障審議会のなかに「生活保護基準部会」が
新設 
5 月： 「一人ひとりを包摂する社会」特命チーム『基本方
針：社会的包摂政策を進めるための基本的考え方』発表 
      6 月 30 日：政府・与党社会保障改革検討本部『社会保障・税一体改革成案』 
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10 月：求職者支援法（「職業訓練の実施等による特定
求職者の就職の支援に関する法律」）施行 
8 月：生活保護受給者「社会的な居場所づくり支援事業」
開始 
8 月： 「一人ひとりを包摂する社会」特命チーム『社会的
包摂政策に関する緊急政策提言』発表 
10 月：全国に先駆け被災 3 県で「社会的包摂ワンストップ
相談支援事業」開始  
11 月：「地域コミュニティ復興支援事業」新設。これと、従
来の「ホームレス等貧困・困窮者の「絆」再生事業」を合わ
せて「社会的包摂・絆」再生事業」として位置付けられた 
12 月：「生活保護制度に関する国と地方の協議に係る中
間とりまとめ」発表 
2012 年 
2 月：非正規雇用のビジョンに関する懇談会『「望ましい
働き方ビジョン」（仮称）【骨子案】』発表 
3 月：労働者派遣法改正案成立。30 日以内の短期派遣
を禁止し、違法派遣の場合に派遣先企業が労働者に直
接雇用契約を申し込んだとみなす制度を導入 
4 月：第１回雇用政策研究会議開催 
4 月：正規雇用を目指すフリーター(45 歳未満)への就職
支援を専門的に行う「わかもの支援コーナー」「わかも
の支援窓口」が全国のハローワークなどに設置されるこ
とに。「若者ステップアッププログラム」の一環。個別支
援により就職をめざす 
3 月：厚生労働省、「１月時点の生活保護受給者は 209
万 1902 人となり、過去最多｣と発表 
4 月：社会・援護局地域福祉課のなかに、新たに「生活困
窮者自立支援室」を設置 
4 月：生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部
会、第１回開催 
 
 
  付表 4―2 日本政府の政策構想とアクティベーション政策 
雇用・福祉に関する政策構想 アクティベーションに関連する政策 
     2007 年 2 月 15 日『成長力底上げ戦略（基本構
想）』(阿部内閣） 
  
「人材への投資」３つの戦略 
1）「人材能力戦略」、職業能力形成の機会に恵まれな
い人への支援 
2）「就労支援戦略」、公的扶助受給者などへの、経済的
自立（就労）支援 
3）「中小企業底上げ戦略」、賃金の底上げを可能とする
生産性向上の支援 
1）⇒ジョブ・カード制度の構築 
2）⇒『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』の策定・実施 
     2008 年 4 月 23 日厚生労働省『新雇用戦略』 
「全員参加の社会」と「人材育成」 
１）就業率の向上 
2）雇用の安定性の実現 
3）労働者の安心・納得 
4）仕事と生活の調和 
1）⇒若者・女性・高齢者・障害者等への就業支援 
2）⇒能力を発揮できる仕組み。ジョブカード制度の整備、フ
リーター常用雇用化プランの推進、ニート支援、ネットカフェ
等で寝泊まりする不安定就業者への支援 
3）⇒日雇い派遣の適正化など労働者派遣制度の見直しな
ど 
4）⇒子育て支援、ワークライフバランスの推進 
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     2008 年 11 月 4 日『社会保障国民会議最終報
告』(福田内閣) 
  
社会保障制度設計の基本的な考え方 
1）自立と共生・社会的公正の実現。 
2）持続可能性の確保・国民の多様な生き方の尊重。 
3）効率性・透明性 
4）公私の役割分担・地域社会の協働 
5）社会経済の進歩・技術革新の成果の国民への還元 
6）給付と負担の透明化を通じた制度に対する信頼の形
成 
7）当事者として国民全体が社会保障を支えるという視
点 
１）⇒低所得者対策は、体系がバラバラであり複雑。わかり
やすく利用しやすい制度へ。ワンストップサービスなど手続
きの簡素化や負担の軽減。 
２）⇒職業能力開発施策は、生活保護との連携をさらに強
化する必要が大きい。 
３）⇒若年時能力開発対策による社会保障の基盤強化。 
４）仕事と生活の調和、子育て支援の拡充による少子化対
策 
     2009 年 6 月 15 日『安心と活力の日本へ（安心社会実現会議報告）』(麻生内閣) 
雇用をめぐる安心の再構築 
1）柔軟で安心な雇用システムの形成 
2）社会統合・社会的包摂の実現 
3）子育て支援の充実 
4）「公」の新たな担い手の支援 
１）⇒非正規労働者への社会保険・労働保険の適用拡大、
ジョブカード普及、雇用慣行・採用慣行の見直し 
2)⇒給付付き勤労税額控除の導入、ワンストップ型就労支
援サービス提供、所得保障付き職業能力開発制度など雇
用・生活保障セーフティネットの構築、最低賃金の見直し 
3)⇒一元的子育て支援制度（次世代支援新システム）創
設、若者の家族形成支援、母子家庭の子どもの貧困の解
消 
4）⇒社会貢献型ベンチャー、社会的企業など、新たな「公
の担い手」育成 
     2009 年 10 月 23 日『緊急雇用対策』（鳩山内閣) 
１）「貧困・困窮者、新卒者への支援」を最優先 
２）「雇用創造」に本格的に取り組む 
①未来の成長分野として期待される「介護」「農林」等の
分野や NPO、社会的企業が参加した「地域社会雇用」
創造 
②「働きながら職業能力を高めること」を重視した「積極
的労働政策」を展開 
１）⇒「緊急人材育成支援事業」、「住宅手当」等各種支援
策の広報、実効ある「ワンストップ・サービス」など支援態勢
の強化、「きめ細かな支援策」の展開（「緊急人材育成支援
事業」の訓練メニュー・実施者の新規開拓、住居を失った貧
困・困窮者支援施策の強化、生活保護制度の運用改善な
ど） 
◎対策の推進体制 
 「雇用戦略対話」の設置、緊急雇用対策本部内に「緊急支
援アクションチーム」「緊急雇用創造チーム」を設置 
     2009 年 11 月 25 日「雇用戦略対話」第 1 回会
合：合意(鳩山内閣） 
  
成長分野を中心とする雇用創造、職業訓練・生活保障によるトランポリン型の「第二セーフティネット」の確立、ワーク・
ライフ・バランス、女性・高齢者・障がい者（チャレンジド）等の労働参加促進、多様な働き方の確保などを内容とする
「雇用戦略」の推進に取り組む。 
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     2009 年 12 月 8 日『明日の安心と成長のための緊急経済対策』(鳩山内閣） 
１）緊急対応 
①雇用調整助成金の要件緩和 
②貧困・困窮者支援の強化 
③新卒者・未就職卒業者支援の強化 
④緊急雇用創造の拡充 
⑤保育サービスの拡充等女性の就労支援 
２）成長戦略への布石 
①雇用・生活保障システムの確立 
②「雇用戦略」の本格的な推進 
１）②⇒実効ある貧困・困窮者支援（「第二のセーフティネッ
ト」）の確立、「ワンストップ・サービス・デイ」の実施支援 
１）③⇒）「未就職卒業者向け」職業訓練の実施及び訓練・
生活支援給付の拡充 
１）④⇒重点分野（介護、医療、農林、環境・エネルギー、情
報通信、観光、地域社会雇用等の分野）における新たな雇
用機会の創出、地域ニーズに応じた人材育成 
１）⑤⇒待機児童解消。 
２）①⇒トランポリン型の「第２のセーフティネット」の確立、
求職者支援制度の創設の検討、雇用保険制度のセーフテ
ィネット機能強化の観点から適用範囲の拡大を検討 
◎国民潜在力の発揮⇒地域社会雇用創造事業の創設など
『新しい公共』推進プロジェクト推進 
     2009 年 12 月 30 日『新成長戦略（基本方針）～
輝きのある日本へ～』(鳩山内閣) 
  
「第三の道」、すなわち環境、健康、観光の三分野での
「新たな需要の創造」により雇用を生み、国民生活の向
上に主眼を置く「新成長戦略」。 
１）グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション 
２）「出番」と「居場所」。国民すべてが意欲と能力に応じ
労働市場やさまざまな社会活動に参加できる社会の実
現 
３）誰もが安心して子どもを産み育てられる環境の実現 
２）⇒ 
①若者・女性・高齢者・障がい者の就業率向上。教育や子
育て、まちづくり、介護や福祉などの身近な分野で活躍でき
る「新しい公共」の実現 
② 「トランポリン型社会」の構築。生活保障とともに、失業
をリスクに終わらせることなく、新たな職業能力や技術を身
につけるチャンスに変える社会の構築。「第二セーフティネ
ット」の整備（求職者支援制度の創設等）や雇用保険制度
の機能強化 
③ ジョブ・カード制度の「日本版 NVQ（職業能力評価制
度）」への発展。非正規労働者を含めた、社会全体に通ず
る職業能力開発・評価制度の構築 
④ 地域雇用創造と「ディーセント・ワーク」の実現。「社会的
企業」が主導する「地域社会雇用創造」を推進。「同一価値
労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇の推進、給付付き
税額控除の検討、最低賃金の引上げ、ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現 
３）⇒子ども手当の支給、高校の実質無償化、幼保一体化
の推進、待機児童問題の解消 
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     2010 年 6 月 18 日『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～』(菅内閣) 
1）「日本版第三の道」、「強い経済」、「強い財政」、「強
い社会保障」の一体的実現に主眼を置く「新成長戦略」
2）「出番」と「居場所」づくり、社会的排除や格差が増
大、｢孤立化｣する人々の急増への対応 
3）誰もが安心して子どもを産み育てられる環境の実現 
2）⇒ 
①若者や女性､高齢者の就業率向上（「フリーター等正規雇
用化プラン」推進など） 
②生活上の困難に直面している人々を個別的・継続的・制
度横断的に支える「パーソナル・サポート」の導入、就労・自
立を支える「居住セーフティネット」の整備 
③「第二セーフティネット」の整備（求職者支援制度の創設
等）や雇用保険制度の機能強化 
④職業能力開発・評価制度を構築するため、現在の「ジョ
ブ・カード制度」を「日本版 NVQ」へと発展（『キャリア段位』
を導入・普及） 
⑤教育や子育て、まちづくり、介護や福祉などの身近な分
野における「新しい公共」の担い手育成の観点から、「社会
的企業」が主導する「地域社会雇用創造」を推進 
⑥「同一価値労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇の推
進、給付付き税額控除の検討、最低賃金の引上げ、ワー
ク・ライフ・バランスによるディーセント･ワークの実現 
3）⇒子ども手当の支給や高校の実質無償化、幼保一体化
の推進、待機児童の解消 
2010 年 9 月 10 日『新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策』（管内閣） 
3 つの基本的視点に立脚した経済対策 
1）「時間軸」を考慮した「３段構え」の対応：円高・デフレ
状況に対する緊急的対応（ステップ 1）、機動的対応（ス
テップ 2）、2011 年度における新成長戦略本格実施（ス
テップ 3） 
2）「雇用」を機軸とした経済成長の実現：介護・医療・保
育、環境、観光など潜在的な需要が大きい分野での雇
用創出を推進 
3）「財政」と「規制・制度改革」の両面の取組：需要・雇
用創出効果の高い規制・制度改革 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1）⇒ステップ 3 の政策：①政策コンテストの実施、②雇用促
進等のための企業減税、③新成長戦略にかかわる規制・
制度の改革 
◎雇用創造・人材育成の支援⇒①パーソナル・サポート・モ
デル事業の実施、②実践キャリア・アップ戦略（キャリア段
位制度）の推進 
2）⇒成長分野を中心とした雇用創造・人材育成等（介護、
医療、農林、環境・エネルギー、観光、地域社会雇用等の
分野など） 
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2010 年 12 月 8 日『社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～』 
1）課題 
①「参加と包摂」、貧困と社会的排除をなくし、皆が能力
を発揮する参加の機会を得て、各々が出番をもつ日本 
②「つながりと居場所」、皆が居場所を得て、互いに認
め認められること 
③活力ある中間所得層の再生 
④各自の責任を果たし、支え合っていく覚悟と合意（社
会契約）をつくりだす、 
2）改革の３つの理念、①参加保障、②普遍主義、③安
心の基づく活力 
3）改革がめざす５つの原則、①「全世代対応の社会保
障、②未来への投資としての社会保障、③社会的包摂
のための支援型サービス給付、④一人ひとりの個別の
事情に即した包括的支援、⑤次世代に負担を先送りし
ない」 
2）①⇒家族、地域のコミュニティ、職場などで、互いのつな
がりを強めていくことを支援。所得給付、最低賃金制度、給
付付き税額控除、支援型サービス給付やパーソナルなサポ
ートなどのパッケージ。 
2）②⇒人生のさまざまな局面での多様なかたちの支援。
「新しい公共」の役割。 
2）③⇒能動的な安心に基づく、雇用と消費の拡大、国民の
能力開発、相互信頼（社会関係資本）の増大。 
3）②⇒子ども・子育て支援や若年層の就労・能力開発支援  
3）③⇒サービスの担い手は、行政と、それと連携するＮＰ
Ｏ、協同組合、民間企業を含めた社会的企業、その活躍し
やすい環境の整備 
3）④⇒総合的に支援するワンストップサービス、多様なサ
ービスを束ねるパーソナルサポートの役割 
◎格差・貧困対策⇒①就労阻害要因をとりのぞくために子
育て支援、職業訓練、カウンセリングなどが、生活支援と併
せて求職者支援の制度として提供される必要。②パーソナ
ルサポート、③最低賃金や給付付き税額控除など、働く見
返りを高めること、。④住宅関連サービスや子ども手当など
の社会的手当により生活のコスト引き下げの支援 
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     2010 年 12 月 15 日「雇用戦略対話」第６回会合：合意(菅内閣） 
第 4 回会合（10 年 6 月 3 日） 
「2020 年までの目標」と達成に向けた施策の策定 
1）2020 年度までの平均で名目３％、実質２％を上回る
成長を前提とした 
2）国民参加と「新しい公共」の支援 
3）「トランポリン型社会」の構築 
4）地域雇用創造と「ディーセント・ワーク」の実現 
 
第 6 回会合（10 年 12 月 15 日） 
『雇用戦略・基本方針 2011』の合意 
雇用を｢つなぐ｣「創る」「守る」の 3 本柱による政策 
1）雇用を｢つなぐ｣ 
2）雇用を「創る」 
3）雇用を「守る」 
第 4 回会合・合意 
2）⇒就業率の引き上げ。フリーター削減（2009 年 178 万
人⇒2020 年 124 万人）やニート縮減などによる若者就労促
進。女性・高齢者・障害者の就労促進。。 
3）⇒①パーソナル・サポート（個別支援）サービスの導入、
②居住セーフティネットの整備（支援自治体への要支援者
の集中への対応、自立生活・就労を促進するための住まい
対策の検証など）、③求職者支援制度の創設、④雇用保険
の機能強化と国庫負担割合の原則復帰（雇用保険の適用
範囲の拡大、雇用見込み６ヵ月→31 日以上）、⑤実践的な
職業能力育成・評価を推進する実践キャリア・アップ制度の
導入・普及に向けた５か年計画を策定、⑥ジョブ・カードの
利用促進、⑦ジョブ・カード制度の「日本版ＮＶＱ」への発展 
4）⇒① 「地域社会雇用創造事業」「重点分野雇用創造事
業」「地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）」の推進、②
均等・均衡待遇の推進、③最低賃金引き上げなど 
第 6 回会合・合意 
1）⇒「2020 年までの目標と達成に向けた施策と同様 
2）⇒①「日本国内投資促進プログラム」の推進、②子育て
分野の雇用創出、③介護、医療分野の雇用創出、④環境・
エネルギー分野の雇用創出、⑤基金を活用した成長分野
の雇用創出、⑥地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）
や地域社会雇用創造事業による地域の雇用創造 
3）⇒①雇用調整助成金の活用、②労働保険特別会計によ
る事業 
     2011 年 1 月 25 日『新成長戦略実現 2011』(菅内閣) 
「新成長戦略の実行２年目の課題としての３つの取り組
み：１）「平成の開国」、２）「地域の総意とネットワーク」、
３）「能力のフル発揮」。 
3）⇒①「雇用戦略・基本方針 2011」（第６回雇用戦略対話
合意）に基づく関係諸施策の実施、②求職者支援制度の検
討・創設、③「フリーター等正規雇用化プラン」の推進、④派
遣労働者の均衡待遇の確保と正社員転換の推進、⑤最低
賃金の引上げ、⑥幼保一体化、⑦パーソナル・サポート・サ
ービスの導入、⑧「新しい公共」の支援 
     2011 年 6 月 30 日政府・与党社会保障改革検討本部『社会保障・税一体改革成案』 
社会保障改革に関する有識者検討会報告で示された
「３つの理念」（①参加保障、②普遍主義、③安心に基
づく活力）や「５つの原則」（①全世代対応、②未来への
投資、③分権的・多元的供給体制、④包括的支援、⑤
負担の先送りをしない安定財源）を踏まえたもの 
 
 
優先的課題：①子ども・子育て支援、若者雇用対策、②医
療・介護等のサービス改革、③年金改革、④制度横断的課
題としての「貧困・格差対策（重層的セーフティネット）」「低
所得者対策」 
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     2011 年 12 月 22 日『日本再生の基本戦略～危機の克服とフロンティアへの挑戦～』(野田内閣) 
経済、社会、国際の３つの「フロンティア（新たな可能性
の開拓）」を提示 
社会のフロンティアの開拓（分厚い中間層の復活） 
社会の幅広い人々が成長の果実を享受できるような成
長（インクルーシブな成長）と雇用の創出、質の向上、教
育などを通じた分厚い中間層の復活を目指す 
1）すべての人々のための社会・生活基盤の構築 
2）人材の育成 
1）⇒①「若者雇用戦略（仮称）」策定・実行、②就学支援の
実施、③子ども・子育て新システムの実現、④女性の活躍
の促進や仕事と家庭の両立支援等、⑤希望者全員の 65
歳までの雇用確保のための法制上の措置等の検討、⑥非
正規雇用者に関する新たなルールづくり、⑦非正規雇用問
題に横断的に取り組むための総合的ビジョンの取りまとめ、
⑧地域における雇用創出の取組の推進、⑨障害者雇用促
進法の見直し、⑩社会的包摂政策の推進（生活上の困難
に直面している方に対して支援を行う「パーソナル・サポー
ト・サービス」の制度化の検討など）、⑪第二のセーフティー
ネットの構築に向け、生活困窮者に対する「生活支援戦略
（仮称）」の策定。 
2）⇒教育と職業の円滑な接続など 
     2012 年 2 月 17 日『社会保障・税一体改革大綱』(野田内閣) 
1）全員参加型社会、ディーセント・ワークの実現 
2）誰もが居場所のある共生の社会 
3）「分厚い中間層」が支える大きな格差のない社会 
4）子どもが家族や社会と関わり良質な環境の中でしっ
かりと育つ社会 
5）重層的セーフティネットの構築。生活困窮者対策と生
活保護制度の見直しに総合的に取り組むための「生活
支援戦略」（仮称）を策定し、支援を必要とする人の立場
に立った包括的な支援体制をつくる 
6）社会保障制度の「全世代対応型」への転換 
5）⇒生活困窮者対策の推進 
①第２のセーフティネットの構築に向け、求職者支援制度に
併せ、以下の取組を推進する。 
a. 生活困窮者に対する支援を実施していくための体制整
備・人材確保等を進めるため、国の中期プランを策定する。
b. 生活困窮者の自立に向けた生活自立支援サービスの体
系化、民間の生活支援機関（ＮＰＯ、社会福祉法人等）の育
成・普及、多様な就労機会の創出等を図るため、必要な法
整備も含め検討する。 
5）⇒生活保護制度の見直し 
国民の最低生活を保障しつつ、自立の助長をより一層図る
観点から、生活保護法の改正も含め、生活保護制度の見
直しについて、地方自治体とともに具体的に検討し、取り組
む。 
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終章 生活困窮者支援制度の特徴と課題 
―アクティベーション類型の視点から― 
 
 
はじめに 
 
社会的包摂政策は、一般に、所得保障のあり方、社会的シティズンシップの獲得、社会や就
労への参加を支援するアクティベーションとして論じることができる。また、これによって、
人々は、社会的つながりを獲得し、社会の一員となる。 
欧州諸国では、1980 年代以降の失業と貧困の増大のなかで経済的な支援だけでは解決でき
ない社会問題を発見し、それを社会的排除として論じられるようになった。しかし、第 1 章で
分析したように、この社会的排除を克服し、社会的包摂を実現するその手法については、必ず
しも一致したパラダイムや政策類型があるわけではなく、多様性をみてとることができた。そ
れらをあらためて整理すると、図表終-１となるだろう。なお、実際の包摂政策は、複数のパラ
ダイムが考慮されて複雑な様相を帯びることがあったり、政権交替などに各国で実施される
政策類型はある程度可変的である。 
 
図表終-1 欧州各国の社会的包摂の政策理念と政策類型 
 
出所：筆者が作成。 
 
他方、日本では、2000 年頃から始まり 2013 年 12 月生活困窮者自立支援法へと至る生活困
窮者支援の道程は、それまでの「自立」を基調とした困窮者支援に代わって、ひとまず社会的
包摂への取り組みへの変化として理解してよいだろう。では、この道程そして生活困窮者自立
支援法は、欧州諸国との対比においてどのような特徴をもつのだろうか。こうした問題意識に
もとづいて、本章では、社会的包摂パラダイムとその具体化としてのアクティベーションの政
策類型についての整理、ならびに第 2 章らか第 4 章においてとりあげた日本における生活困窮
者に対するもろもろの政策の展開の分析を踏まえて、この生活困窮者自立支援法の特徴につい
て検討したい。 
なお、生活困窮者が抱える課題は、低学歴や職業能力の低さ、こころの病、心身の障害、多
重債務、育児や介護などの課題、ひきこもりや自尊感情の喪失など多様である。このため、
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これらの人々のアクティベーションでは、一人ひとりの個別的ニーズに合わせ、プロセスを
重視した継続性のある支援、そして福祉領域を超えた多様な支援が求められる。日本におい
て、生活困窮者支援を就労まで視野に入れたアクティベーション型として推進するにあたっ
ては、ひとまず 3 つの課題があるだろう。第 1 は生活困窮者に対する個別的、継続的かつ包
括的な支援の仕組み、第 2 は生活領域を超えて社会参加と就労の領域へと広がる支援のあり
方の構築である。そして、第 3 には、政策手法として、当事者の意欲喚起に徹する支援を実
施するのか（狭義のアクティベーション）、場合によっては制裁措置を課すべきなのか（ワ
ークフェア）という選択が問われることになる。 
 
 
１．2000 年以降の日本のアクティベーション政策の展開 
 
さて、日本の政府および政府機関において、最初に社会的包摂が取り上げられたのは、よく
知られているように、2000 年 12 月の厚生省社会・援護局『社会的援護を要する人々に対する
社会福祉のあり方に関する検討会報告書』であった。そこでは、「人々の「つながり」が弱くな
ってきたこと」「社会や社会福祉の手が社会的援護を要する人々に届いていない」ことを指摘し、
社会と社会政策のあり方の見直しを迫るものであった。また、「今日的な「つながり」の再構築」
を目指して、地域社会での自発的支援の再構築、金銭とサービス提供に加えて相談体制などの
新たな支援方法の提起、プロセスを重視した包括的支援などが提起された。その政策提起は、
アクティベーションの政策類型に照らしていえば「社会的アクティベーション」にあたるが、
当面は、地域福祉を中心として社会福祉の支援の領域に限定されたものとして理解される傾向
が強かった。とはいえ、その後のさまざまな生活困窮者支援施策においても、その影響は次第
に強まったことは間違いない。他方、厚生労働省となった直後の 2002 年 1 月には、労働分野
を担当する枡屋副大臣を座長として『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報
告書』が出された。これは、「就労を軸とする自立支援の動向は、（欧米の）諸外国でも大きな
流れとなっている」として、「福祉から就労へ」型ワークフェアの導入をうたい、当面の政策課
題として母子家庭の自立支援を提示した。 
このようななかで、日本では、社会的包摂は、他方における伝統的な「自立」論の影響もあ
って、それは一つの政策目標とされるにとどまらざるをえなかった。すなわち、困窮者への支
援は、なによりも「自立支援」であって、その結果として社会的包摂が実現されるとする傾向
が強かった。 
一般に、この時代のさまざまな自立支援策については、小渕・小泉政権が主導した新自由主
義路線による自己責任論の影響として論じる議論が多い［たとえば二宮 2009］。そうした政策
基調の影響は否定できないが、もうひとつ注目しておくべきことは、戦後日本の福祉レジーム
のあり方であろう。政府による企業支援、そのもとでの男性正社員を中心とした企業中心社会
の形成、それとセットになった男性稼ぎ主型家族モデル、これら 3 つの要因が日本型福祉レジ
ームを支えてきたとされている。大沢［2007」は、日本の生活保障システムと呼んだが、視点
を変えれば、これは 1980 年代までの日本の包摂型社会を支えたものであり、その理念は「企
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業主義―家族主義ネクサス論」とでも言いうるものであった。また、これが成立した背景には
安定した経済成長と完全雇用があったことも忘れてはならない。すなわち、そこでは、「誰もが
普通にがんばれば（自助努力すれば）、正社員になれて家族がもてる」といった社会通念が暗黙
に想定されていた。もちろん、1990 年代以降の低成長への移行、非正規雇用の拡大と社会の個
人化、そして生活困窮者の増加は、こうした通念がもはや実現不可能であることを示すもので
あったが、政府の政策策定のレベルにおいては、以前と同様に、生活困窮者に対して「普通に
がんばる」ことを求め、その自助努力の結果日本型福祉レジームへの包摂が可能であるとの観
念に縛られていたためであった。 
しかし、2005 年以上は、状況が変化する。その変化に大きな影響を与えたのは、2004 年 12
月に社会保障審議会福祉部会が取りまとめた『生活保護制度のあり方に関する専門委員会報告』
である。これは、「自立」を、人間生活を包括的に再構築することと定義し、それを実現する自
立支援を「日常生活自立支援」「社会生活自立支援」「就労自立支援」の 3 つから構成されるこ
とを提起した。2000 年の社会・援護局の『検討会報告書』の問題提起を、就労支援も視野に入
れて構想されたものであり、日本における社会的アクティベーションの基本的枠組みが示され
たと評価してよいだろう。 
しかし、生活保護受給者の就労支援のその後のあり方は、以下のように、対抗的な流れが、
同時進行していた。 
・2005 年 4 月 厚生労働省が開始した「生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム」：
就労自立支援の優先的実施（就労アクティベーション） 
・一部自治体福祉事務所における、就労自立を「暗黙の義務」とした運用（「福祉から就労へ」
型ワークフェア） 
・2011 年 8 月 生活保護受給者「社会的な居場所づくり支援事業」開始（社会的アクティベ
ーション） 
他方、それ以外の生活困窮者問題の領域では、2006 年以降、以下のような諸政策が打ち出
されていった。 
・2006 年 10 月 生活福祉支援貸付事業の開始 
・2008 年 4 月 厚生労働省『新雇用戦略』。ワンストップ型相談体制の整備の提案 
・2009 年 4 月 雇用保険の適用基準の緩和。 
地域生活定着支援事業開始、安心生活創造事業、被保護者の社会的居場所づくり支援事
業、ホームレス等「貧困・困窮者の『絆』再生事業」（社会的アクティベーション） 
・同年 6 月 麻生政権『安心社会実現会議報告』非正規雇用者に対する支援策、「社会統合・
社会的包摂の実現」、ワンストップ型就労支援サービス、所得保障付職業能力開発制度、
新たに「公の担い手」の育成・支援（ワーキングプア、就職困難者への支援＝就労アク
ティベーション） 
・同年 7 月 緊急人材育成支援事業として、基金訓練と訓練・生活支援給付金（～2011 年 10
月、所得保障付職業訓練） 
・同年 10 月 住宅手当の新設 
・2010 年 11 月 パーソナル・サポート・モデル事業開始（～2013 年 3 月、社会的アクティ
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ベーション） 
・2011 年 5 月 内閣府「一人ひとりを包摂する社会」特命チーム『基本方針：社会的包摂政
策を進めるための基本的考え方』発表 
・同年 11 月 求職者支援制度（基金訓練の恒久化、利用にあたってのハードルが高く） 
・2012 年 2 月 「社会保障・税の一体改革大綱」で、生活支援戦略提示（社会的アクティベ
ーション）。 
・2013年1月 社会保障審議会『生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書』 
・同年4月 生活困窮者自立支援モデル事業（～2015年3月）、社会的アクティベーショ
ン） 
・同年 12 月 生活困窮者自立支援法制定（社会的アクティベーション） 
  
個々の事業について詳しく触れることはしないが、当初、生活保護受給者就労支援では、就
労アクティベーションや、一部自治体でのハードなやり方による就労インセンティブを高める
手法なども導入されていた。しかし、全体的には社会的アクティベーションへの政策志向が著
しく高まってきたことがわかる。そして、生活困窮者自立支援制度は、こうした一連の政策の
集大成としての位置にあり、生活保護制度とあわせて、困窮者支援のもう一つの柱を形成する
ことになった。 
しかし、日本におけるこうした政策展開の流れを振り返ると、必ずしも歴代の政権が明確な
理念を打ち出しそれに沿って、社会的アクティベーションの事業設計を行ってきたとはどうも
言い切れないところがある。むしろ、厚生労働省主導での展開とみてよい。政策理念にかかわ
るものとして、2009年自民党・麻生政権のもとでの『安心社会実現会議報告』で「社会統合・
社会的包摂の実現」が語られたが、それは、① 勤労所得に対する給付付き勤労者税額控除の導
入、② 自治体におけるワンストップ型の就労支援サービスの提供、③ 所得保障付き職業能力
開発制度など雇用・生活保障セーフティネットの構築、④ 最低賃金の見直しの4つの施策を束
ねる一つの政策として語られている。社会的包摂という言葉が、政府の基本文書のなかで使わ
れたことの意義は大きいが、それは必ずしも欧州諸国のような政策理念としてではなかった。 
また、民主党管政権のもとで、内閣府が「一人ひとりを包摂する社会」特命チームを組織
し、2011年5月『基本方針：社会的包摂政策を進めるための基本的考え方』を発表した。そこ
では、次のように語られた。 
 
「経済や社会の機能を維持・発展させ、質の高い国民生活を実現していくには、国民一人
ひとりが社会のメンバーとして「居場所と出番」を持って社会に参加し、それぞれの持つ
潜在的な能力をできる限り発揮できる環境整備が不可欠である。このような社会の実現に
向けて、社会的排除の構造と要因を克服する一連の政策的な対応を『社会的包摂』とい
う」。 
「社会的包摂の推進に向けては、先導的なプロジェクトとして、 
・ 就労につながりうる者を対象として現在行われているパーソナル・サポート・サービスの
モデル・プロジェクトを継続発展させ、個別的、継続的、包括的支援として求められる機
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能を実践活動から抽出整理して明らかにするなど、その制度化に向けた検討を進めること 
・ 稼働年齢ではない人、稼働能力を有しない人も含めて、いくつかの領域を組み合わせた支
援が求められる分野において、既存の制度等を補完する仕組みや、実効性のある連携体制
の構築、人材育成等に取り組むモデル事業を検討すること」。 
 
 前者の文書からは、社会的包摂は、社会参加と潜在的な能力発揮ができる社会環境づくりが
指摘されるとともに、後者の文書では、とくに重要な政策として、今日の生活困窮者自立支援
制度に繋がる施策の枠組みが示された。自民党政権になって、社会的包摂という用語は使われ
なくなったが、明らかに、生活困窮者自立支援制度は、日本における社会的包摂を担う中心的
政策であることが、ここで論じられたわけである。すなわち、そして、社会参加や能力発揮と
して社会的包摂が論じられたことは重要である。しかし、それは、社会的包摂の一般的概念を
論じているだけであって、政策理念とはいいがたいのではないだろうか。そして政策理念があ
いまいなまま政策類型が示されたかたちとなっていないだろうか。この点において、欧州諸国
の社会的包摂をめぐる政策議論の立て方と異なっているように思える。 
この「政策理念なき政策類型の選択」という現実をどのように考えるのか。ある程度明確な
包摂型社会のモデルを前提にして政策類型が選択・決定されてきた欧州諸国を基準に考えれば、
日本の政策類型の選択――具体的には生活困窮者自立支援制度の制度設計――はややもすると
また異なる政策類型の方向へと変わってしまう可能性を内包している。 
このような政策策定にかかわる状況から導き出される一つの結論は、日本における社会的包
摂の政策理念をめぐる議論を活性化すべきだという意見であろう。確かにそれは重要である。
しかし、日本には、これとは異なった政策類型の選択の仕方があったという見方もできないわ
けではない。それは、2000 年頃以降のさまざまな諸政策の積み重ねとモデル事業などによる自
治体の現場での実践を踏まえた「最適解」を導き出すプロセスから得た回答が、社会的アクテ
ィベーションであったということではなかっただろうか。今後は、いま現実に準備が進められ
ている生活困窮者支援制度は、この制度が自治事務であることも関係して、実施主体が地方自
治体である。厚生労働省が中心になってつくりあげられた制度的枠組みを前提に、どのような
実態のある社会的アクティベーションをつくれるのかは自治体そしてそれと連携する民間組織
にゆだねられつつある。地域からのこうした蓄積を踏まえて、日本の社会的包摂の政策理念が
今後形成されることに期待したい。 
 
 
２．生活困窮者自立支援制度のいくつかの課題 
 
（１）生活困窮者自立支援制度 
2013 年 12 月に制定され、2015 年 4 月から施行された生活困窮者自立支援法において、ど
のような支援の体系が構築されたのか、まずこの点をみておこう。 
生活困窮者自立支援制度は、相談自立支援だけでなく、就労支援、住宅支援（シェルター
の提供等）、家計支援、学習支援等、多様な法定事業が含まれている。このため、これまでの
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ような福祉、雇用、住宅、金融、教育といった縦割り行政対応ではなく、分野を横断した対応
が自治体に求められることになった。 
とくに、本稿の課題との関連でみると、相談支援と就労支援に注目したい。 
まず、相談自立支援は、「寄り添い」でもってアウトリーチから支援の開始、終了の段階ま
での支援を行うものであり、この事業の中核的な位置を占めている。これに続く就労支援は、
必須事業である相談自立支援における就労支援員による支援、任意事業である就労準備支援事
業、さらに都道府県や政令指定都市の必須事業である就労訓練（中間的就労）事業から構成さ
れ、一般就労という「出口」（すなわち「自立」）に向けた重要な支援として位置づけられてい
る。 
しかし、こうした就労支援事業は、多くの自治体においては経験のない領域の事業であ
る。このため、2013－2014 年度の２年間のモデル事業実施期間を設けて、いわばよりよい就
労支援モデルの構築に向けた準備期間が設けられてきた。そのなかで、いくつかの注目すべき
取り組みが登場したのは間違いないが、多くの自治体にとってはきわめて運営のむずかしい制
度といえるだろう。多くの自治体とりわけ市町村においては、福祉担当部署が生活保護受給者
をはじめとする福祉課題への対応の長い歴史があるのに対して、就労支援はまったく手を付け
てこなかった、あるいは経済担当部署のなかに１～２名を配置して就職相談を実施していると
いう状況であったと思われる。今回のこの事業の実施を担う部署のほとんどが福祉担当である
ことから、各市（町村は都道府県の管轄）にとっては就労支援の人員、就労支援と就職先企業
の確保、支援のノウハウなどにおいて多くの困難をともなっている。また、相談事業は多くの
場合、社会福祉協議会に委託しているが、この社協といえども事情は同じである。こうしたこ
とから、任意事業である就労準備事業に踏み込む自治体は決して多くないのが現状である。厚
生労働省が 2015 年４月の状況として調査した結果によれば、就労準備事業の実施自治体は
28％にとどまっていた。 
必須事業である相談自立支援による就労支援は、あくまでその支援に至る手前において必
要となる日常生活自立や社会生活自立に向けたものを基本としているが、就職面談指導やコミ
ュニケーション能力の開発といった就職にかかわる支援も可能ではある。したがって、この範
囲での支援にとどまるところが多い。 
このように就労準備支援に踏み切る自治体が少ないが、それは、これを行ったことのない
自治体にとってはまず相談自立支援のなかでの就労支援を通して、手探りながらその支援ノウ
ハウを蓄積していこうとしているものと考えられる。また、就労準備支援は任意事業であるだ
けでなく自治体側の負担を強いられることから、いっそう効果的な支援のあり方が明らかにな
らないなかでは踏み出せないといった事情もあるだろう。しかし、2016 年度を迎えて、より
多くの自治体での就労支援への取り組み開始を期待したいところである。 
 
（２）生活困窮者、ワーキングプアそして外部労働市場 
 この生活困窮者自立支援制度については、どのような課題を抱えているのだろうか。社会的
アクティベーションの推進という観点から２点指摘しておきたい。一つは、労働市場構造から
みたときに、この制度はどのような機能・役割を担っているのか、さらに豊かな就労支援の実
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態をつくりあげるにはどうすればよいのかという点である。もう一つは、この制度の目的の一
つである地域づくりのあり方にかかわる課題である。 
 第 2 章で指摘した図表 2-41 は、日本の労働市場構造をごく簡単に示したものであった。生
活困窮者自立支援制度において、就労能力をもつ生活困窮者（＝就職困難者）は、この図では、
新規求職者と長期失業者である。彼らに対する就労支援として就労準備自立支援事業と就労訓
練事業（中間的就労）が想定されている。これらの支援の結果として、就労という「出口」は
どのように想定されているのだろうか。この就労支援の取り組みの事例はまだ少なく、また実
施している事例をみると、安定した正規雇用につける人は少なく、多くは非正規雇用や短期雇
用である。しかも零細な事業所が多い。これをどう克服するかが課題であろう。 
この議論においては、第 1 に労働市場そのものがもつ問題点の改善が問われなければならな
い。第 2 に、就労支援受け入れ事業所が受け入れに関心と意欲を持てる施策が求められる。第
3 に就労支援の対象となる当事者へ支援策である。そして最後に、新たな就労機会・場の創出
である。 
第 1 の課題は、この図表においては、外部労働市場とくにそのなかでもワーキングプア層の
抱えている問題と共通する。生活困窮者が仕事についたとしても、それはワーキングプア同様
に、低賃で不安定な雇用が多い。奥田知志氏（NPO 法人抱樸 理事長）は、これを「穴のあい
たバケツ」と評した[奥田・稲月・垣田・堤 2014]が、この外部労働市場の雇用環境をどのよう
に改善するのかという点の政策がなければ、この生活困窮者自立支援制度による制度設計は完
成しないだろう。幸いにして、政府は、『日本再興戦略』において、外部労働市場の改善を取り
上げているが、期待したい。 
第 2 は、すでに豊中市のモデル事業で取り組まれている事例が参考となるだろう。第 3 につ
いても、すでにいくつかの先進事例があるが、これの普遍化が求められる。第 4 の課題につい
ては、いくつかの方向があるだろう。一つは、出口として想定されるものを、単に就職だけで
なく、職業訓練制度の受講と、自らあるいは仲間との起業への支援も視野に入れるべきだろう。
すでに、韓国の自活事業はそうであるし、フランスなどの就労支援においてもそれは重視され
ている。また、いわゆるボーダー層を中心に、民間事業所での就労が馴染めない層については、
支援付きの就労機会の創出もまた重要だろう［筒井・櫻井・本多 2014,9 頁］。政府は中間的就
労には補助金を出さないとしている点が最大の障壁であるが、いずれにしろこれは重要な課題
である。 
 
（３）地域づくりについて 
 生活困窮者自立支援制度においては、入り口におけるアウトリーチ、アセスメント、総合相
談など、自立相談支援事業の充実を図ることがめざされている［岩間 2013］。こうした相談体
制を、どのように充実したものにするのかが、大きな課題であろう。厚生労働省の資料でもた
びたび好事例として取り上げられている富士宮市の小・中学校区での相談ブランチ（地域セン
ター）の設置は重要である。今回の制度設計のなかではあまり取り上げられていないが、生活
困窮者集住地域や被差別部落などでの相談支援体制をどのように構築するのかについては、工
夫がいるだろう。これには、地域拠点になるセンターをつくり、社会的居場所としての活用と
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一体的に取り組むことが重要だろう。今回の制度では、地域づくりが重要といわれながらも、
支援のための地域の社会資源や就職先となる企業とのネットワークづくりに力点がある。しか
し、それとあわせてこうした生活困窮者集住地区への支援という視点はもっと重視されるべき
だろう。また、あわせて、その支援の仕組みとして社会的居場所づくりの重要性を指摘してお
きたい［福原 2014］。 
 
 
むすび 
 
 生活困窮者自立支援制度の事業総体の特徴を、アクティベーションの政策類型さらにそれと
深く関連している（はずの）社会的包摂の政策理念という観点から、議論を進めてきた。しか
し、欧州的な議論の進め方自体が、日本には当てはまらないのかもしれない。しかし、この政
策理念は、日本の将来における社会像をどのように考えるのかという極めて大事な観点である
ことに間違いはない。この生活困窮者自立支援制度の取り組みが、「企業主義―家族主義ネクサ
ス」論に変わる新たな社会モデル像の構築の第一歩となることを期待したい。 
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